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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設

定している構造強度に基づき，浸水防護設備のうちタービン補機冷却用海水取水槽閉止

板 1，タービン補機冷却用海水取水槽閉止板 2，補機冷却用海水取水槽(A)閉止板，補機

冷却用海水取水槽(B)閉止板及び補機冷却用海水取水槽(C)閉止板（以下「取水槽閉止板」

という。）が津波の冠水に伴う突き上げ荷重及び余震を考慮した荷重に対して，浸水防

護重点化範囲であるタービン建屋内に津波が侵入することを防止するために，十分な構

造健全性及び止水性を有していることを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

取水槽閉止板は，タービン建屋の補機冷却用海水取水槽の上部床面に設置する。取

水槽閉止板の設置位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 取水槽閉止板の設置位置図（タービン建屋 地下 1 階） 
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2.2 構造計画 

取水槽閉止板の構造は，長方形のスキンプレートに主桁（溝形鋼）を組合せた構造

とする。 

取水槽閉止板は，補機冷却用海水取水槽の上部床面及び壁面に設置するアンカーボ

ルトにて固定する。取水槽閉止板の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 取水槽閉止板の構造計画 

計画の概要 概略構造図 

主体構造 支持構造  

スキンプレー

ト，主桁及び

戸当りにより

構成する。 

補機冷却用海

水取水槽の上

部床面及び壁

面に設置する

アンカーボル

トで戸当りを

躯 体 に 固 定

し，締付ボル

トによりスキ

ンプレート，

主桁を戸当り

に固定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

4 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-1
-
4
 R
0
 

2.3 評価方針 

取水槽閉止板の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 

構造計画」に示す取水槽閉止板の構造を踏まえ，「3. 評価対象部位及び評価対象設

備」にて設定する評価部位において，「4.4 評価方法」で算出した応力等が許容限

界内に収まることを，「4. 構造強度評価」に示す方法にて確認する。強度評価の確

認結果を「5. 評価結果」にて確認する。 

強度評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 

 

図 2－2 強度評価フロー 

 

 

  

評価対象部位の設定 

荷重＊及び 
荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面検定方法 

評価条件の設定 

強度評価 

Ⅵ-2-2-5 

「タービン建屋の地震応答計算書」 

（水平方向の応答加速度） 

注記＊：余震震度については， 

    材料物性の 

    不確かさを考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 

（（社）日本建築学会，1999 改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 

（（社）日本電気協会） 

 

 

  



 

6 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-1
-
4
 R
0
 

2.5 記号の説明 

取水槽閉止板の強度評価に用いる記号を表 2－2 に示す。 

 

表 2－2 強度評価に用いる記号 

 

記号 単位 定義

Ｐｔ kN/m
2 突き上げ津波荷重

ＣＤ - 抗力係数

Ｕ m/s 流速

g m/s
2 重力加速度

Ｈ mm 評価高さ

ＫＳｄ kN/m
2 余震荷重

Ｓｄ kN 弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力

Ｐｖ kN/m
2 弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の動水圧荷重

αＨ - 水平方向の余震震度

αＶ - 鉛直方向の余震震度

ｗｓｓ kN/m 単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重

ｗｓｓ’ kN/m 単位長さ当りの水平方向の等分布荷重

τ N/mm
2 最大せん断応力度

σ N/mm
2 最大曲げ応力度

Ｑ kN 最大せん断力

Ｍ kN・m 最大曲げモーメント

ｘ N/mm
2 組合せ応力度

Ａｓ mm
2 せん断断面積

Ｚ mm
3 断面係数

Ｌ１ mm 主桁の負担幅

Ｌ２ mm 主桁と直交方向のスキンプレートの長さ

Ｌ３ mm 主桁全長

Ｌ４ mm スキンプレートの負担幅

Ｌ５ mm 戸当り全長

Ｌ６ mm 戸当りウェブ中心から上フランジに等分布荷重が作用する位置までの距離

Ｌ７ mm アンカーボルト中心位置から戸当りウェブ中心位置までの距離

Ｎ１ 本 戸当り本数

Ｔｓ kN 締付ボルト1本当りに作用する引張力

ｑｓ kN 締付ボルト1本当りに作用するせん断力

σｔ N/mm
2 最大引張応力度

Ａ mm
2 締付ボルトの有効断面積

ｎｓ 本 締付ボルトの本数

ＦＨ kN アンカーボルトに作用する水平方向力

Ｆｖ kN アンカーボルトに作用する鉛直方向力

ＱＡ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

ＴＡ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

Ｄ mm 閉止板の縦方向寸法

ｎＮＳ 本 壁（ＮＳ方向)に設置されたアンカーボルト本数

ｎＥＷ 本 壁（ＥＷ方向)に設置されたアンカーボルト本数

ｎＶ 本 床に設置されたアンカーボルト本数

ｆＮＳ kN ＮＳ方向荷重時のアンカーボルト耐力

ｆＥＷ kN ＥＷ方向荷重時のアンカーボルト耐力

ｆＶ kN 鉛直荷重時のアンカーボルト耐力
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3. 評価対象部位及び評価対象設備 

取水槽閉止板の評価対象部位は，「2.2 構造計画」にて設定している構造を踏まえ

て，突き上げ津波荷重及び余震荷重の伝達過程を考慮し設定する。また，取水槽閉止板

は構成部材の寸法，規格等が等しく，評価結果が変わらないことから，代表としてター

ビン補機冷却用海水取水槽(C)閉止板を評価対象設備として選定する。ただし，アンカ

ーボルトについては各取水槽閉止板により固定条件や本数が異なるため，全ての取水槽

閉止板を選定する。 

取水槽閉止板に生じる突き上げ津波荷重は，取水槽閉止板のスキンプレート，主桁，

締付ボルト及び戸当りに伝わり，取水槽閉止板を固定するアンカーボルトを介して躯体

に伝達され，取水槽閉止板に生じる余震荷重は，スキンプレート及び主桁の自重による

慣性力として締付ボルト及び戸当りに伝わり，取水槽閉止板を固定するアンカーボルト

を介して躯体に伝達されることから，取水槽閉止板の評価対象部位は，スキンプレート，

主桁，締付ボルト，戸当り及びアンカーボルトとし，評価対象部位を図 3－1 に示す。 
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図 3－1 評価対象部位 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

取水槽閉止板の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，

「3. 評価対象部位及び評価対象設備」にて設定する評価対象部位に作用する応力等

が「4.3 許容限界」にて示す許容限界以下であることを確認する。 

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重の組合せ 

取水槽閉止板の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｐｔ＋ＫＳｄ 

     ここで，Ｐｔ  ：突き上げ津波荷重(kN/m2) 

         ＫＳｄ ：余震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力(kN)及び動 

              水圧荷重(kN/m2)を考慮する） 

  なお，積載荷重は考慮しない。 

 

4.2.2 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重は，以下のとおりとする。 

 

(1) 突き上げ津波荷重（Ｐｔ） 

突き上げ津波荷重は，取水槽閉止板の全面に作用するものとする。また，評価

においては浸水津波荷重を含むものとし，以下の式により算出する。 

 

Ｐｔ ＝1／2・ＣＤ・ρo・Ｕ２＋ρ o・g・Ｈ・10-3 

Ｐｔ ：突き上げ津波荷重(kN/m2) 

ＣＤ ：抗力係数（＝2.01） 

ρo ：水の密度(t/m3) 

Ｕ ：流速（＝1.5m/s） 

g ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 

Ｈ ：評価高さ(mm) 
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(2) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力及び動水圧荷重を考慮 

するものとし，水平方向については，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力を考 

慮する。鉛直方向については，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う動水圧荷重を考慮 

する。 

なお，取水槽閉止板の強度評価に用いる余震震度は，材料物性の不確かさを考

慮したものとしてⅥ-2-2-5「タービン建屋の地震応答計算書」の地震応答解析結

果を用いる。ここで，地震力は取水槽閉止板の設置位置における水平方向の最大

応答加速度から設定する震度を用いて評価するものとし，下記の通り算出する。 

 

Ｓｄ＝Ｇ・αＨ 

ここで，Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

αＨ ：水平方向の余震震度 

 

また，表 4－1 の通り，鉛直方向の余震震度が 1 未満であることから，取水槽 

閉止板の自重と鉛直方向の地震力を足し合わせた荷重は，突き上げ津波荷重を相 

殺する向きに取水槽閉止板に作用するため，強度評価においては取水槽閉止板の 

自重と鉛直方向の地震力を保守的に考慮しないこととする。 

 

動水圧荷重は，取水槽閉止板の設置位置における鉛直方向の最大応答加速度か 

ら設定する震度，水の密度及び評価高さを用いて評価するものとし，下記の通り 

算出する。 

 

 Ｐｖ＝ρ o・αＶ・g・Ｈ・10-3 

ここで，Ｐｖ ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の 

          動水圧荷重(kN/m2) 

ρo ：水の密度(t/m3) 

αＶ ：鉛直方向の余震震度 

g ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 

Ｈ ：評価高さ(mm) 
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余震震度αＨ，αＶを表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 余震震度 

建屋 フロア 弾性設計用地震動 

Ｓｄの余震震度 

タービン建屋 B1F 
水平αＨ 鉛直αＶ 

0.468 0.378 

4.3 許容限界 

取水槽閉止板の許容限界は，「3. 評価対象部位及び評価対象設備」にて設定した

部位に対し，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて

設定している許容限界を踏まえ設定する。 

 

4.3.1 使用材料 

取水槽閉止板を構成するスキンプレート，主桁，戸当り，締付ボルト及びアン

カーボルトの使用材料を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

スキンプレート SUS304 厚さ  

主桁 SUS304 C-150×75×9×9 (mm) 

戸当り SUS304 BH-150×150×7×10 (mm) 

締付ボルト SUS304 M30 

アンカーボルト SUS304 M16 
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4.3.2 許容限界 

(1) スキンプレート，主桁，戸当り，締付ボルト 

鋼材の許容応力度は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，2005 改定）」を踏まえて表 4－3 の値とする。 

 

表 4－3 鋼材の短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度 (N/mm2) 

曲げ 引張 せん断 

SUS304 205 205 118 

注：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本産業規格（ＪＩＳ）に基づく。 

 

(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容荷重は，「3. 評価対象部位及び評価対象設備」に記載

したアンカーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指

針・同解説（（社）日本建築学会，2010改定）」に基づき算定する。 

突き上げ津波荷重を考慮する場合のアンカーボルトの許容荷重を表4－4に示

す。 

なお，アンカーボルトは躯体に埋め込まれていることから，アンカーボルトが

引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの降伏により決まる許容荷重，

付着力により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を採用する。また，

アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強

度により決まる許容荷重，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる許

容荷重及びコーン状破壊により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を

採用する。 

 

表 4－4 アンカーボルトの短期許容荷重 

材質 
短期許容耐力(kN/本) 

引張 せん断 

SUS304 32.1 22.4 
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4.4 評価方法 

取水槽閉止板を構成する主桁，スキンプレート，戸当り，締付ボルト及びアンカー

ボルトに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。

主桁とスキンプレートについては，箇所によって評価結果に差異が生じることから，

図 4－1，図 4－2 にそれぞれ評価の対象とする主桁，スキンプレートを示す。また，

図 4－3 に，戸当り，締付ボルト及びアンカーボルトの納まりを示す。 

 

4.4.1 主桁 

主桁の支持条件は両端をピン支持とし，図 4－1 に示す通り，主桁が荷重を負

担する範囲が最も大きくなり，評価上最も厳しい条件となるよう評価を実施する。 

 

(1) 主桁に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝（Ｐｔ＋Ｐｖ）・Ｌ１・10-3 

ｗｓｓ ：主桁に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ１ ：主桁の負担幅(mm) 

 

(2) 主桁に作用する最大曲げ応力度σ 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：主桁に作用する最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：主桁に作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：主桁の断面係数(mm3) 

 

ここで，Ｍ ＝1／8・ｗｓｓ・（Ｌ３・10-3）2 

Ｍ ：主桁に作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

ｗｓｓ ：主桁に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ３ ：主桁全長(mm) 
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(3) 主桁に作用する最大せん断応力度τ 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：主桁に作用する最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：主桁に作用する最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：主桁のせん断断面積(mm2) 

 

ここで，Ｑ ＝1／2・ｗｓｓ・Ｌ３・10-3 

Ｑ ：主桁に作用する最大せん断力(kN) 

ｗｓｓ ：主桁に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ３ ：主桁全長(mm) 

 

(4) 主桁に作用する組合せ応力度 

主桁に作用する曲げ応力度，せん断応力度を算定し，主桁の短期許容応力度以

下であることを確認する。また主桁に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組

合せ応力度を「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，

2005改定）」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

ｘ ＝ σ2＋3・τ 2 

ｘ ：組合せ応力度(N/㎜ 2) 

σ ：曲げ応力度 Ｍ／Ｚ(N/㎜ 2) 

 （Ｍ：曲げモーメント，Ｚ：断面係数） 

τ ：せん断応力度 Ｑ／Ａｓ(N/㎜ 2) 

 （Ｑ：せん断力，Ａｓ：せん断断面積） 
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図 4－1 評価の対象とする主桁 

：評価の対象とする主桁 
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4.4.2 スキンプレート 

図 4－2 に示す通り，スキンプレートが荷重を負担する範囲が最も大きくなり，

評価上最も厳しい条件となるよう評価を実施する。 

 

(1) スキンプレートに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝（Ｐｔ＋Ｐｖ）・Ｌ３・10-3 

ｗｓｓ ：スキンプレートに作用する単位長さ当りの鉛直方向の 

 等分布荷重(kN/m) 

Ｌ３ ：主桁全長(mm) 

 

   (2) スキンプレートに作用する最大曲げ応力度σ 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：スキンプレートに作用する最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：スキンプレートに作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：スキンプレートの断面係数(mm3) 

 

ここで，Ｍ ＝1／12・ｗｓｓ・（Ｌ４・10-3）2 

Ｍ ：スキンプレートに作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

ｗｓｓ ：スキンプレートに作用する単位長さ当りの鉛直方向の 

 等分布荷重(kN/m) 

Ｌ４ ：スキンプレートの負担幅(mm) 
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図 4－2 評価の対象とするスキンプレート  

：評価の対象とするスキンプレート 
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4.4.3 締付ボルト 

(1) 締付ボルト 1 本当りに作用する鉛直方向の引張荷重Ｔｓ  

Ｔｓ ＝（（Ｐｔ＋Ｐｖ）・Ｌ２
2・10-6）／ｎｓ 

Ｔｓ ：締付ボルト 1 本当りに作用する引張力(kN) 

Ｐｔ  ：突き上げ津波荷重(kN/m2) 

Ｐｖ  ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の動水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ２ ：主桁と直交方向のスキンプレートの長さ(mm) 

ｎｓ ：締付ボルトの本数(本) 

 

(2) 締付ボルト 1 本当りに作用する鉛直方向の引張応力度σｔ 

σｔ ＝Ｔｓ・103／Ａ 

σｔ ：締付ボルト 1 本当りに作用する鉛直方向の引張応力度(N/mm2) 

Ｔｓ ：締付ボルト 1 本当りに作用する引張力(kN) 

Ａ ：締付ボルトの有効断面積(mm2) 

 

(3) 締付ボルト 1 本当りに作用する水平方向のせん断荷重ｑｓ 

ｑｓ ＝Ｓｄ／ｎｓ 

Ｓｄ  ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力(kN) 

ｎｓ ：締付ボルトの本数(本) 

 

(4) 締付ボルト 1 本当りに作用する水平方向のせん断応力度τ 

τ ＝ｑｓ・103／Ａ 

τ ：締付ボルト 1 本当りに作用する水平方向のせん断応力度(N/mm2) 

ｑｓ ：締付ボルト 1 本当りに作用する水平方向のせん断荷重(kN) 

Ａ ：締付ボルトの有効断面積(mm2) 
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4.4.4 戸当り 

(1) 戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝（（Ｐｔ＋Ｐｖ）・（Ｌ２・10-3） 2）／（Ｎ１・Ｌ５・10-3）  

ｗｓｓ ：戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ２ ：主桁と直交方向のスキンプレートの長さ(mm) 

Ｌ５ ：戸当り全長(mm) 

Ｎ１ ：戸当り本数 

 

(2) 戸当り上フランジに作用する単位長さ当りの最大曲げ応力度σ 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：戸当り上フランジに作用する最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：戸当り上フランジに作用する最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ ：戸当り上フランジの断面係数(mm3/m) 

 

ここで，Ｍ ＝ｗｓｓ・Ｌ６・10-3 

ｗｓｓ ：戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 

 (kN/m) 

Ｌ６ ：戸当りウェブ中心から上フランジに等分布荷重が作用する 

 位置までの距離(mm) 

 

(3) 戸当り下フランジに作用する単位長さ当りの最大曲げ応力度σ 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：戸当り下フランジに作用する最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：戸当り下フランジに作用する最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ ：戸当り下フランジの断面係数(mm3/m) 

 

ここで，Ｍ ＝ｗｓｓ・Ｌ７・10-3 

ｗｓｓ ：戸当りに作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 

 (kN/m) 

Ｌ７ ：アンカーボルト中心位置から戸当りウェブ中心位置までの 

 距離(mm) 
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(4) 水平方向の余震荷重が作用する戸当りウェブ部に作用する等分布荷重ｗｓｓ’ 

ｗｓｓ’ ＝Ｓｄ／（Ｌ５・10-3） 

ｗｓｓ’ ：戸当りウェブ部に作用する単位長さ当りの水平方向の 

 等分布荷重(kN/m) 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力(kN) 

Ｌ５  ：戸当り全長(mm) 

 

(5) 水平方向の余震荷重が作用する戸当りウェブ部に作用するせん断応力度τ 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：戸当りに作用する最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：戸当りに作用する最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：戸当りのせん断断面積(mm2) 

 

ここで，Ｑ ＝ｗｓｓ’・Ｌ５・10-3 

Ｌ５ ：戸当り全長(mm) 
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図 4－3 戸当り，締付ボルト及びアンカーボルトの納まり 
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4.4.5 アンカーボルト 

(1) アンカーボルトに作用する水平方向力ＦＨ 

ＦＨ＝Ｓｄ 

ＦＨ  ：アンカーボルトに作用する水平方向力(kN) 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う水平方向の地震力(kN) 

 
(2) アンカーボルトに作用する鉛直方向力Ｆｖ 

Ｆｖ＝（Ｐｔ＋Ｐｖ）・Ｄ・Ｌ３ 

Ｆｖ  ：アンカーボルトに作用する鉛直方向力(kN) 

Ｄ  ：閉止板の縦方向寸法(mm) 

Ｌ３ ：主桁全長(mm) 
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(3)  水平方向力ＦＨに対する検討 

水平方向力ＦＨは,床に敷設したアンカーボルトのせん断耐力の合計と壁に

敷設したアンカーボルトのせん断耐力及び引張耐力の合計により評価を行う。

検討概要を図 4－4 に示す。 

 

ＦＨ／ｆＮＳ≦1 

ＦＨ／ｆＥＷ≦1 

ｆＮＳ＝（ｎＮＳ＋ｎＶ）・ＱＡ＋ｎＥＷ・ＴＡ 

ｆＥＷ＝（ｎＥＷ＋ｎＶ）・ＱＡ＋ｎＮＳ・ＴＡ 

ｆＮＳ ：ＮＳ方向荷重時のアンカーボルト耐力(kN) 

ｆＥＷ ：ＥＷ方向荷重時のアンカーボルト耐力(kN) 

ｎＮＳ ：壁（ＮＳ方向）に設置されたアンカーボルト本数(本) 

ｎＥＷ ：壁（ＥＷ方向）に設置されたアンカーボルト本数(本) 

ｎＶ  ：床に設置されたアンカーボルト本数(本) 

ＱＡ  ：アンカーボルト 1 本当りの短期許容せん断力(kN) 

ＴＡ  ：アンカーボルト 1 本当りの短期許容引張力(kN) 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 水平方向荷重時の検討概念図 

（補機冷却用海水取水槽(C)閉止板の例） 
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(4)  鉛直方向力Ｆｖに対する検討 

鉛直方向力Ｆｖは，床に敷設したアンカーボルトの引張耐力の合計と壁に敷

設したアンカーボルトのせん断耐力の合計により評価を行う。検討概要を図 4

－5 に示す。 

 

Ｆｖ／ｆＶ≦1 

ｆＶ＝（ｎＮＳ＋ｎＥＷ）・ＱＡ＋ｎＶ・ＴＡ 

ｆＶ  ：鉛直方向荷重時のアンカーボルト耐力(kN) 

ｎＮＳ ：壁（ＮＳ方向）に設置されたアンカーボルト本数(本) 

ｎＥＷ ：壁（ＥＷ方向）に設置されたアンカーボルト本数(本) 

ｎＶ  ：床に設置されたアンカーボルト本数(本) 

ＱＡ  ：アンカーボルト 1 本当りの短期許容せん断力(kN) 

ＴＡ  ：アンカーボルト 1 本当りの短期許容引張力(kN) 

 

 

 

 

図 4－5 鉛直方向荷重時の検討概念図 

（補機冷却用海水取水槽(C)閉止板の例） 
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4.5 評価条件 

取水槽閉止板の強度評価に用いる入力値を表 4－5 に示す。 

 

表 4－5 取水槽閉止板の強度評価に用いる入力値 

 

タービン
補機冷却用
海水取水槽
閉止板1

タービン
補機冷却用
海水取水槽
閉止板2

補機冷却用
海水取水槽

(A)
閉止板

補機冷却用
海水取水槽

(B)
閉止板

補機冷却用
海水取水槽

(C)
閉止板

Ｈ mm 評価高さ 5500

ρｏ t/m3 水の密度 1.03

g m/s2 重力加速度 9.80665

Ｌ１ mm 主桁の負担幅 275

Ｌ２ mm 主桁と直交方向のスキンプレートの長さ 850

Ｌ３ mm 主桁全長 1000

Ａｓ mm2 せん断断面積 1.188×103

Ｚ mm3 断面係数 1.130×105

Ｌ４ mm スキンプレートの負担幅 175

Ｚ mm3 断面係数 1.140×104

Ｌ２ mm 主桁と直交方向のスキンプレートの長さ 850

ｎｓ 本 締付ボルトの本数 8

Ａ mm2 締付ボルトの有効断面積 561

Ｇ kN スキンプレート及び主桁の固定荷重 3.54

Ｌ５ mm 戸当り全長 1150

Ｌ６ mm
戸当りウェブ中心から上フランジに等分
布荷重が作用する中心位置までの距離

37.5

Ｌ７ mm
アンカーボルト中心位置から
戸当りウェブ中心位置までの距離

45

Ａｓ mm2 戸当りウェブ部のせん断断面積 8050

Ｚ mm3/m 戸当りフランジ部の断面係数 1.660×104

Ｎ１ 本 戸当り本数 4

Ｇ kN
スキンプレート，主桁及び戸当りの
固定荷重

5.31

ｎＶ 本 床に設置されたアンカーボルト本数 14 14 16 14 8

ｎＮＳ 本
壁(NS方向)に設置された
アンカーボルト本数

0 0 0 0 4

ｎＥＷ 本
壁(EW方向)に設置された
アンカーボルト本数

2 2 0 2 4

ｆＮＳ kN NS方向荷重時のアンカーボルト耐力 376.4 376.4 358.4 376.4 394.4

ｆＥＷ kN EW方向荷重時のアンカーボルト耐力 358.4 358.4 358.4 358.4 394.4

ｆＶ kN 鉛直荷重時のアンカーボルト耐力 484.4 484.4 502.4 484.4 430.4

戸当り

アンカー
ボルト

締付
ボルト

数値

共通

主桁

スキン
プレート

評価対象
部位

記号 単位 定義
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5. 評価結果 

取水槽閉止板の強度評価結果を表 5－1 に示す。各部材の断面検定を行った結果，全

ての部材において発生応力又は応力度が許容限界以下であることを確認した。 
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表 5－1 強度評価結果 

 

注記＊1：上フランジと下フランジのうち厳しい評価結果を記載する。 

＊2：ウェブ部を評価対象とする。 

 

 

設備名称 評価対象部材 

発生値 

(応力度 

又は荷重) 

許容限界値 検定値 

補機冷却用 

海水取水槽 

(C)閉止板 

主桁 

曲げ 24.1 N/mm2 205 N/mm2 0.12＜1.0 

せん断 9.14 N/mm2 118 N/mm2 0.08＜1.0 

組合せ 28.9 N/mm2 205 N/mm2 0.15＜1.0 

スキンプレート 曲げ 18.5 N/mm2 205 N/mm2 0.09＜1.0 

締付ボルト 
引張 12.8 N/mm2 205 N/mm2 0.07＜1.0 

せん断 0.40 N/mm2 118 N/mm2 0.01＜1.0 

戸当り 
曲げ *1 33.8 N/mm2 205 N/mm2 0.17＜1.0 

せん断 *2 0.32 N/mm2 118 N/mm2 0.01＜1.0 

タービン補機冷却用 

海水取水槽 

閉止板 1 

アンカー 

ボルト 

NS 方向 2.49 kN 376.4 kN 0.01＜1.0 

EW 方向 2.49 kN 358.4 kN 0.01＜1.0 

鉛直方向 78.9 kN 484.4 kN 0.17＜1.0 

タービン補機冷却用 

海水取水槽 

閉止板 2 

アンカー 

ボルト 

NS 方向 2.49 kN 376.4 kN 0.01＜1.0 

EW 方向 2.49 kN 358.4 kN 0.01＜1.0 

鉛直方向 78.9 kN 484.4 kN 0.16＜1.0 

補機冷却用 

海水取水槽 

(A)閉止板 

アンカー 

ボルト 

NS 方向 2.49 kN 358.4 kN 0.01＜1.0 

EW 方向 2.49 kN 358.4 kN 0.01＜1.0 

鉛直方向 78.9 kN 502.4 kN 0.16＜1.0 

補機冷却用 

海水取水槽 

(B)閉止板 

アンカー 

ボルト 

NS 方向 2.49 kN 376.4 kN 0.01＜1.0 

EW 方向 2.49 kN 358.4 kN 0.01＜1.0 

鉛直方向 78.9 kN 484.4 kN 0.16＜1.0 

補機冷却用 

海水取水槽 

(C)閉止板 

アンカー 

ボルト 

NS 方向 2.49 kN 394.4 kN 0.01＜1.0 

EW 方向 2.49 kN 394.4 kN 0.01＜1.0 

鉛直方向 78.9 kN 430.4 kN 0.19＜1.0 
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1. 概要 

  本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針｣に基づき，浸水防

護施設のうち床ドレンライン浸水防止治具が津波による溢水又は内部溢水の浸水によって生じる

浸水深が大きい方の静水圧荷重及び余震を考慮した荷重に対し，主要な構造部材が構造健全性を

有することを確認するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置計画 

強度評価の対象施設となる床ドレンライン浸水防止治具の配置計画は、Ⅵ-3-別添 3-1-1「津

波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3. 構造強度設計」にて示す。 
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 2.2 構造計画 

床ドレンライン浸水防止治具の構造計画は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」の「3. 構造強度設計」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。 
 

(1) フロート式治具 

    フロート式治具は，フロート式の浸水防止治具であり，配管内で逆流が発生するとフロー

トが押上げられ，弁座に密着することで止水する。フロート式治具の構造計画を表 2－1に示.
す。 

表 2－1 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
型式 主体構造 支持構造 

  フロー

ト式治具 

外ねじ 

取付型 

弁座を含む弁

本体，弁体であ

るフロート及

びフロートを

弁座に導くフ

ロートガイド

で構成する。 

配管のねじ

切り部に直

接ねじ込み

固定とする。 

 

内ねじ 

取付型 

 

フランジ 

取付型 

台座と取付

金具を接着

剤で固定し，

本体フラン

ジと取付金

具をボルト

で固定する。 

 

フロート 

弁座 

弁本体 

フロートガイド 

ねじ切り部 

既設配管 

弁座 

フロート 

弁本体 

フロートガイド 

ねじ切り部 

 既設配管 

弁本体 

取付金具 

弁座 

フロート 

フロートガイド 

既設配管 

台座 
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  (2) スプリング式治具 

 スプリング式治具は，スプリング式浸水防止治具であり，ばね圧により常時弁体が弁座に

密着している。配管内で逆流が発生すると，弁体の下方からの圧力が加わり，弁体と弁座の

密着が維持されることで止水する。スプリング式治具の構造計画を表 2－2に示す。 
 

表2－2 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
型式 主体構造 支持構造 

スプリン

グ式治具 

外ねじ 

取付型 

弁座を含む弁

本体，弁体，弁

体を弁座に導

くガイド，ばね

が内挿される

ばねガイドで

構成する。 

配管のねじ

切り部に直

接ねじ込み

固定とする。 

 

内ねじ 

取付型 

 

フランジ 

取付型 

台座と取付

金具を接着

剤で固定し，

本体フラン

ジと取付金

具をボルト

で固定する。 

 

 弁体 弁座 

弁本体 

既設配管 ばねガイド 

ガイド 

ばね 

ねじ切り部 

ガイド  弁体 弁座 
弁本体 

ばねガイド 

ばね 

既設配管 

ねじ切り部 

弁体  取付金具 
 弁座 

 弁本体 

台座 

既設配管 

ガイド 

ばねガイド 

ばね 
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(3) 閉止キャップ 

    閉止キャップは，配管に蓋をすることで配管内の順流及び逆流を止水する。閉止キャップ

の構造計画を表 2－3 に示す。 

 

表2－3 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

閉止 

キャップ 

閉止キャップで

構成する。 

配管にねじ込み

固定する。 

 

  

閉止キャップ 

ねじ切り

既設配管 

O リング又はパッキン 
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(4) 閉止栓 

    閉止栓は，配管に蓋をすることで配管内の順流及び逆流を止水する。閉止栓の構造計画を

表 2－4 に示す。 

 

表2－4 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

閉止栓 
閉止栓で構成す

る。 

ゴムの圧着によ

り固定する。 

 

 

  

ゴムリング 

閉止栓 

ボルト 

既設配管 
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2.3 評価方針 

  (1) フロート式治具 

フロート式治具の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，応力評価及び構

造健全性評価により実施する。応力評価では，フロート式治具の評価部位に作用する応力等

が許容限界以下であることを「5.1 構造強度評価方法｣に示す方法により，「5.6 計算条件｣

に示す計算条件を用いて評価する。また，構造健全性評価により強度評価を実施する評価部

位については，評価部位に作用する圧力が許容限界以下であることを「5.1 構造強度評価方

法」に示す方法により，「5.6 計算条件」に示す計算条件を用いて評価する。応力評価及び

構造健全性評価の確認結果を「6. 評価結果」にて確認する。 

    フロート式治具の強度評価フローを図 2－1に示す。フロート式治具の強度評価においては，

その構造を踏まえ，静水圧荷重及び余震に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価

部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，静水圧荷重と余震に伴う荷重

の作用時(以下｢重畳時｣という。)を考慮し，評価される最大荷重を設定する。重畳時におけ

る余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針｣に示す静水

圧荷重との重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力とする。余震荷重の設定に当

たっては，弾性設計用地震動Ｓｄを入力して得られた設置床の最大応答加速度を考慮して設

定した設計震度を用いる。 
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図 2－1 強度評価フロー（フロート式治具） 

 

  

水圧試験に 
よる評価 

解析モデル設定 固有値解析 

余震 荷重及び荷重の

組合せの設定 

フロート，取付部の 
構造健全性評価 

弁本体，フロートガイドの応力評価 
・圧 縮 
・曲 げ 
・組合せ 

評価式による計算 

設計震度の設定 

入力地震動の設定 

圧力の計算 応力の計算 

床ドレンライン 

浸水防止治具の設計 
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，応力評価及び

構造健全性評価により実施する。応力評価では，スプリング式治具の評価部位に作用する応

力等が許容限界以下であることを｢5.1 構造強度評価方法｣に示す方法により，｢5.6 計算条

件｣に示す計算条件を用いて評価する。また，構造健全性評価により強度評価を実施する評価

部位については，評価部位に作用する圧力が許容限界以下であることを｢5.1 構造強度評価

方法｣に示す方法により，｢5.6 計算条件｣に示す計算条件を用いて評価する。応力評価及び

構造健全性評価の確認結果を｢6. 評価結果｣にて確認する。 

    スプリング式治具の強度評価フローを図 2－2に示す。スプリング式治具の強度評価におい

ては，その構造を踏まえ，静水圧荷重及び余震に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，

評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは重畳時を考慮し，評価され

る最大荷重を設定する。重畳時における余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要

な施設の強度計算の方針｣に示す静水圧荷重との重畳を考慮する弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力とする。余震荷重の設定に当たっては，弾性設計用地震動Ｓｄを入力して得られた

設置床の最大応答加速度を考慮して設定した設計震度を用いる。 
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図 2－2 強度評価フロー（スプリング式治具） 

  

解析モデル設定 固有値解析 

床ドレンライン 
浸水防止治具の設計 余震 荷重及び荷重の

組合せの設定 

弁体の応力評価 
・板の曲げ 
・軸の曲げ 

弁体及び取付部の 
構造健全性評価 

弁本体・ガイド，ばねガイド

の応力評価 
・圧 縮 
・曲 げ 
・組合せ 

応力の計算 圧力の計算 

評価式による計算 

設計震度の設定 

入力地震動の設定 

水圧試験に 
よる評価 
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(3) 閉止キャップ 

閉止キャップの強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを踏まえて，構造健全性評価により実施する。

構造健全性評価により強度評価を実施する評価部位については，評価部位に作用する圧力が

許容限界以下であることを「5.1 構造強度評価方法」に示す方法により，「5.6 計算条件」

に示す計算条件を用いて評価する。応力評価及び構造健全性評価の確認結果を「6. 評価結

果」にて確認する。 

閉止キャップの強度評価フローを図 2－3に示す。 

 

図 2－3 強度評価フロー（閉止キャップ） 

 

  

余震 

機能維持評価用加速度の設定 

掃引試験による固有値確認 

入力地震動の設定 

圧力の計算 

閉止キャップの構造健全性評価 

水圧試験による評価 
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(4) 閉止栓 

閉止栓の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に

て設定している荷重及び荷重の組合せを踏まえて，構造健全性評価により実施する。構造健

全性評価により強度評価を実施する評価部位については，評価部位に作用する圧力が許容限

界以下であることを｢5.1 構造強度評価方法｣に示す方法により，｢5.6 計算条件｣に示す計

算条件を用いて評価する。応力評価及び構造健全性評価の確認結果を｢6. 評価結果｣にて確

認する。 

閉止栓強度評価フローを図 2－4に示す。 

  
図 2－4 強度評価フロー（閉止栓） 

 

  

余震 

掃引試験による固有値確認 

入力地震動の設定 

閉止栓の構造健全性評価 

水圧試験による評価 

圧力の計算 

機能維持評価用加速度の設定 
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2.4 適用基準 

   適用する規格，基準等を以下に示す。 

  (1) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 2005 年版(2007 年追補版含む。) ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１－2005/2007（日本機械学会） 

  (2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

  (3) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類･許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 

（日本電気協会） 

  (4) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

  (5) 機械工学便覧（日本機械学会） 
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2.5 記号の説明 

(1) フロート式治具 

フロート式治具の固有周期の計算に用いる記号を表 2－5に，応力評価に用いる記号を 

表 2－6にそれぞれ示す。 

 

表2－5 フロート式治具の固有周期の計算に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

Ａ モデル化に用いるフロートガイドの有効断面積 mm2 

ｄｍ モデル化に用いる弁本体の内径 mm 

Ｄｆｍ モデル化に用いるフロートガイドの直径 mm 

Ｄｍ モデル化に用いる弁本体の外径 mm 

Ｅ モデル化に用いるフロートガイドの縦弾性係数 MPa 

ｆ 床ドレンライン浸水防止治具の一次固有振動数 Hz 

T 床ドレンライン浸水防止治具の固有周期 s 

Ｉａ モデル化に用いるフロートガイド 1本の断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ モデルの等価断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ１ モデル化に用いる弁本体の断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ２ モデル化に用いるフロートガイド 4本の等価断面二次モーメント mm4 

ｋ モデルのばね定数 N/m 

ℓ１ モデル化に用いる弁本体の長さ mm 

ℓ２ モデル化に用いるフロートガイドの長さ mm 

ｍ モデル化に用いる弁の全質量 kg 

ｙｇ フロートガイドの図心 Gと X軸の距離 mm 
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表 2－6 フロート式治具の応力評価に用いる記号(1/2) 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨＳｄ 余震による水平方向の設計震度 － 

ＣＶＳｄ 余震による鉛直方向の設計震度 － 

Ａ１ 弁本体の断面積 mm2 

Ａ２ 重畳時に弁本体に作用する評価に用いる受圧面積 mm2 

Ａ３ フロートガイドの最小断面積 mm2 

Ａ４ 重畳時にフロートガイドに作用する評価に用いる受圧面積 mm2 

Ｄ２ 重畳時に弁本体に作用する評価に用いる受圧面の直径 mm 

Ｄ３ フロートガイドの最小直径 mm 

Ｄ４ 
重畳時にフロートガイドに作用する評価に用いる受圧面の直

径 
mm 

ｄ１ 弁本体の内径 mm 

Ｄ１ 弁本体の外径 mm 

ＦＨ１ 弁本体の最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＨ２ フロートガイドの最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＶ１ 弁本体に加わる鉛直方向地震荷重 N 

ＦＶ２ フロートガイドに加わる鉛直方向地震荷重 N 

ɡ 重力加速度 m/s2 

ｈ 静水圧荷重の算出に用いる浸水の水頭 mm 

Ｉ１ 弁本体の断面二次モーメント mm4 

Ｉ２ フロートガイドの断面二次モーメント mm4 

Ｌ１ 弁全体の長さ mm 

Ｌ２ フロートガイドの長さ mm 

ｍ１ 弁の全質量 kg 

ｍ２ フロートガイドの 1本あたりの質量 kg 

Ｍ１ 弁本体に発生する曲げモーメント N･mm 

Ｍ２ フロートガイドに発生する曲げモーメント N･mm 
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表 2－6 フロート式治具の応力評価に用いる記号(2/2) 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 固定荷重 － 

Ｐｈ 静水圧荷重 MPa 

Ｐｗ フロートに発生する圧力 MPa 

Ｓ 
ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ 付録材料図表 Part5 表 5鉄鋼材料（ボ

ルト材を除く）の各温度における許容引張応力 
MPa 

Ｗｄ１ 弁本体自重 N 

Ｗｄ２ フロートガイド自重 N 

ρ０ 海水の密度 kg/m3 

σＨ１ 弁本体に加わる曲げ応力 MPa 

σＨ２ フロートガイドに加わる曲げ応力 MPa 

σＶ１ 弁本体に加わる圧縮応力（重畳時） MPa 

σＶ２ フロートガイドに加わる圧縮応力（重畳時） MPa 
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具の固有周期の計算に用いる記号を表 2－7に，応力評価に用いる記号を表

2－8にそれぞれ示す。 

 

表 2－7 スプリング式治具の固有周期の計算に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

ＡＧ モデル化に用いるガイド（矩形，円形）1本の断面積 mm2 

ｄ２ モデル化に用いるばねガイドの内径 mm 

Ｄ２ モデル化に用いるばねガイドの外径 mm 

ＤＧ モデル化に用いる円形ガイド 1本の断面における直径 mm 

Ｅ モデル化に用いる部位の縦弾性係数 MPa 

ｆ 床ドレンライン浸水防止治具の一次固有振動数 Hz 

Ｔ 床ドレンライン浸水防止治具の固有周期 s 

Ｉａ モデル化に用いる円形ガイド 1本の断面二次モーメント mm4 

Ｉａ１ モデル化に用いる矩形ガイド 1本の弱軸側断面二次モーメント mm4 

Ｉａ２ モデル化に用いる矩形ガイド 1本の強軸側断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ モデルの等価断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ１ モデル化に用いる弁本体・ガイドの等価断面二次モーメント mm4 

Ｉｍ２ モデル化に用いるばねガイドの等価断面二次モーメント mm4 

ｋ モデルのばね定数 N/m 

ℓ１ モデル化に用いる弁本体・ガイドの長さ mm 

ℓ２ モデル化に用いるばねガイドの長さ mm 

ℓｂ モデル化に用いる矩形ガイド 1本の断面における長辺の長さ mm 

ℓｈ モデル化に用いる矩形ガイド 1本の断面における短辺の長さ mm 

ｍ モデル化に用いる床ドレンライン浸水防止治具の全質量 

（集中質量） 

kg 

ｙｇ モデル化に用いるガイド（矩形，円形）の図心 Gと X軸の距離 mm 
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表2－8 スプリング式治具の応力評価に用いる記号（1/2） 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨＳｄ 余震による水平方向の設計震度 ― 

ＣＶＳｄ 余震による鉛直方向の設計震度 ― 

Ａ１ 弁本体・ガイドの最小断面積 mm2 

Ａ２ 重畳時に弁本体・ガイドに作用する評価に用いる受圧面積 mm2 

Ａ３ ばねガイドの最小断面積 mm2 

Ａ４ 重畳時にばねガイドに作用する評価に用いる受圧面積 mm2 

ＡＧ 円形，矩形ガイド1本あたりの断面積 mm2 

ＡＤ 弁体の断面積 mm2 

ｄ２ ばねガイドの内径 mm 

Ｄ１ 弁本体・ガイドの外径 mm 

Ｄ２ ばねガイドの外径 mm 

ＤＤ 弁体の直径 mm 

ＤＧ 円形ガイド1本の外径 mm 

ＤＺ 弁体の軸の直径 mm 

ＦＨ１ 弁本体・ガイドの最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＨ２ ばねガイドの最下端に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＨＺ 弁体の軸に加わる水平方向地震荷重 N 

ＦＶ１ 弁本体・ガイドに加わる鉛直方向地震荷重 N 

ＦＶ２ ばねガイドに加わる鉛直方向地震荷重 N 

ＦＶＤ 弁体の円板に加わる鉛直方向地震荷重 N 

ɡ 重力加速度 m/s2 

ｈ 静水圧荷重の算出に用いる浸水の水頭 mm 

Ｉ１ 弁本体・ガイドの断面二次モーメント mm4 

Ｉ２ ばねガイドの断面二次モーメント mm4 

Ｉａ１ 矩形ガイド1本の弱軸側断面二次モーメント mm4 

Ｉａ２ 矩形ガイド1本の強軸側断面二次モーメント mm4 

Ｉａ 円形ガイド1本の断面二次モーメント mm4 

ＩＺ 弁体の軸の断面二次モーメント mm4 

Ｌ１ 弁本体・ガイドの長さ mm 

Ｌ２ ばねガイドの長さ mm 
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表2－8 スプリング式治具の応力評価に用いる記号（2/2） 

記号 記号の説明 単位 

ＬＺ 弁体の軸の長さ mm 

ℓｂ 矩形ガイド1本の断面における長辺 mm 

ℓｈ 矩形ガイド1本の断面における短辺 mm 

ｍ 治具の質量 kg 

ｍ１ 弁本体・ガイドの質量 kg 

ｍ２ ばねガイドの質量 kg 

ｍＤ 弁体の質量 kg 

Ｍ１ 弁本体・ガイドに発生する曲げモーメント N・mm 

Ｍ２ ばねガイドに発生する曲げモーメント N・mm 

ＭＺ 弁体の軸に発生する曲げモーメント N・mm 

Ｐｗ 弁体に発生する圧力 MPa 

Ｐｈ 静水圧荷重 MPa 

Ｓ 
ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ 付録材料図表Part5表5鉄鋼材料（ボルト

材を除く）の各温度における許容引張応力 
MPa 

ｔ 弁体の板厚 mm 

Ｗｄ１ 弁本体・ガイドの自重 N 

Ｗｄ２ ばねガイドの自重 N 

ＷＤ 弁体の自重 N 

ｙｇ ガイド（矩形，円形）１本の図心とX軸との距離 mm 

ρ０ 海水の密度 kg/m3 

σＨ１ 弁本体・ガイドに加わる曲げ応力 MPa 

σＨ２ ばねガイドに加わる曲げ応力 MPa 

σＶ１ 弁本体・ガイドに加わる圧縮応力（重畳時） MPa 

σＶ２ ばねガイドに加わる圧縮応力（重畳時） MPa 

σＤ 弁体に加わる曲げ応力 MPa 

σＺ 弁体の軸に加わる曲げ応力 MPa 
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3. 評価部位 

(1) フロート式治具 

フロート式治具の評価部位は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算

書の方針｣の「4.2 許容限界｣にて示している評価部位を踏まえて，静水圧荷重の作用方向

及び伝達過程を考慮し設定する。 

     重畳時にフロート式治具下流からの静水圧荷重及び鉛直方向の余震荷重が負荷される場 

    合は，弁本体及びフロートガイドに圧縮力が作用する。また，フロート式治具下流からの

静水圧荷重によりフロートが弁座に密着し閉弁状態となる際にフロートに圧縮力が作用す

る。一方，水平方向の余震荷重が負荷される場合は，弁本体及びフロートガイドには曲げ

モーメントが作用する。 

このことから，強度評価においては，応力評価による評価部位として，弁本体及びフロ

ートガイドを選定し，構造健全性評価による評価部位としてフロート及び取付部を選定す

る。フロート式治具の評価部位について図 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：図中の①～②は応力評価による評価部位を，③～④は構造健全性評価による評価部を 

それぞれ示す。 

 

図 3－1 フロート式治具の評価部位 

  

  

④取付部 

②フロートガイド 

①弁本体 

③フロート 
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具の評価対象部位は，Ⅵ-3-別添3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の方針｣の「4.2 許容限界」にて示している評価対象部位を踏まえて，静水圧荷重の作

用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

重畳時にスプリング式治具下流からの静水圧荷重及び鉛直方向の余震荷重が負荷される場

合は，弁本体・ガイド及びばねガイドに圧縮力が作用する。また，スプリング式治具下流か

らの静水圧荷重により弁体が弁座に押し付けられ，弁体に圧縮力がかかり，弁体に圧力によ

る曲げが作用する。一方，水平方向の余震荷重が負荷される場合は，弁本体・ガイド，ばね

ガイド及び弁体の軸に曲げモーメントが作用する。 

このことから，強度評価においては，応力評価による評価部位として，弁本体・ガイド，

ばねガイド及び弁体を選定し，構造健全性評価による評価部位として弁体及び取付部を選定

する。スプリング式治具の評価部位について図 3－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：図中の①～④は応力評価による評価部位を，④～⑤は構造健全性評価による評価部位を 

それぞれ示す。 

図 3－2 スプリング式治具の評価部位 

 

  

①弁本体 

②ガイド ③ばねガイド 

④弁体 

⑤取付部 
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(3) 閉止キャップ 

閉止キャップの評価部位は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針｣の｢4.2 許容限界｣にて示している評価部位を踏まえて，静水圧荷重の作用方向及び伝達

過程を考慮し設定する。 

    重畳時に閉止キャップ下方からの静水圧荷重及び鉛直方向の余震荷重が負荷される場合は，

閉止キャップに圧縮力がかかる。 

    このことから，構造健全性評価による評価部位として，閉止キャップを選定する。閉止キ

ャップの評価部位について図 3－3に示す。 

 

 

 

注：図中の①は構造健全性評価による評価部位を示す。 

 

図 3－3 閉止キャップの評価部位 
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(4) 閉止栓 

閉止栓の評価部位は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算書の方針｣

の｢4.2 許容限界｣にて示している評価部位を踏まえて，静水圧荷重の作用方向及び伝達過程

を考慮し設定する。 

    重畳時に閉止栓下方からの静水圧荷重及び鉛直方向の余震荷重が負荷される場合は，閉止

栓に圧縮力がかかる。 

    このことから，構造健全性評価による評価部位として，閉止栓を選定する。閉止栓の評価

部位について図 3－4 に示す。 

 

 

 

注：図中の①は構造健全性評価による評価部位を示す。 

 

図 3－4  閉止栓の評価部位 

 

  

①閉止栓 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) フロート式治具 

    フロート式治具の構造に応じて，保守的に固有周期が大きく算出されるよう，より柔とな 

るようにモデル化し，固有周期を算出する。また，その場合においても固有周期が 0.05s以

下であることを確認する。 

 

   a. 解析モデル 

     質量の不均一性を考慮し，一方の端を固定端，他方の端を自由端の 1質点系モデルとし 

て，自由端に弁の全質量ｍが集中したモデルを組む。モデル化は，円筒状の弁本体及び円 

柱状の 4本のフロートガイドの異なる 2つの断面をもつ梁の組合せとして設定する。モデ 

ル化の概略を図 4－1に示す。 

 

 

図 4－1 フロート式治具のモデル化の概略 

 

   b. 固有周期の計算 

     固有周期の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。固有周期Ｔを以下の式より算出す 

る。 

     Ｔ＝
１

ｆ
 

     ｆ＝
１

2・π
・

ｋ

ｍ
 

     ｋ＝
3・Ｅ・Ｉ

ｍ

ℓ１＋ℓ２ ３
×103  

  

Im1 

I
m2
 

弁本体の長さℓ1 

フロートガイド 

の長さℓ
2
 

I
m1
 

I
m2
 

弁全体の長さ 

ℓ1+ℓ2 ばね定数 k 

弁の全質量 m 

Im 
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     モデルの等価断面二次モーメントＩｍの算出過程を以下に示す。 

    (a) モデル化に用いる弁本体の断面二次モーメント 

      モデル化に用いる弁本体の断面二次モーメントＩｍ1は，以下の式より算出する。 

      Ｉ
ｍ１

＝（Ｄ
ｍ

４
－ｄ

ｍ

４
）・

π

64
 

 
    (b) モデル化に用いるフロートガイド 4本の等価断面二次モーメント 

      平行軸の定理から，フロートガイドの図心 Gと X軸の距離ｙｇを用いて，モデル化に 

用いるフロートガイド 4本の等価断面二次モーメントＩｍ2は，以下の式より算出する。 

フロートガイド 4本の断面を図 4－2に示す。 

      Ｉ
ａ
＝Ｄ

ｆｍ

４
・

π

64
 

      Ｉ
ｍ２

＝2・Ｉ
ａ
＋2・（Ｉ

ａ
＋ ｙｇ

２
・Ａ） 

  

 

 
 

図 4－2 フロートガイド 4本の断面 

 

    (c) モデルの等価断面二次モーメント 

      モデルの等価断面二次モーメントＩｍは，以下の式より算出する。 

      Ｉ
ｍ
＝

ℓ１＋ℓ２ ３
・Ｉ

ｍ１
・Ｉ

ｍ２

Ｉ
ｍ１

・ℓ２３
＋Ｉ

ｍ２
・ ℓ

１

３
＋3ℓ

１
・ℓ

２

２
＋3ℓ

１

２
・ℓ

２
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具の構造に応じて，保守的に固有周期が大きく算出されるよう，より柔と

なるようにモデル化し，固有周期を算出する。また，その場合においても固有周期が 0.05s

以下であることを確認する。 

 

a. 解析モデル 

質量の不均一性を考慮し，一方の端を固定端，他方の端を自由端の１質点系モデルとし

て，自由端に治具の全質量ｍが集中したモデルを組む。モデル化は，弁本体と矩形もしく

は円形の４本のガイドを持つ部分を「弁本体・ガイド」と称し，円筒状の部分を「ばねガ

イド」と称する２つの断面を持つ梁の組合せとして設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 スプリング式治具のモデル化の概略 

 

 

  

ℓ
１

 

ℓ
１
＋

ℓ
２
 

ℓ
２

 

弁本体 

ガイド 

ばねガイド 

ス
プ

リ
ン
グ

式
治
具
全

体
の

長
さ

 

固定端 

ばね定数 ｋ 

治具の全質量 ｍ 

Im1 Im1 

Im2 

Im2 

Im 
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b. 固有周期の計算 

固有周期の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

固有周期Ｔを以下の式より算出する。 

Ｔ＝
１

ｆ
 

ｆ＝
1

2・π

ｋ

ｍ
 

ｋ＝
3・Ｅ・Ｉ

ｍ

ℓ１＋ℓ2 ３
×10

3
 

 

     モデルの等価断面二次モーメントＩｍの算出過程を以下に示す。 

(a) モデル化に用いる弁本体・ガイドの断面二次モーメント 

モデル化に用いる弁本体・ガイドの断面二次モーメントＩｍ１は，以下の式より算出す

る。 

 

イ. 外ねじ取付型の矩形ガイドの場合 

平行軸の定理から，ガイドの図心と X軸の距離ｙｇを用いて，モデル化に用いる 

弁本体・ガイドの等価断面二次モーメントＩｍ１は，以下の式より算出する。弁本体・

ガイドの矩形ガイド断面を図 4－4に示す。 

Ｉ
ａ１

＝
ℓｂ・ℓｈ３

12
 

Ｉ
ａ２

＝
ℓｈ・ℓｂ３

12
 

 

Ｉ
ｍ１

＝2・Ｉ
ａ２

＋2・ Ｉ
ａ１

＋ ｙｇ
２
・Ａ

Ｇ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 弁本体・ガイドの矩形ガイド断面  

ℓｂ 

ℓ
ｈ

 

X 軸 

矩形ガイドの図心 

ｙ
ｇ
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ロ. 内ねじ取付型及びフランジ取付型の円形ガイドの場合 

平行軸の定理から，円形ガイドの図心と X軸の距離ｙｇを用いて，モデル化に用い 

る弁本体・ガイドの等価断面二次モーメントＩｍ１は，以下の式より算出する。弁本体・

ガイドの円形ガイド断面を図 4－5に示す。 

 

Ｉ
ａ
＝Ｄ

Ｇ

４
・

π

64
 

Ｉ
ｍ１

＝2・Ｉ
ａ
＋2・ Ｉ

ａ
＋ ｙｇ

２
・Ａ

Ｇ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5 弁本体・ガイドの円形ガイド断面 

 

(b) モデル化に用いるバネガイドの断面二次モーメント 

モデル化に用いるバネガイドの断面二次モーメントＩｍ２は，以下の式より算出する。 

ばねガイドの断面を図 4－6に示す。 

 

Ｉ
ｍ２

＝ Ｄ
２

４ −ｄ
２

４
・

π

64
 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－6 ばねガイドの断面 

  

X 軸 

ｙ
ｇ

 

Ｄ
Ｇ

 

円形ガイドの図心 

Φ
ｄ

２
 

ΦＤ２ 
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(c) モデルの等価断面二次モーメント 

モデルの等価断面二次モーメントＩｍは，以下の式より算出する。 

 Ｉ
ｍ
＝

ℓ１＋ℓ２ ３
・Ｉ

ｍ１
・Ｉ

ｍ２

Ｉ
ｍ１

・ℓ２３＋Ｉ
ｍ２

・ ℓ１３＋3・ℓ１・ℓ２２＋3・ℓ１２・ℓ２  

 

  (3) 閉止キャップ 

正弦波掃引試験（振動数範囲：5～50Hz、掃引速度：1オクターブ/min）により振動数を把

握する。 

 

(4) 閉止栓 

    正弦波掃引試験（振動数範囲：5～50Hz、掃引速度：1オクターブ/min）により振動数を把

握する。 
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 4.2 固有周期の計算条件 

(1) フロート式治具 

    表 4－1～表 4－3 に外ねじ取付型，内ねじ取付型及びフランジ取付型における固有周期の

計算条件を示す。 

 

表 4－1 外ねじ取付型の固有周期の計算条件 

フロートガイド 

の材質 

モデル化に用いる 

弁の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に 

用いる 

弁本体の外径 

Ｄｍ 

(mm) 

モデル化に 

用いる 

弁本体の内径 

ｄｍ 

(mm) 

モデル化に 

用いる 

フロートガイド

の直径Ｄｆｍ 

(mm) 

SUS304 2.90 75 38 6.6 

 

フロートガイドの 

図心GとX軸の距離 

ｙｇ 

(mm) 

モデル化に用いる 

弁本体の長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

部位の 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

30 41 102 1.94×105 

注記＊：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
 

表 4－2 内ねじ取付型の固有周期の計算条件 

フロートガイド 

の材質 

モデル化に用いる

弁の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に 

用いる 

弁本体の外径 

Ｄｍ 

(mm) 

モデル化に 

用いる 

弁本体の内径 

ｄｍ 

(mm) 

モデル化に 

用いる 

フロートガイド

の直径Ｄｆｍ 

(mm) 

SUS304 2.15 75 65 6.6 

 

フロートガイドの 

図心GとX軸の距離 

ｙｇ 

(mm) 

モデル化に用いる 

弁本体の長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

部位の 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

30 30 102 1.94×105 

注記＊：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
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表 4－3 フランジ取付型の固有周期の計算条件 

フロートガイド 

の材質 

モデル化に用いる

弁の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に 

用いる 

弁本体の外径 

Ｄｍ 

(mm) 

モデル化に 

用いる 

弁本体の内径 

ｄｍ 

(mm) 

モデル化に 

用いる 

フロートガイド

の直径Ｄｆｍ 

(mm) 

SUS316L 3.97 75 65 6.6 

 

フロートガイドの 

図心GとX軸の距離 

ｙｇ 

(mm) 

モデル化に用いる 

弁本体の長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用いる 

フロートガイドの長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

部位の 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

30 32 102 1.94×105 

注記＊：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
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(2) スプリング式治具 

 表 4－4から表 4－6に外ねじ取付型，内ねじ取付型，フランジ取付型の固有周期の計算 

条件を示す。 

 

表 4－4 外ねじ取付型の固有周期の計算条件 

モデルの材質 

モデル化に用いる 

床ドレンライン

浸水防止治具の 

全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に用いる 

ガイド 1 本における 

断面形状の長辺 

ℓｂ 

(mm) 

モデル化に用いる 

ガイド 1 本における 

断面形状の短辺 

ℓｈ 

(mm) 

ガイド 1 本の 

図心と X軸との 

距離 

ｙｇ 

(mm) 

SUS316L 0.94 5 3 34 

 

モデル化に用いる 

弁本体・ガイドの 

長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用い

るばねガイドの

長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

ばねガイドの外径 

Ｄ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

ばねガイドの内径 

ｄ２ 

(mm) 

モデル化に用い

る部位の 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

40 75.5 10.5 8.2 1.94×105 

注記＊：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
 

表 4－5 内ねじ取付型の固有周期の計算条件 

モデルの材質 

モデル化に用いる 

床ドレンライン 

浸水防止治具の全質量

ｍ 

(kg) 

モデル化に用いるガイド 

1 本の直径 

ＤＧ 

(mm) 

ガイド 1 本の図心と 

X 軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

SUS316L 0.705 2.459 31 

 

モデル化に用いる

弁本体・ガイドの

長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用い

るばねガイドの

長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用いる

ばねガイドの外径 

Ｄ２ 

(mm) 

モデル化に用いる

ばねガイドの内径 

ｄ２ 

(mm) 

モデル化に用い

る部位の 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

40 75.5 10.5 8.2 1.94×105 

注記＊：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
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表 4－6 フランジ取付型の固有周期の計算条件 

モデルの材質 

モデル化に用いる 

床ドレンライン 

浸水防止治具の全質量 

ｍ 

(kg) 

モデル化に用いるガイド 

1 本の直径 

ＤＧ 

(mm) 

ガイド 1 本の図心と 

X 軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

SUS316L 1.169 2.459 31 

 

モデル化に用いる 

弁本体・ガイドの 

長さ 

ℓ１ 

(mm) 

モデル化に用いる 

ばねガイドの長さ 

ℓ２ 

(mm) 

モデル化に用い

るばねガイドの

外径 

Ｄ２ 

(mm) 

モデル化に用いる 

ばねガイドの内径 

ｄ２ 

(mm) 

モデル化に用い

る部位の 

縦弾性係数 

Ｅ＊ 

(MPa) 

40 75.5 10.5 8.2 1.94×105 

注記＊：「5.3 許容限界」における温度条件での縦弾性係数Ｅを用いる。 
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4.3 固有周期の計算結果 

(1) フロート式治具 

    表 4－7 に固有周期の計算結果を示す。固有周期は，0.05s 以下であることから，剛構造で

ある。 

 

表 4－7 固有周期の計算結果 

型式 
固有周期 

（s） 

外ねじ取付型 0.002 

内ねじ取付型 0.002 

フランジ取付型 0.002 

 

(2) スプリング式治具 

    表 4－8 に固有周期の計算結果を示す。固有周期は，0.05s 以下であることから，剛構造で

ある。 

 

表 4－8 固有周期の計算結果 

型式 
固有周期 

（s） 

外ねじ取付型 0.009 

内ねじ取付型 0.008 

フランジ取付型 0.010 
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(3) 閉止キャップ 

    表 4－9 に掃引試験で求めた固有周期を示す。固有周期は，0.05s 以下であることから，剛

構造である。 

 

表 4－9 固有周期の試験結果 

評価部位 
固有周期 

（s） 

閉止キャップ 0.02 以下 

 

(4) 閉止栓 

    表 4－10 に掃引試験で求めた固有周期を示す。固有周期は，0.05s 以下であることから，

剛構造である。 

 

表 4－10 固有周期の試験結果 

評価部位 
固有周期 

（s） 

閉止栓 0.02 以下 
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5. 構造強度評価 

 5.1 構造強度評価方法 

   床ドレンライン浸水防止治具の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の

強度計算書の方針｣の「5.2 強度評価方法」にて設定している方法を用いて，強度評価を実施

する。 

   床ドレンライン浸水防止治具の強度評価は，「3. 評価部位」に示す評価部位に対し，「5.2 

荷重及び荷重の組合せ｣及び「5.3 許容限界｣に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏

まえ，「5.5 計算方法｣に示す方法を用いて評価を行う。 

 

 5.2 荷重及び荷重の組合せ 

(1) フロート式治具 

    強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設

の強度計算書の方針｣の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組合

せを用いる。 

 

   a. 荷重の設定 

    (a) 固定荷重（Ｄ） 

      常時作用する荷重として，弁本体及びフロートガイドの自重を考慮し，以下の式より

算出する。 

     Ｗ
ｄ１

＝ｍ
１
∙ɡ 

     Ｗ
ｄ２

＝ｍ
２
∙ɡ 

 

    (b)  静水圧荷重（Ｐｈ） 

     静水圧荷重として，浸水に伴う水位を用いた静水圧を考慮し，以下の式より算出する。 

     Ｐ
ｈ
＝ρ

０
∙ɡ∙ｈ×10-9 

 

    (c) 余震荷重（Ｓｄ） 

      余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針｣に示す

とおり，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力とする。 

      余震による地震荷重ＦＨ１，ＦＶ１，ＦＨ２，ＦＶ２を以下の式より算出する。 

     Ｆ
Ｈ１

＝ｍ
１
∙Ｃ

ＨＳｄ
∙ɡ 

     Ｆ
Ｖ１

＝ｍ
１
∙Ｃ

ＶＳｄ
∙ɡ 

     Ｆ
Ｈ２

＝ｍ
２
∙Ｃ

ＨＳｄ
∙ɡ 
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     Ｆ
Ｖ２

＝ｍ
２
∙Ｃ

ＶＳｄ
∙ɡ 

 

(2) スプリング式治具 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添3-1-1「津波への配慮が必要な施設

の強度計算書の方針」の「4.2 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組合

せを用いる。 

 

a. 荷重の設定 

(a) 固定荷重(Ｄ) 

常時作用する荷重として，弁本体・ガイド及びばねガイド並びに弁体の自重を考慮し，

以下の式より算出する。 

Ｗ
ｄ１

＝ｍ
１
・ɡ 

Ｗ
ｄ２

＝ｍ
２
・ɡ 

Ｗ
Ｄ
＝ｍ

Ｄ
・ɡ 

 

(b)  静水圧荷重(Ｐｈ) 

静水圧荷重として，浸水に伴う水位を用いた静水圧を考慮し，以下の式より算出する。 

Ｐ
ｈ

= ρ
０
・ɡ・ｈ×10

-9
 

 

(c) 余震荷重(Ｓｄ) 

余震荷重は，Ⅵ-3-別添3-1-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

に示すとおり，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力を考慮する。なお，床ドレンライン

浸水防止治具に接続する配管は枝分かれし端部が開放されていることから，余震による

動水圧の影響は軽微であり考慮しない。 

余震による地震荷重ＦH１，ＦV１，ＦＨ２，ＦＶ２，ＦＨＺ，ＦＶＤを以下の式より算出する。 

Ｆ
Ｈ１

= ｍ
１
・Ｃ

ＨＳｄ
・ɡ 

Ｆ
Ｈ２

= ｍ
２
・Ｃ

ＨＳｄ
・ɡ 

Ｆ
Ｖ１

＝ｍ
１
・Ｃ

ＶＳｄ
・ɡ 

Ｆ
Ｖ２

＝ｍ
２
・Ｃ

ＶＳｄ
・ɡ 
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Ｆ
ＨＺ

＝ｍ
Ｄ
・Ｃ

ＨＳｄ
・ɡ 

Ｆ
ＶＤ

＝ｍ
Ｄ
・Ｃ

ＶＳｄ
・ɡ 

 

5.2.2 荷重の組合せ 

床ドレンライン浸水防止治具の強度評価にて考慮する荷重の組合せを表 5－1に示す。 

 

表 5－1 床ドレンライン浸水防止治具の強度評価にて考慮する荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 荷重の組合せ 

浸水防護施設 

(浸水防止設備) 
床ドレンライン浸水防止治具 Ｄ＋Ｐｈ＋Ｓｄ＊1＊2 

 注記＊1 ：Ｄは固定荷重，Ｐｈは静水圧荷重，Ｓｄは余震荷重を示す。 

   ＊2 ：固定荷重（Ｄ）及び余震荷重（Ｓｄ）の組み合せが，強度評価上，静水圧荷重（Ｐｈ） 

      を緩和する方向に作用する場合，保守的にこれらを組み合せない評価を実施する。 

 

5.3 許容限界 

(1) フロート式治具 

フロート式治具の許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算書

の方針｣の「4.2 許容限界｣にて設定している許容限界を踏まえ，「3. 評価部位｣にて設定し

ている評価部位ごとに，機能損傷モードを考慮し，弁本体及びフロートガイドについては，

ＪＳＭＥに準じた供用状態Ｃの許容応力を用いる。 

フロート及び取付部については，水圧試験により確認した圧力を許容値として用いる。水

圧試験では，フロート式治具の閉状態に対して，静水圧 0.35MPa をフロート及び取付部に負

荷し，有意な変形及び著しい漏えいがないことを確認した。 

フロート式治具の弁本体及びフロートガイドの許容限界を表 5－2に，許容応力評価条件を

表 5－3に，弁本体及びフロートガイドの許容応力算出結果を表 5－4にそれぞれ示す。 

また、フロート及び取付部の許容限界を表 5－5に示す。 

 

表 5－2 弁本体及びフロートガイドの許容限界 

供用状態 

(許容応力状態) 

許容限界＊1 

一次応力 

圧縮 曲げ 組合せ＊2 

Ｃ 

（ⅢＡＳ）＊3 
1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 

  注記＊1 ：圧縮及び曲げ応力は，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 を準用し，「管｣の許容限界のう 

ちクラス２，３配管に対する許容限界に準じて設定する。 

    ＊2 ：圧縮応力と曲げ応力の組合せ応力である。 
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    ＊3 ：地震後の再使用性や津波による溢水の繰返し作用を想定し，当該構造物全体の変形 

力に対して浸水防護機能として十分な余裕を有するよう，設備を構成する材料が弾 

性域内に収まることを基本とする。 

 

表 5－3 弁本体及びフロートガイドの許容応力評価条件 

型式 評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ＊ 

（MPa） 

外ねじ取付型 
弁本体 SUS303 

40 

129 
フロートガイド SUS304 

内ねじ取付型 
弁本体 SUS303 

フロートガイド SUS304 

フランジ取付型 
弁本体 SUS316L 

111 
フロートガイド SUS316L 

 注記＊：鉄鋼材料(ボルト材を除く)の許容引張応力を示す。 

 

表 5－4 弁本体及びフロートガイドの許容応力算出結果 

供用状態 

(許容応力状態) 
型式 評価部位 

許容限界 

一次応力 

圧縮 

1.2・Ｓ 

（MPa） 

曲げ 

1.2・Ｓ 

（MPa） 

組合せ 

1.2・Ｓ 

（MPa） 

Ｃ 

（ⅢＡＳ） 

外ねじ取付型 
弁本体 154 154 154 

フロートガイド 154 154 154 

内ねじ取付型 
弁本体 154 154 154 

フロートガイド 154 154 154 

フランジ取付型 
弁本体 133 133 133 

フロートガイド 133 133 133 

 

表 5－5 フロートの許容限界 

評価部位 水圧試験の圧力(MPa) 

フロート及び取付部 0.35 
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具の許容限界は，Ⅵ-3-別添3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算

書の方針」の「4.2 許容限界」にて設定している許容限界を踏まえ，「3. 評価部位」にて

設定している評価部位ごとに，機能損傷モードを考慮し，弁本体・ガイド，ばねガイド及び

弁体については，ＪＳＭＥに準じた供用状態Ｃの許容応力を用いる。 

弁体及び取付部については，水圧試験により確認した圧力を許容値として用いる。水圧試

験では，静水圧0.35MPaを弁体及び取付部に負荷し，有意な変形及び著しい漏えいがないこと

を確認した。 

弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体の許容限界を表5－6に，許容応力評価条件を表5－7

に，弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体の許容応力算出結果を表5－8にそれぞれ示す。ま

た，弁体及び取付部の許容限界を表5－9に示す。 

 

表5－6 弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体の許容限界 

供用状態 

（許容応力状態） 

許容限界＊1 

一次応力 

圧縮 曲げ 組合せ＊2 

Ｃ 

（ⅢＡＳ）＊3 
1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 

注記＊1 ：圧縮及び曲げ応力は，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984を準用し，「管」の許容限界の 

        うちクラス２，３配管に対する許容限界に準じて設定する。 

＊2 ：圧縮応力と曲げ応力の組合せ応力である。 

     ＊3 ：地震後の再使用性や津波による溢水の繰返し作用を想定し，当該構造物全体の変

形力に対して浸水防護機能として十分な余裕を有するよう，設備を構成する材料

が弾性域内に収まることを基本とする。 
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表5－7 弁本体・ガイド，ばねガイド，弁体の許容応力評価条件 

型式 評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ＊ 

（MPa） 

外ねじ取付型 

弁本体・ガイド SUS316L 

40 

111 

ばねガイド SUS316L 111 

弁体 SUS316L 111 

内ねじ取付型 

弁本体・ガイド SUS316L 111 

ばねガイド SUS316L 111 

弁体 SUS316L 111 

フランジ取付型 

弁本体・ガイド SUS316L 111 

ばねガイド SUS316L 111 

弁体 SUS316L 111 

注記＊：鉄鋼材料(ボルト材を除く）の許容引張応力 

 

表5－8 弁本体・ガイド，ばねガイド，弁体の許容応力算出結果 

供用状態 

（許容応力状態） 
型式 評価部位 

許容限界 

一次応力 

圧縮 

1.2・Ｓ 

（MPa） 

曲げ 

1.2・Ｓ 

（MPa） 

組合せ 

1.2・Ｓ 

（MPa） 

Ｃ 

（ⅢＡＳ） 

外ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド 133 133 133 

ばねガイド 133 133 133 

弁体 133 133 133 

内ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド 133 133 133 

ばねガイド 133 133 133 

弁体 133 133 133 

フランジ 

取付型 

弁本体・ガイド 133 133 133 

ばねガイド 133 133 133 

弁体 133 133 133 

 

表5－9 弁体及び取付部の許容限界 

評価部位 水圧試験の圧力(MPa) 

弁体及び取付部 0.35 
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(3) 閉止キャップ 

閉止キャップの許容限界は，水圧試験により確認した圧力を許容値として用いる。水圧試

験では，静水圧 0.35MPa を閉止キャップに負荷し，有意な変形及び著しい漏えいがないこと

を確認した。 

 

表 5－10 閉止キャップの許容限界 

評価部位 水圧試験の圧力(MPa) 

閉止キャップ 0.35 

 

(4) 閉止栓 

閉止栓の許容限界は，水圧試験により確認した圧力を許容値として用いる。水圧試験では，

静水圧 0.35MPa を閉止栓に負荷し，有意な変形及び著しい漏えいがないことを確認した。 

 

表 5－11 閉止栓の許容限界 

評価部位 水圧試験の圧力(MPa) 

閉止栓 0.35 
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5.4 設計用地震力 

   ｢4.3 固有周期の解析結果｣より，床ドレンライン浸水防止治具の固有周期が 0.05s 以下であ

ることを確認したため，床ドレンライン浸水防止治具の強度計算に用いる設計震度は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針｣に示すタービン建屋における設置床の最大応答加速度の 1.2

倍を考慮して設定する。床ドレンライン浸水防止治具の強度計算に用いる設計震度を表 5－12

～表 5－15 に示す。 

 

表 5－12 フロート式治具の設計震度 

地震動 

床面高さ＊1 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 余震による設計震度＊2＊3 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
44300 タービン建屋最上階 

水平方向 

ＣＨＳｄ 
2.74 

鉛直方向 

ＣＶＳｄ 
1.09 

注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

＊2 ：「4.3 固有周期の計算結果」より，フロート式治具の固有周期が0.05s以下であるこ

とを確認したため，保守的にタービン建屋最上階の最大応答加速度の1.2倍を考慮し

た設計震度を設定した。 

    ＊3 ：床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の中から，保守的に全てを包

絡できる最上階に設定した。 

 

表5－13 スプリング式治具の設計震度 

地震動 

床面高さ＊1 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 余震による設計震度＊2＊3 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
44300 タービン建屋最上階 

水平方向 

ＣＨＳｄ 

2.74 

垂直方向 

ＣＶＳｄ 
1.09 

注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

＊2 ：「4.3 固有周期の計算結果」より，スプリング式治具の固有周期が0.05s以下である

ことを確認したため，保守的にタービン建屋最上階の最大応答加速度の1.2倍を考慮

した設計震度を設定した。 

    ＊3 ：床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の中から，保守的に全てを包

絡できる最上階に設定した。 
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表 5－14 閉止キャップの設計震度 

地震動 

床面高さ＊1 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 余震による設計震度＊2＊3 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
44300 タービン建屋最上階 

水平方向 

ＣＨＳｄ 
2.74 

鉛直方向 

ＣＶＳｄ 
1.09 

 注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

＊2 ：資料｢4.3 固有周期の計算結果｣より，閉止キャップの固有周期が 0.05s 以下である

ことを確認したため，保守的にタービン建屋最上階の最大応答加速度の 1.2 倍を考

慮した設計震度を設定した。 

    ＊3 ：床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の中から，保守的に全てを包

絡できる最上階に設定した。 

 

表 5－15 閉止栓の設計震度 

地震動 

床面高さ＊1 

T.M.S.L. 

(mm) 

場所 余震による設計震度＊2＊3 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 
44300 タービン建屋最上階 

水平方向Ｃ

ＨＳｄ 
2.74 

鉛直方向Ｃ

ＶＳｄ 
1.09 

注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

＊2 ：｢4.3 固有周期の計算結果｣より，閉止栓の固有周期が 0.05s 以下であることを確認

したため，保守的にタービン建屋最上階の最大応答加速度の 1.2 倍を考慮した設計

震度を設定した。 

     ＊3 ：床ドレンライン浸水防止治具の設置数が多いタービン建屋の中から，保守的に全てを包

絡できる最上階に設定した。 
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 5.5 計算方法 

   床ドレンライン浸水防止治具の強度評価は，構造部材に作用する応力が，｢5.3 許容限界｣

で設定した許容限界以下であることを確認する。 

 

5.5.1 荷重条件 

以下の荷重条件にて応力計算を実施する。 

(1) 固定荷重（Ｄ） 

床ドレンライン浸水防止治具の自重は静水圧荷重を緩和する方向に作用することから，

考慮しない。ただし，余震による水平地震力を求めるに当たって，固定荷重として床ドレ

ンライン浸水防止治具の自重を考慮する。 

(2) 静水圧荷重（Ｐｈ） 

静水圧荷重Ｐｈは、床ドレンライン浸水防止治具の設置位置における治具下流からの浸

水に伴う静水圧を考慮する。 

(3) 余震荷重（Ｓｄ） 

余震荷重Ｓｄは，床ドレンライン浸水防止治具の設置位置における水平方向及び鉛直方

向の地震荷重を考慮する。 
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 5.5.2 応力計算 

(1) フロート式治具 

a. 弁本体 

(a) 圧縮 

       鉛直応答加速度による余震荷重及び静水圧荷重により，弁本体に加わる圧縮応力σ

Ｖ１を以下の式より算出する。また，静水圧荷重が弁本体に作用する評価に用いる受圧

面積Ａ２は，弁本体のうち波圧を受ける面積が最も広い箇所を適用し，静水圧荷重が

弁本体に作用する評価に用いる受圧面の直径Ｄ２から求める。弁本体の断面積Ａ１は，

図 5－1に示すとおり，弁本体のうち最も肉厚が薄い断面を適用する。ただし，弁本体

の自重Ｗｄ１は圧縮応力σｖ１を緩和する方向に作用するため考慮しない。  

      σ
Ｖ１

＝
Ｗ

ｄ1
＋Ｆ

Ｖ１
＋Ｐ

ｈ
・Ａ

２

Ａ
１

 
 

 

図 5－1 弁本体の寸法図 

弁本体の断面積Ａ１ 
重畳時に弁本体に作用する評価に用

いる受圧面積Ａ２ 

弁本体の外径Ｄ１ 
重畳時に弁本体に作用する評価に用いる 

受圧面の直径Ｄ２ 

弁本体の内径ｄ１ 

弁全体の 

長さＬ１ 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ１ 
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(b) 曲げ 

弁全体の最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平応答加速度により，

弁本体に加わる曲げ応力σＨ１を以下の式より算出する。弁全体の長さＬ１，弁本体の

外径Ｄ１及び内径ｄ１について図 5－1に示す。 

      Ｍ
１
＝Ｆ

Ｈ１
・Ｌ

１
 

      Ｉ
１
＝ Ｄ

１

４
－ｄ

１

４
・

π

64
 

      σ
Ｈ１

＝

Ｍ
１
・

Ｄ
１

2

Ｉ
１

 
 

b. フロートガイド 

(a) 圧縮 

       鉛直応答加速度による余震荷重及び静水圧荷重により，フロートガイドの最小断

面積に加わる圧縮応力σＶ２を以下の式より算出する。また，静水圧荷重がフロート

ガイドに作用する評価に用いる受圧面積Ａ４は，静水圧荷重がフロートガイドに作用

する評価に用いる受圧面の直径Ｄ４から求める。フロートガイドの最小断面積Ａ３は，

図5－2に示すとおり，フロートガイドのうち最も肉厚が薄い断面を適用する。ただ

し，フロートガイド自重Ｗｄ２は圧縮応力σｖ２を緩和する方向に作用するため考慮し

ない。  

      σ
Ｖ２

＝
Ｗ

ｄ２
＋Ｆ

Ｖ２
＋Ｐ

ｈ
・Ａ

４

Ａ
３
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図5－2 フロートガイドの寸法図 

     

(b) 曲げ 

       フロートガイドの最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平応答加速

度により，フロートガイドに加わる曲げ応力σＨ２を以下の式より算出する。フロー

トガイドの長さＬ２，フロートガイドの最小直径Ｄ３について図5－2に示す。 

      Ｍ
２
＝Ｆ

Ｈ２
・Ｌ

２
 

      Ｉ
２
＝Ｄ

３

４
・

π

64
 

      σ
Ｈ２

＝

Ｍ
２
・

Ｄ
３

2

Ｉ
２

 
 

c. フロート及び取付部 

      フロート及び取付部に発生する圧力Ｐｗは浸水による静水圧とする。 
 

      Ｐ
ｗ
＝Ｐ

h
 

 

 

  

フロートガイド 

最小直径Ｄ３ 

最小断面積Ａ３ 

重畳時のフロートガイドに作用する 

評価に用いる受圧面の直径Ｄ４ 

重畳時のフロートガイドに作用する 
評価に用いる受圧面積Ａ４

 

フロートガイド 
の長さ L

2
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(2) スプリング式治具 

a. 弁本体・ガイド 

弁本体・ガイドの発生応力を算出する。モデル化は，弁本体と矩形もしくは円形の4

本のガイドを持つ部分を「弁本体・ガイド」として設定する。弁本体・ガイドの応力評

価に用いる断面積Ａ１は，図5－3に示すとおり，弁本体・ガイドのうち最も断面積が小

さい断面を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3 弁本体・ガイドの構造図 

 

(a) 圧縮 

鉛直応答加速度による余震荷重及び静水圧荷重により，弁本体・ガイドに加わる圧

縮応力σＶ１を以下の式より算出する。ただし，弁本体・ガイドの自重Ｗｄ１は圧縮応力

σＶ１を緩和する方向に作用するため考慮しない。 

図5－4に示すように，静水圧荷重がガイドに作用する評価に用いる受圧面積Ａ２は，

ガイドのうち水圧を受ける面積が最も広い箇所を適用する。また，強度評価に用いる

断面積Ａ１は，ガイドのうち最も面積が小さい断面を適用する。 

σ
Ｖ１

＝
Ｗ

ｄ１
＋Ｆ

Ｖ１
＋Ｐ

ｈ
・Ａ

２

Ａ
１

 

  

Ｄ
１

 

弁本体・ガイド

バネガイド部 

Ｉ１ 

Ｉ２ 

Ｄ
１

 

外ねじ取付型 

Ａ１ 

Ｌ
２

 

Ａ１ Ｄ
１

 

フランジ取付型 
内ねじ取付型 

Ｌ
１
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図5－4 ガイドの受圧面積 

 

(b) 曲げ 

図5－3に示すように，弁本体・ガイドの最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁と

して，水平応答加速度により，弁本体・ガイドに加わる曲げ応力σＨ１を以下の式より

算出する。 

Ｍ
１
＝Ｆ

Ｈ１
・Ｌ

１
 

σ
Ｈ１

＝

Ｍ
１
・

Ｄ
１2

Ｉ
１

 

 

(イ) 外ねじ取付型の場合 

弁本体・ガイドのうち最も断面積の小さい断面は4本の矩形ガイド部分である。し

たがって図5－5に示すように，1本の矩形ガイドの断面二次モーメントを矩形の長辺

ｂと短辺ｈから求め，全体の断面二次モーメントを算出する。 

 Ｉ
ａ１

＝
ℓｂ・ℓｈ３

12
 

 Ｉ
ａ２

＝
ℓ ・ℓ ３

12
 

Ｉ
１
＝2Ｉ

ａ２
+2(Ｉ

ａ１
+ ｙｇ

2
・Ａ

Ｇ
) 

  

ガイドの最大幅 受圧面積Ａ２ 
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図5－5 外ねじ取付型の断面二次モーメント 

 

(ロ) 内ねじ取付型及びフランジ取付型の場合 

内ねじ取付型及びフランジ取付型は，図5－6に示すようにガイド1本の断面形状が

円形であり，外径がＤＧである。 

Ｉ
ａ
＝Ｄ

Ｇ

４
・

π

64
 

Ｉ
１
＝2Ｉ

ａ
+2(Ｉ

ａ
+ ｙｇ

2
・Ａ

Ｇ
) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－6 内ねじ取付型及びフランジ取付型の断面二次モーメント 

 

ℓｂ 

ℓ
ｈ

 矩形ガイドの図心 

X 軸 

ΦＤ１ 

ｙ
ｇ

 

円形ガイドの図心 

ΦＤ１ 

Ｘ軸 

ｙ
ｇ

 

Ｄ
Ｇ
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b. ばねガイド 

(a) 圧縮 

鉛直応答加速度による余震荷重及び静水圧荷重により，ばねガイドの最小断面積に

加わる圧縮応力σＶ２を以下の式より算出する。ただし，ばねガイドの自重Ｗｄ２は圧縮

応力σＶ２を緩和する方向に作用するため考慮しない。 

静水圧荷重がばねガイドに作用する評価に用いる受圧面積Ａ４は，ばねガイドが水

圧を受ける面積を適用する。また，強度評価に用いる断面積Ａ３は，ばねガイドの断

面積を適用する。 

 

σ
Ｖ２

＝
Ｗ

ｄ２
＋Ｆ

Ｖ２
＋Ｐ

ｈ
・Ａ

４

Ａ
３

 

 

(b) 曲げ 

ばねガイドの最下端に集中荷重が負荷された片持ち梁として，水平加速度により，

ばねガイドに加わる曲げ応力σＨ２を以下の式より算出する。ばねガイドの断面を図5

－7に示す。 

 

 Ｉ
２
＝ Ｄ

２

４ −ｄ
２

４
・

π

64
 

 Ｍ
２
＝Ｆ

Ｈ２
・Ｌ

２
 

 σ
Ｈ２

＝

Ｍ
２
・

Ｄ
２

2

Ｉ
２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－7 ばねガイドの断面 

 

 

 

 

Φ
ｄ

２
 

ΦＤ２ 
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c. 弁体及び取付部 

弁体及び取付部に発生する圧力ＰＷは浸水による静水圧とする。 

 

Ｐ
Ｗ
＝Ｐ

ｈ
 

 

d. 弁体 

(a) 平板の曲げ 

鉛直方向荷重負荷時の弁体の発生応力を算出する。図5－8に示すとおり，弁体は弁

座に押し付けられ曲げ応力が発生する。曲げ応力σＤを以下の式より算出する。ただ

し，弁体の自重による荷重ＷＤは曲げ応力σＤを緩和する方向に作用するため考慮しな

い。 

 

 

σ
Ｄ
＝1.24・

Ｗ
Ｄ
＋Ｆ

ＶＤ

Ａ
Ｄ

＋Ｐ
ｈ

・
Ｄ

Ｄ

2

２

ｔ
２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－8 弁体の板に加わる曲げモーメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

静水圧＋鉛直地震 

弁体 

弁座 
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(b) 軸の曲げ 

水平方向荷重負荷時の弁体の発生応力を算出する。図5－9に示すとおり，弁体の軸

の最上端に集中荷重が負荷された片持ち梁として発生する曲げ応力σＺを以下の式よ

り算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－9 弁体の軸に加わる曲げモーメント 

  

ＤＺ 

ばねガイド 

弁体 

Ｌ
Ｚ

 

地震荷重ＦＨｚ 

弁体の質量ｍＤ 
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Ｍ
ｚ
＝Ｆ

ＨＺ
・Ｌ

Ｚ
 

Ｉ
Ｚ
＝Ｄ

Ｚ

４
・

π

64
 

σ
Ｚ
＝

Ｍ
Ｚ
・

Ｄ
Ｚ

2

Ｉ
Ｚ

 

 

(3) 閉止キャップ 
閉止キャップに発生する圧力ＰＷは浸水による静水圧とする。 

    Ｐ
ｗ
＝Ｐ  

 

(4) 閉止栓 

閉止栓に発生する圧力ＰＷは浸水による静水圧とする。 

    Ｐ
ｗ
＝Ｐ   
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5.6 計算条件 

(1) フロート式治具 

 フロート式治具の応力評価に用いる計算条件を表 5－16～表 5－18 に示す。 

 

表 5－16 外ねじ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体の材質 

弁の全質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁全体の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

SUS303 2.90 120 

 

弁本体の外径 

Ｄ１ 

(mm) 

弁本体の内径 

ｄ１ 

(mm) 

フロートガイドの 

材質 

フロートガイドの 

最小直径 

Ｄ３ 

(mm) 

75 38 SUS304 6.6 

 

フロートガイドの 

1 本当たりの質量 

ｍ２ 

(kg) 

フロートガイドの

長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

重畳時に弁本体に作用

する評価に用いる受圧

面の直径 

Ｄ２ 

(mm) 

 

重畳時にフロートガイドに

作用する評価に用いる受圧

面の直径 

Ｄ４ 

(mm) 

0.05 102 75 7 

 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

静水圧荷重の算出に 

用いる水頭 

ｈ＊ 

(mm) 

9.80665 1030 17400 

 注記＊：保守的に床ドレンライン浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とする。 
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表 5－17 内ねじ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体の材質 

弁の全質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁全体の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

SUS303 2.15 130 

 

弁本体の外径 

Ｄ１ 

(mm) 

弁本体の内径 

ｄ１ 

(mm) 

フロートガイドの 

材質 

フロートガイドの 

最小直径 

Ｄ３ 

(mm) 

75 65 SUS304 6.6 

 

フロートガイドの 

1本当たりの質量 

ｍ２ 

(kg) 

フロートガイド

の長さ 

Ｌ２ 

   (mm) 

重畳時に弁本体に

作用する評価に用

いる受圧面の直径 

Ｄ２ 

(mm) 

重畳時にフロートガイ

ドに作用する評価に用

いる受圧面の直径 

Ｄ４ 

(mm) 

0.05 102 75 7 

 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

静水圧荷重の算出に 

用いる水頭 

ｈ＊ 

(mm) 

9.80665 1030 17400 

 注記＊：保守的に床ドレンライン浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とする。 
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表 5－18 フランジ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体の材質 

 

弁の全質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁全体の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

SUS316L 3.97 

3.97 
130 

 

弁本体の外径 

Ｄ１ 

(mm) 

弁本体の内径 

ｄ１ 

(mm) 

フロートガイドの 

材質 

フロートガイドの 

最小直径 

Ｄ３ 

(mm) 

75 65 SUS316L 6.6 

 

フロートガイドの 

1本当たりの質量 

ｍ２ 

(kg) 

フロートガイド

の長さ 

Ｌ２ 

   (mm) 

重畳時に弁本体に

作用する評価に用

いる受圧面の直径 

Ｄ２ 

(mm) 

重畳時にフロートガイ

ドに作用する評価に用

いる受圧面の直径 

Ｄ４ 

(mm) 

0.05 102 75 7 

 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

静水圧荷重の算出に 

用いる水頭 

ｈ＊ 

(mm) 
 

9.80665 1030 17400 

  注記＊：保守的に床ドレンライン浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とする。 
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(2) スプリング式治具 

   スプリング式治具の応力評価に用いる計算条件を表5－19～表5－21に示す。 

 

表5－19 外ねじ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体・ガイド 

の材質 

弁本体・ガイド 

の評価断面積 

Ａ１ 

(mm2) 

弁本体・ガイド 

の受圧断面積 

Ａ２ 

(mm2) 

弁本体・ガイド 

の質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁本体・ガイド 

の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

SUS316L 60 759.8 0.809 40 

 

ガイド4本の 

最大直径 

Ｄ１ 

(mm) 

矩形ガイド1本の

断面の長辺 

ℓｂ 

(mm) 

矩形ガイド1本の

断面の短辺 

ℓｈ 

(mm) 

ガイド1本の図心

とX軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

ばねガイド 

の質量 

ｍ２ 

(kg) 

71 5 3 34 0.03 

 

ばねガイド 

の長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

ばねガイド 

の外径 

Ｄ２ 

(mm) 

ばねガイド 

の内径 

ｄ２ 

(mm) 

ばねガイド 

の評価断面積 

Ａ３ 

(mm2) 

弁体 

の質量 

ｍＤ 

(kg) 

75.5 10.5 8.2 33.78 0.101 

 

弁体 

の板厚 

ｔ 

(mm) 

弁体 

の外径 

ＤＤ 

(mm) 

弁体の 

軸の外径 

ＤＺ 

(mm) 

弁体の 

軸の長さ 

ＬＺ 

(mm) 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

4 55 8 32 9.80665 

 

 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

静水圧荷重の算出に 

用いる水頭 

ｈ＊ 

(mm) 

1030 17400 

 注記＊：保守的に床ドレンライン防止治具を設置する箇所のうち最大値とする。 
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表5－20 内ねじ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体・ガイド 

の材質 

弁本体・ガイド 

の評価断面積 

Ａ１ 

(mm2) 

弁本体・ガイド 

の受圧断面積 

Ａ２ 

(mm2) 

弁本体・ガイド 

の質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁本体・ガイド 

の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

SUS316L 19.00 767.9 0.574 40 

 

ガイド4本の 

最大直径 

Ｄ１ 

(mm) 

円形ガイド1本の

断面の直径 

ＤＧ 

(mm) 

ガイド1本の図心

とX軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

ばねガイド 

の質量 

ｍ２ 

(kg) 

ばねガイド 

の長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

64.459 2.459 31 0.03 75.5 

 

ばねガイド 

の外径 

Ｄ２ 

(mm) 

ばねガイド 

の内径 

ｄ２ 

(mm) 

ばねガイドの 

評価断面積 

Ａ３ 

(mm2) 

弁体 

の質量 

ｍＤ 

(kg) 

弁体 

の板厚 

ｔ 

(mm) 

10.5 8.2 33.78 0.101 4 

 

弁体 

の外径 

ＤＤ 

(mm) 

弁体の 

軸の外径 

ＤＺ 

(mm) 

弁体の 

軸の長さ 

ＬＺ 

(mm) 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

55 8 32 9.80665 

 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

静水圧荷重の算出に 

用いる水頭 

ｈ＊ 

(mm) 

1030 17400 

 注記＊：保守的に床ドレンライン浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とする。 
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表5－21 フランジ取付型の応力評価に用いる計算条件 

弁本体・ガイド 

の材質 

弁本体・ガイド 

の評価断面積 

Ａ１ 

(mm2) 

弁本体・ガイド 

の受圧断面積 

Ａ２ 

(mm2) 

弁本体・ガイド 

の質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁本体・ガイド 

の長さ 

Ｌ１ 

(mm) 

SUS316L 19.00 767.9 1.038 40 

 

ガイド4本の 

最大直径 

Ｄ１ 

(mm) 

円形ガイド1本の 

断面の直径 

ＤＧ 

(mm) 

ガイド1本の図心

とX軸との距離 

ｙｇ 

(mm) 

ばねガイド 

の質量 

ｍ２ 

(kg) 

ばねガイド 

の長さ 

Ｌ２ 

(mm) 

64.459 2.459 31 0.03 75.5 

 

ばねガイド 

の外径 

Ｄ２ 

(mm) 

ばねガイド 

の内径 

ｄ２ 

(mm) 

ばねガイドの 

評価断面積 

Ａ３ 

(mm2) 

弁体 

の質量 

ｍＤ 

(kg) 

弁体 

の板厚 

ｔ 

(mm) 

10.5 8.2 33.78 0.101 4 

 

弁体 

の外径 

ＤＤ 

(mm) 

弁体の 

軸の外径 

ＤＺ 

(mm) 

弁体の 

軸の長さ 

ＬＺ 

(mm) 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

55 8 32 9.80665 

 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

静水圧荷重の算出に 

用いる水頭 

ｈ＊ 

(mm) 

1030 17400 

 注記＊：保守的に床ドレンライン浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とする。 
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(3) 閉止キャップ 

閉止キャップの応力評価に用いる計算条件を表5－22に示す。 

 

表 5－22 閉止キャップの応力評価に用いる計算条件 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

静水圧荷重の算出に 

用いる水頭 

ｈ＊ 

(mm) 

9.80665 1030 17400 

 注記＊：保守的に床ドレンライン浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とする。 

 

 

(4) 閉止栓 

閉止栓の応力評価に用いる計算条件を表5－23に示す。 

 

表 5－23 閉止栓の応力評価に用いる計算条件 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

静水圧荷重の算出に 

用いる水頭 

ｈ＊ 

(mm) 

9.80665 1030 17400 

 注記＊：保守的に床ドレンライン浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とする。 
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6. 評価結果 

(1) フロート式治具 

a. 応力評価 

      弁本体及びフロートガイドの応力評価結果を表6－1に示す。発生応力が許容応力以

下であることから構造部材が構造健全性を有することを確認した。 

 

表6－1 弁本体及びフロートガイドの応力評価結果 

型式 評価部位 評価応力 
発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 

外ねじ 

取付型 

弁本体 

圧 縮 1 

154 

曲 げ 1 

組合せ＊ 2 

フロートガイド 

圧 縮 1 

曲 げ 5 

組合せ＊ 6 

内ねじ 

取付型 

弁本体 

圧 縮 1 

曲 げ 1 

組合せ＊ 2 

フロートガイド 

圧 縮 1 

曲 げ 5 

組合せ＊ 6 

フランジ 

取付型 

弁本体 

圧 縮 1 

133 

曲 げ 1 

組合せ＊ 2 

フロートガイド 

圧 縮 1 

曲 げ 5 

組合せ＊ 6 

 注記＊：圧縮(σＶ)＋曲げ(σＨ)は，σＶ＋σＨ≦1.2Ｓで評価  
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b. 構造健全性評価 

      フロート及び取付部の構造健全性評価結果を表 6-2 に示す。発生応力が，有意な変形

及び著しい漏えいがないことを確認した水圧試験圧力以下であることから，評価部位で

あるフロート及び取付部が構造健全性を有することを確認した。 

 

 

表6－2 フロート及び取付部の構造健全性評価結果 

評価部位 
発生応力 

（MPa） 

水圧試験の圧力 

（MPa） 

フロート及び取付部 圧縮 0.18 0.35 
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(2) スプリング式治具 

a. 応力評価 

弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体の応力評価結果を表6－3に示す。発生応力が許

容応力以下であることから構造部材が構造健全性を有することを確認した。 

 

表6－3 弁本体・ガイド，ばねガイド及び弁体における評価部位の応力評価結果 

型式 評価部位 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

外ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド 

圧 縮 3 

133 

曲 げ 1 

組合せ＊ 4 

ばねガイド 

圧 縮 1 

曲 げ 1 

組合せ＊ 2 

弁体 
平板の曲げ 11 

軸の曲げ 2 

内ねじ 

取付型 

弁本体・ガイド 

圧 縮 8 

曲 げ 3 

組合せ＊ 11 

ばねガイド 

圧 縮 1 

曲 げ 1 

組合せ＊ 2 

弁体 
平板の曲げ 11 

軸の曲げ 2 

フランジ 

取付型 

弁本体・ガイド 

圧 縮 8 

曲 げ 4 

組合せ＊ 12 

ばねガイド 

圧 縮 1 

曲 げ 1 

組合せ＊ 2 

弁体 
平板の曲げ 11 

軸の曲げ 2 

注記＊：圧縮（σＶ）＋曲げ（σＨ）は，σＶ＋σＨ≦1.2Ｓで評価 
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b. 構造健全性評価 

弁体及び取付部の構造健全性評価結果を表 6-4 に示す。発生圧力が有意な変形及び著し

い漏えいがないことを確認した水圧試験圧力以下であることから，評価部位である弁体及

び取付部が構造健全性を有することを確認した。 

 

表6－4 弁体及び取付部の構造健全性評価結果 

評価部位 
発生応力 

(MPa) 

水圧試験の圧力 

(MPa) 

弁体及び取付部 圧縮 0.18 0.35 
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(3) 閉止キャップ 

閉止キャップの構造健全性評価結果を表6－5に示す。発生応力が，有意な変形及び著し

い漏えいがないことを確認した水圧試験圧力以下であることから，評価部位である閉止キ

ャップが構造健全性を有することを確認した。 

 

表6－5 閉止キャップの構造健全性評価結果 

評価部位 
発生応力 

（MPa） 

水圧試験の圧力 

（MPa） 

閉止キャップ 圧縮 0.18 0.35 

 

(4) 閉止栓 

    閉止栓の構造健全性評価結果を表6－6に示す。発生応力が，有意な変形及び著しい漏え 

いがないことを確認した水圧試験圧力以下であることから，評価部位である閉止栓が構造

健全性を有することを確認した。 

 

表6－6 閉止栓の構造健全性評価結果 

評価部位 
発生応力 

（MPa） 

水圧試験の圧力 

（MPa） 

閉止栓 圧縮 0.18 0.35 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，浸水

防護施設のうちタービン建屋内貫通部止水処置が，地震後の繰返しの襲来を想定した経路からの

津波の浸水に伴う津波荷重，津波による溢水又は内部溢水の浸水によって生じる浸水深が大きい

方の静水圧荷重及び余震を考慮した荷重に対して，主要な構造部材が構造健全性を有することを

確認するものである。 

 

2. 一般事項 

 2.1 位置 

貫通部止水処置は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「3. 構造強度設計」の構造計画に示す，タービン建屋の貫通口と貫通物とのすき間又は貫通

物の周囲に施工する。 

 

 2.2 構造概要 

貫通部止水処置の構造は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「3. 構造強度設計」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。 

貫通部止水処置は，貫通部の位置条件及び貫通物の強度条件に応じて，シール材，モルタ

ル，ブーツ又は鉄板を使用し，各貫通部止水処置の適用条件を考慮し施工する。シール材及び

モルタルは壁の貫通口と貫通物のすき間に施工し，壁と貫通物を接合する構造とする。なお，

シール材をケーブルトレイ貫通部の止水に用いる場合は，シール材が型崩れしないように金属

ボックスをアンカーボルトで壁・床面に固定し，金属ボックスにシール材を充填，もしくは塗

布する。ブーツは，伸縮性ゴムを用い，壁面に溶接した取付用座と配管を締付けバンドにて固

定する構造とする。鉄板は，鉄板と開口縁金物を全周溶接する。貫通部止水処置の構造計画を

表 2－1に示す。 
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表 2－1 貫通部止水処置の構造計画（1／2） 

 

 

  

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

貫通部 

止水処置 

モルタルにて

構成する。 

貫通部の開口部にモルタルを充

填し，硬化後は貫通部内面及び

貫通物外面と一定の付着力によ

って接合する。 

 

ブーツと締付

けバンドにて

構成する。 

高温配管の熱膨張変位及び地震

時の変位を吸収できるよう伸縮

性ゴムを用い，壁面又は床面に

溶接した取付用座と配管を締付

けバンドにて締結する。 

 

鉄板にて閉止

する構成とす

る。 

開口部に鉄板を挿入し，溶接に

よって接合する。 

 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 
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表 2－1 貫通部止水処置の構造計画（2／2） 

 

 

  

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

貫通部 

止水処置 

充填タイプの

シール材にて

構成する。 

ケーブルトレイ貫通部につい

ては，シール材が型崩れしな

いよう金属ボックスをアンカ

ーボルトで壁・床面に固定

し，金属ボックスにシール材

を充填，もしくは塗布する。 

シール材は，施工時は液状で

あり，反応硬化によって所定

の強度を有する構造物が形成

される。 
 

貫通部の開口部にシール材を

充填する。施工時は液状であ

り，反応硬化によって所定の

強度を有する構造物が形成さ

れ，貫通部内面及び貫通物外

面と一定の付着力によって接

合する。 

 

コーキングタ

イプのシール

材にて構成す

る。 

貫通部の開口部と貫通部のす

き間にコーキングする。施工

時は液状であり，反応硬化に

よって所定の強度を有する構

造物が形成され，鉄板及び貫

通物外面と一定の付着力によ

って接合する。 

 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 
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 2.3 評価方針 

貫通部止水処置の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，貫通部止水処置の評

価部位に作用する荷重等が許容限界以下であることを「5.1 構造強度評価方法」に示す方法に

より，「5.6 計算条件」に示す評価条件を用いて評価し，「6. 評価結果」にて確認する。 

貫通部止水処置のシール材及びブーツの強度評価フローを図 2－1 に，モルタルの強度評価

フローを図 2－2に，鉄板の強度評価フローを図 2－3に，シール材施工に用いるケーブルトレ

イ金属ボックスの強度評価フローを図 2－4に示す。 

貫通部止水処置の強度評価においては，その構造を踏まえ，地震による動水圧荷重及び余震

に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及

び荷重の組合せは，地震後の繰返しの襲来を想定した経路からの津波の浸水に伴う津波荷重，

津波による溢水又は内部溢水の浸水によって生じる浸水深が大きい方の静水圧荷重及び余震を

考慮した荷重を考慮し，評価される最大荷重を設定する。重畳時においては，Ⅵ-3-別添 3-1-1

「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示す弾性設計用地震動Ｓｄを入力して得ら

れた床応答スペクトル又は最大応答加速度から算出した値を設計震度として用いる。なお，強

度評価に当たっては，弾性設計用地震動Ｓｄによる余震荷重を考慮した評価を実施する。 
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図 2－1 シール材及びブーツの強度評価フロー 

 

 

 

 

 

 

  

貫通部仕様 

（設置位置及びシール材， 

ブーツ仕様） 

荷重及び荷重の組合せ設定 

シール材及びブーツの 

実証試験結果 

シール材及びブーツの強度評価 

貫通部に作用する圧力の算出 
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図 2－2 モルタルの強度評価フロー 

 

 

 

  

貫通部仕様 

(設置位置及びモルタル仕様) 

モルタルの強度評価 

荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する荷重の算出 

モルタルの許容荷重 
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図 2－3 鉄板の強度評価フロー 

 

  

貫通部仕様 

（設置位置及び鉄板・溶接部

仕様） 

鉄板及び溶接部の許容応力 

鉄板及び溶接部の強度評価 

荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する応力の算出 
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図 2－4 ケーブルトレイ金属ボックスの強度評価フロー 

 

  

貫通部仕様 

（設置位置及び金属ボックス

の仕様） 

金属ボックスの許容応力 

金属ボックスの実証試験結果 

金属ボックスの強度評価 

荷重及び荷重の組合せ設定 

金属ボックスに作用する応力の算出 
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 2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

 コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会 2002 年制定） 

 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007（（社）日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 

 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１補-1984（（社） 

日本電気協会） 

 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

 機械工学便覧（（社）日本機械学会） 

 水道施設耐震工法指針・解説 2009 年版（公益社団法人 日本水道協会） 
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 2.5 記号の説明 

強度評価に用いる記号を表 2－2，表 2－3，表 2－4に示す。 

 

表 2－2 モルタルの強度評価に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

Ａ’ モルタルが水圧を受ける面積（受圧面積） mm2 

ＣH 余震による水平方向の設計震度 － 

ＣHｗ 動水圧算出用の水平方向震度 － 

Ｃv 余震による鉛直方向の設計震度 － 

ƒ s モルタルの許容付着荷重 N 

ƒ 'bok モルタル付着強度 MPa 

ƒ 'ck モルタルの圧縮強度 MPa 

ＦH 弾性設計用地震動Ｓｄにより生じる貫通物の軸方向に作用す

る荷重 

N 

ＦS 貫通物の反力によりモルタルに生じるせん断荷重 N 

ＦStotal モルタル部に生じる合計せん断荷重 N 

ɡ 重力加速度 m/s2 

ｈ 貫通部にかかる水頭 mm 

Ｈ 貫通部敷設エリアの床面からの浸水深さ mm 

Ｋsd 弾性設計用地震動Ｓｄに伴う余震荷重 N 

Ｌ モルタルの充填深さ mm 

Ｐd 動水圧 MPa 

Ｐh 静水圧荷重 MPa 

Ｐtotal シール材およびブーツに生じる合計水圧 MPa 

Ｓ 貫通物の周長 mm 

Ｗ 貫通物の支持間隔の質量 kɡ 

β 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 － 

ρ 海水の密度 kɡ/m3 

γC 材料定数 － 
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表 2－3 鉄板の強度評価に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

Aw 鉄板と開口縁金物の溶接有効面積 mm2 

a 鉄板評価部の短辺方向長さ mm 

CH 水平方向設計震度 － 

CHW 動水圧算出用の水平方向震度 － 

ƒ b 鉄板及び溶接部の許容曲げ応力 MPa 

ƒ s 鉄板及び溶接部の許容せん断応力 MPa 

ɡ 重力加速度 m/s2 

ｈ 貫通部位置における水圧作用高さ mm 

H 水頭から最下層までの高さ mm 

Lｗ 鉄板と開口縁金物との溶接部の有効溶接長 mm 

Ph 静水圧荷重 MPa 

Pd Westergaard 式による動水圧荷重 MPa 

Pw 鉄板の単位面積当たりにかかる地震分布荷重 MPa 

S 鉄板の面積 mm2 

t1 鉄板の板厚 mm 

t2 鉄板と開口縁金物との溶接部の有効のど厚 mm 

β 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数（B/H） － 

β1 鉄板評価部の最大応力係数 － 

ρ 海水の密度 kɡ/m3 

ρss 鉄板の単位質量 kg/m3 

σmax 評価部位に加わる曲げ応力 MPa 

σt 評価部位に加わるせん断応力 MPa 
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表 2－4 ケーブルトレイ金属ボックスの強度評価に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

Ab アンカーボルトの軸断面積 mm2 

A 評価対象の逆圧を受ける部分の面積 mm2 

n アンカーボルトの本数 本 

CH 水平方向設計震度 － 

CV 鉛直方向設計震度 － 

ɡ 重力加速度 m/s2 

h1 据付面又は取付面から重心までの距離 mm 

h2 水頭から設置高さまでの水深 mm 

H 水頭から最下層までの高さ mm 

ℓ1 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離 mm 

ℓ2 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離 mm 

ℓ3 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離 mm 

m 
金属ボックスの質量（充填もしくは塗布されているシール材

質量を含む。） 
kg 

nfh 
評価上引張力を受けるとして期待するアンカーボルトの本数

（水平方向） 
本 

nfv 
評価上引張力を受けるとして期待するアンカーボルトの本数

（鉛直方向） 
本 

Ph 静水圧荷重（逆圧） MPa 

Pd 動水圧荷重（逆圧） MPa 

σb アンカーボルト 1本あたりに作用する引張応力 MPa 

Fb アンカーボルト 1本あたりに作用する引張力 N 

τb アンカーボルト 1本あたりに作用するせん断応力 MPa 

Qb アンカーボルトに作用するせん断応力 N 

ρ 海水の密度 kɡ/m3 
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3. 評価対象部位 

貫通部止水処置の評価部位は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」 

に示している評価対象部位を踏まえて，「2.2 構造概要」に示す構造計画にて設定している構造

に基づき，荷重の方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

浸水によって生じる静水圧及び余震を考慮した荷重は，止水処置全体へ伝達される。このこと 

から，シール材，ブーツ，モルタル及び鉄板を用いた止水処置の全体を評価部位として設定する。 

モルタルについては，管の反力が大きいプロセス配管のうち，作用する荷重が最も大きい貫通 

部を代表として評価を行う。シール材及びブーツについては，作用する圧力が最も大きい貫通部

を代表として評価を行う。さらに，ケーブルトレイ貫通部については，金属ボックスに対して逆

圧がかかる場合が，金属ボックスを壁・床面に固定するアンカーボルトに最も大きな引張力がか

かることから，逆圧がかかり，かつ，最も水圧が大きい貫通部を代表として評価を行う。なお，

ケーブルトレイ自体はサポートにより支持されており，金属ボックスとは金属同士で接しておら

ず，ケーブルトレイからの地震の影響は金属ボックスには及ばない構造となっていることから，

評価対象部位として考慮しない。鉄板については，作用する荷重が最も大きい貫通部を代表とし

て評価を行う。 
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4. 固有周期 

 4.1 固有周期の確認方法 

   モルタルについては，壁・床に埋め込まれたり，表面に張り付いたりしている構造で躯体側

と一体となって振動するため，モルタル自体の耐震計算は不要であり固有周期は算出しない。 

   一方，ケーブルトレイ金属ボックスは，壁に固定しているアンカーボルトの健全性を確認す

るため固有値解析の計算結果（Ⅵ-2-10-2-4-2「貫通部止水処置の耐震性についての計算書」

の「4.3 固有周期の確認結果」を参照）を用いる。 

鉄板は，鉄板及び壁に固定する溶接部の健全性を確認するため固有周期を算出する。その方

法を示す。 

 

   (1) 確認手法 

    a. 鉄板 

      鉄板の寸法や形状を踏まえ，図 4－1に示す４辺支持の長方形板として考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 鉄板の評価構造 
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(2) 記号の説明 

     鉄板の固有周期算出に用いる記号を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 固有周期算出に用いる記号 

 

(3) 固有周期の算出方法 

     固有周期 Tを「機械学会 機械工学便覧」に基づき，以下の式より算出する。 

     f＝
π∙ｈ

2
（

m2

a2
＋

n2

b2
）

E3(1− ) ・10  

     T＝1/ f 

  

記号 記号の説明 単位 

T 固有周期 秒 

f 固有振動数 Hz 

h 板厚/2 mm 

ｍ 振動の次数（長辺） （ｍ＝１） － 

ｎ 振動の次数（短編） （ｎ＝１） － 

ａ 長方形板長辺サイズ mm 

ｂ 長方形板短編サイズ mm 

Ｅ ヤング率 N/mm2 

ν ポアソン比 － 

ρ 長方形板材の密度 Kg/m3 
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 4.2 固有周期の確認条件 

   鉄板の固有周期の計算条件を表 4－2に示す。 

 

表 4－2 鉄板の固有周期の計算条件 

板厚 

h 

(mm) 

長方形板長辺サイズ 

ａ 

(mm) 

長方形板短編サイズ 

ｂ 

(mm) 

ヤング率 

Ｅ 

(N/mm2) 

4.5 400 400 201666 

 

ポアソン比 

ν 

(－) 

長方形板材の密度 

ρ 

(Kg/m3) 

0.3 7850 

 

 4.3 固有周期の確認結果 

   鉄板の固有周期の計算結果を表 4－3に示す。 

 

   (1) 鉄板 

     固有周期は，0.05秒以下であり，剛であることを確認した。 

 

 

表 4－3 鉄板の固有周期 

（単位：秒） 

水平＊ 0.00369 

注記＊：鉄板は単純な構造であり、支配的な方向（閉止面に対して垂直な方向）が

明白であるため、水平方向に対する固有振動数のみを算出 

 

 

5. 構造強度評価 

 5.1 構造強度評価方法 

貫通部止水処置の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している方法を用いて実施する。 

貫通部止水処置の強度評価は，「3. 評価対象部位」に示す評価部位に対し，「5.2 荷重及

び荷重の組合せ」及び「5.3 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，

「5.5 計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 
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 5.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の種類及び荷重の組合せに関して以下に示す。 

  5.2.1 荷重の設定 
強度評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 

   (1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，貫通軸上の貫通物（配管等を示す。以下同じ。）の質量及び内容物の

質量を考慮する。 

 

   (2) 静水圧荷重（Ｐｈ） 

静水圧荷重として，浸水によって生じる静水圧を考慮する。 

Ｐh ＝ ρ・ɡ・ｈ・10-9 
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   (3) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すと

おり，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力（動水圧含む。）とする。 

    a. モルタル 

     (a) 余震による地震力 

      イ. 貫通物による余震荷重 

貫通物からモルタルに作用する荷重として，支持構造物間の固定荷重及び地震力

を考慮する。図 5－1 にモルタルへの付着方向の地震力（余震荷重）の作用図を示

す。 

また，貫通物は柔構造となる場合があることから，貫通物の設置場所における床

応答スペクトルを用いて設計震度を算出する。 

    図 5－1 モルタルへの付着方向の余震荷重作用図 

 

      ロ. 評価において考慮する貫通部 

 評価においては，イ.に基づく余震荷重と最も荷重が大きくなる貫通物を考慮し

て算出する。 

 

      ハ. モルタルに作用する付着荷重 

モルタルに作用する余震による付着荷重については，イ.に示す支持構造物間の

貫通物に作用する余震荷重から算出する。 

 

     (b) 余震による動水圧 

余震による動水圧がモルタルに作用することを考慮する。 

 

Ｐ
d
= β ・ 

7

8
 ・ ρ ・ Ｃ

Hｗ
 ・ ɡ・ Ｈ・ｈ ・10-9 
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    b. 鉄板 

     (a) 余震による地震力 

鉄板に作用する荷重として，鉄板の地震力を考慮する。図 5－2に鉄板への曲げ

方向の地震力（余震荷重）の作用図を示す。 

また，固有値解析の計算結果（「4.3 固有周期の確認結果」を参照）から固有

周期が 0.05 秒以下で剛構造のため，鉄板の設置場所における最大応答加速度を用

いて算出する。 

 

      図 5－2 鉄板への曲げ方向の余震荷重作用図 

       

     (b) 余震による動水圧 

余震による動水圧が鉄板に作用することを考慮する。 

 

Ｐ
d
= β ・ 

7

8
 ・ ρ ・ Ｃ

Hｗ
 ・ ɡ・ Ｈ・ｈ ・10-9 
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    c. ケーブルトレイ金属ボックス 

     (a) 余震による地震力 

ケーブルトレイ金属ボックスは，アンカーボルトによって固定されていることか

ら，アンカーボルトには固定荷重と余震荷重が作用し，金属ボックスが水平方向及

び鉛直方向へ転倒する力が働く。図 5－3 にアンカーボルトへの地震力（余震荷重）

の作用図を示す。 

また，固有値解析の計算結果（Ⅵ-2-10-2-4-2「貫通部止水処置の耐震性について

の計算書」の「4.3 固有周期の確認結果」を参照）から固有周期が 0.05 秒以下で

剛構造のため，金属ボックスの設置場所における最大応答加速度を用いて算出す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         水平方向への転倒            鉛直方向への転倒 

 

 

図 5－3 ケーブルトレイ金属ボックスの荷重作用図 

 

 

     (b) 余震による動水圧 

余震による動水圧が金属ボックスに作用することを考慮する。 

 

Pd= β ∙ 
7

8
 ∙ ρ ∙ CHW ∙ ɡ∙ H∙h2 ・10-9 
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  5.2.2 荷重の組合せ 
貫通部止水処置の荷重の組合せを表 5－1に示す。 

 

表 5－1 荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 荷重の組合せ＊ 

浸水防護施設 

(浸水防止設備) 
貫通部止水処置 Ｇ＋Ｐｈ＋Ｐｔ＋ＫＳｄ 

注記＊：Ｇは固定荷重，Ｐｈは静水圧荷重，Ｐtは突き上げ荷重，ＫＳｄは弾性設計用地震動Ｓｄ

による余震荷重（慣性力Ｐsd）を示す。 

 

 

 5.3 許容限界 

  (1) モルタル 

各評価部位の許容値は，コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会 2002

年制定）に規定される許容限界を用いる。 

貫通部止水処置の許容限界を表 5－2，許容限界評価条件を表 5－3，貫通部止水処置の許容

限界算出結果を表 5－4に示す。また，モルタルの施工例を図 5－4に示す。 
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表 5－2 貫通部止水処置の許容限界（許容荷重） 

状態 
許容限界＊ 

付着荷重 

短期 ƒｓ 

注記＊：モルタルの許容限界は，コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会 

2002 年制定）によりモルタルの許容付着荷重 ƒｓ，モルタル付着強度 ƒ 'bok を算出する。

モルタル圧縮強度 ƒ 'ck は設計値を用いる。また，評価において最も荷重が大きくなる

貫通物の口径＝850A，モルタル充填深さ L＝1100mm とする。 

s ＝ 'bok ・ Ｓ ・ Ｌ / γc 

'
bok

 ＝ 0.28 ・ '
ck

2/3
 ・ 0.4 

 

表 5－3 貫通部止水処置の許容限界評価条件 

評価部位 ƒ 'ｃｋ
＊ γc

＊ 

モルタル 32.3 1.3 

注記＊：ƒ ' ck：モルタル圧縮強度，γC：材料定数を示す。 

 

表 5－4 貫通部止水処置の許容限界算出結果 

状態 評価部位 

許容限界 

付着荷重 

(kN) 

短期 モルタル 2607 

図 5－4 モルタルの施工例 

  



 

23 

  
K
6
 
①

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-1
-
7
 R
0
 

  (2) シール材 

シール材の許容限界値は，実機で使用している形状，寸法の試験体にて静水圧を付加した

水圧試験に基づく結果を用いる。シール材の水圧試験の概要を図 5－5 に示す。実機施工時に

おいては，試験検証済みの許容限界寸法以上となるように施工する。これにより試験で得ら

れた許容限界値以上の耐圧性を有し，かつ，想定する浸水高さから求まる静水圧が，許容限

界値以内であることを確認し確実に耐圧性を確保する。 

図 5－5 シール材の水圧試験の概要 

 

  (3) ブーツ 

ブーツの許容限界値は，実機で使用している形状，寸法の試験体にて静水圧を付加した水

圧試験に基づく結果を用いる。また，実機の施工状況を考慮し，受圧面がブーツ内側又は外

側のどちらの場合でも止水機能が確保できることを確認するため，内圧試験及び外圧試験の

両ケースを実施する。ブーツの水圧試験の概要を図 5－6 に示す。 

実機施工時においては，試験検証済みの寸法以下で施工する。 

 

図 5－6 ブーツの水圧試験の概要 
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  (4) 鉄板 

 各評価部位の許容値は設計・建設規格に規定される許容値を用いる。鉄板の許容限界を表

5－5，許容限界評価条件を表 5－6，許容限界算出結果を表 5－7に示す。 

 

 

表 5－5 鉄板の許容限界 

評価部位 
許容応力

状態 

許容限界 

引張応力 

ƒ t 

せん断応力 

ƒ s 

曲げ応力 

ƒ b 

鉄板 

ⅢＡＳ 

－ － 
F

1.3
・1.5 

鉄板と開口縁金物 

との溶接部 
－ 

F

1.5√3
・1.5 － 

 

表 5－6 鉄板の許容限界評価条件 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｆ 

(MPa) 

鉄板 SS400 周囲環境温度 40 235 

鉄板と開口縁金物 

との溶接部 
SS400 周囲環境温度 40 235 

 

 

表 5－7 鉄板の許容限界算出結果 

評価部位 

許容限界 

引張応力 ƒ t 

(MPa) 

せん断応力 ƒ s 

（MPa） 

曲げ応力 ƒ b 

（MPa） 

鉄板 － － 271 

鉄板と開口縁金物との溶接部 － 135 － 
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  (5) ケーブルトレイ金属ボックス 

アンカーボルトの許容値は設計・建設規格に規定される許容値を用い，アンカーボルトの

許容限界を表 5－8，許容限界評価条件を表 5－9 に示す。金属ボックスの許容限界値は，実

機で使用している形状，寸法の試験体にて静水圧を付加した水圧試験に基づく結果を用いる。

金属ボックスの水圧試験の概要を図 5－7 に示す。実機施工時においては，試験検証済みの許

容限界寸法以上となるように施工する。これにより試験で得られた許容限界値以上の耐圧性

を有し，かつ，想定する浸水高さから求まる静水圧が，許容限界値以内であることを確認し

確実に耐圧性を確保する。また，ケーブルトレイ金属ボックスの施工例を図 5－8 に示す。 

 

表5－8 アンカーボルトの許容限界 

評価部位 許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次応力 

引張応力 

ƒｔｏ 

せん断応力 

ƒｓｂ 

アンカーボルト ⅢAS 
F
2
∙1.5 

F
1.5√3 ∙1.5 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 

 

表5－9 アンカーボルトの許容限界評価条件 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

F 

(MPa) 

アンカーボルト SS400 相当 周囲環境温度 40 215 

 

 

 
 

図 5－7 ケーブルトレイ金属ボックスの水圧試験の概要 

 

ケーブルトレイ 

貫通ダクト 
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図 5－8 ケーブルトレイ金属ボックスの施工例 

 

 5.4 設計用地震力 

  (1) モルタル 

モルタルの強度評価に使用する弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力については，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定した設計用床応答曲線を用いる。また，減衰

定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。貫通部止水処置の

強度計算に用いる設計震度を表 5－11 に示す。 

 

表 5－11 モルタルの設計震度 

地震動 

設置場所及び 

床面高さ 

（mm） 

余震による設計震度*1 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

タービン地下２階 

T.M.S.L. -4250 

(T.M.S.L. -1100＊2) 

水平方向ＣH 4.15 

鉛直方向ＣV 3.49 

注記＊1：モルタル止水処置は評価対象箇所が多いことから，設計震度の算出が全ての対象箇所を包

絡するように全周期帯の最大加速度を用いた。また，保守的な評価となるように設置場所

の床応答曲線は減衰定数 0.5%を適用した。 

＊2：設置場所の一階層上の基準床レベルを示す。 

 

 

  (2)  鉄板 

鉄板の強度評価に使用する弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力については，Ⅵ-2-1-7「設

計用床応答曲線の作成方針」に示す最大床応答加速度を考慮して設定する。貫通部止水処置

の強度計算に用いる設計震度を表 5－12に示す。 

 

 

引張方向 
せ
ん
断
方
向 

正圧 逆圧 

（メカニカルアンカ 
及びケミカルアンカ） 
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表 5－12 鉄板の設計震度 

地震動 

設置場所及び 

床面高さ 

（mm） 

余震による設計震度*1 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

タービン地下 2階 

T.M.S.L. -3400 

(T.M.S.L. -1100＊2)  

水平方向ＣH 0.50 

注記＊1：鉄板止水処置は固有周期が 0.05 秒以下であり剛構造のため、基準床の最大応答速度の 1.2

倍を設計震度とした。 

＊2：設置場所の一階層上の基準床レベルを示す。 
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  (3) ケーブルトレイ金属ボックス 

 ケーブルトレイ金属ボックスの強度評価に使用する弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力

については，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に示す最大床応答加速度を考慮して

設定する。ケーブルトレイ金属ボックスの強度計算に用いる設計震度を表 5－13 に示す。 

 

表 5－13 ケーブルトレイ金属ボックスの設計震度 

地震動 

設置場所及び 

床面高さ 

（mm） 

余震による設計震度*1 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

タービン地下１階 

T.M.S.L. 9150 

(T.M.S.L. 12300*2) 

水平方向ＣH 0.64 

鉛直方向ＣV 0.49 

注記＊1：ケーブルトレイ金属ボックスは固有周期が 0.05 秒以下であり剛構造のため，基準床の最

大応答加速度の 1.2 倍を設計震度とした。 

＊2：設置場所の一階層上の基準床レベルを示す。 
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 5.5 計算方法 

  5.5.1 モルタルの強度評価（荷重計算） 

   (1) 貫通物の反力により生じる荷重 

固定荷重及び地震時の貫通物の反力によりモルタルに生じる荷重は，次のとおり算出す

る。せん断荷重は，水平反力と貫通軸上の貫通物の質量から次のとおり算出する。 

ＦH ＝ Ｗ・ɡ・(1 ＋ ＣH) 

ＦS ＝ ＦH 

 

   (2) モルタルにかかる水圧により生じる荷重 

(a) 静水圧荷重（Ph） 

Ph ＝ ρ・ɡ・h・10-9 

 

     (b) 動水圧荷重（Pd） 

Pd  ＝ β ・ 
7

8
 ・ ρ ・ CHW ・ ɡ・ H・h・10-9 

 

   (3) 合計荷重 

モルタルに発生する合計せん断荷重ＦStotalは次のとおり算出する。 

ＦStotal ＝ ＦS ＋ (Ｐh ＋ Ｐd)・Ａ’  

 

  5.5.2 シール材及びブーツの強度評価（発生圧力計算） 

シール材及びブーツについては，浸水によって生じる静水圧荷重Ｐｈと余震による動水

圧Ｐｄを考慮する。 

Ｐtotal ＝ Ｐh ＋ Ｐd 

 

  5.5.3 鉄板の強度評価 

   (1) 鉄板にかかる荷重 

津波による水圧により鉄板に生じる荷重は次の通り算出する。 

    a．静水圧荷重（Ph） 

Ph ＝ρ・ɡ・h・10-9 

 

    b．動水圧荷重（Pd） 

Pd  ＝ β ・ 
7

8
 ・ ρ ・ CHW ・ ɡ・ H・h・10-9 

 

    c．鉄板の単位面積当たりにかかる地震分布荷重 

Pw  ＝ ρss・ɡ・ ・CH・10-9 

 

 



 

30 

  
K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-1
-
7
 R
0
 

   (2) 鉄板にかかる曲げ応力 

       σ  ＝ β1・ Ph＋Pd＋Pw  ・ 
a2

t12 

 

 

   (3) 鉄板と開口縁金物の溶接部に生じるせん断応力 

      σt ＝ Ph＋Pd＋Pw ・Ｓ/Ａｗ 

Ａｗ＝ｔ2 ・Ｌｗ 
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  5.5.4 ケーブルトレイ金属ボックスの強度評価 

   (1) 余震によりボルトに生じる応力 

固定荷重，弾性設計用地震動Ｓd 及び逆圧により，アンカーボルトに生じる応力は次の

通り算出する。 

    a. アンカーボルトに生じる応力 

     (a) 引張応力の計算 

固定荷重，弾性設計用地震動Ｓd によりアンカーボルトに生じる引張応力は，最も

厳しい条件として，図 5－3で片側のボルト列を支点とする転倒を考え，これをもう片

側のボルト列で受けるものとして計算する。 

 

σ  ＝
FA  

 

金属ボックスが水平方向に転倒する場合の引張力 

Fb1 ＝ 
m・ɡ・CH ・h1fh・l3 ＋

m・ɡ・ 1＋CV ・h1fv・l2  

金属ボックスが鉛直方向に転倒する場合の引張力 

Fb2 ＝ 
m・ɡ・CH・l1＋m・ɡ・ 1＋CV ・h1

fv・l2  

逆圧による引張力 

Fb3 ＝ Ph＋Pd ・An  

総じた引張力 

Fb ＝ Max (F
b1
＋Fb3), (Fb2＋Fb3)  

 

     (b) せん断応力の計算 

       アンカーボルトに対するせん断応力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

τ  ＝
Q

n・A  

 

       水平方向のせん断力 

Qb1 ＝m・ɡ・ＣH  

       鉛直方向のせん断力 

Qb2 ＝m・ɡ・(1＋ＣV) 

      

総じたせん断力 

Qb ＝ (Q ) + (Q )       
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 5.6 計算条件 

  (1) モルタル 

 モルタルの強度評価に関する荷重評価条件を表 5－14 に示す。また，浸水時の位置関係を

図 5－9に示す。 

 

表 5－14 モルタルの強度評価に関する荷重評価条件 

貫通部箇所 

（貫通部仕様） 

浸水エリアの幅と 

水深の比による 

補正係数 

β 

海水の密度 

ρ 

(kɡ/m3) 

貫通部敷設エリアの

床面からの浸水深さ 

Ｈ 

(mm) 

タービン建屋 

地下 2階 

（モルタル） 

1.0 1030 6100*1 

 

貫通部にかかる水頭

ｈ 

(mm) 

貫通物の支持間隔 

の質量 

Ｗ 

(kɡ) 

モルタルが水圧を 

受ける面積 

Ａ’ 

(mm2) 

動水圧算出用の 

水平方向震度 

ＣHW 

5760*2  225000 0.42 

 

注記＊1：貫通部敷設エリアの床面からの浸水深さＨは，タービン建屋の復水器エリアの床面

（T.M.S.L.-5100mm）から水頭高さ（T.M.S.L.1000mm）までの寸法。 

＊2：貫通部にかかる水頭ｈは，貫通口下端から水頭高さまでの寸法。 

 
図 5－9 浸水時の位置関係（モルタル）  
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  (2) シール材  

 シール材の強度評価に関する荷重評価条件を表 5－15 に示す。また，浸水時の位置関係を

図 5－10 に示す。 

 

表 5－15 シール材の強度評価に関する荷重評価条件 

貫通部箇所 

（貫通部仕様） 

浸水エリアの幅と 

水深の比による 

補正係数 

β 

海水の密度 

ρ 

(kɡ/m3) 

貫通部敷設エリアの

床面からの浸水深さ 

Ｈ 

(mm) 

タービン建屋 

地下 2階 

（シール材） 

1.0 1030 21800 

 

貫通部にかかる水頭

ｈ 

(mm) 

動水圧算出用の 

水平方向震度 

ＣHW 

20750 0.42 

 

注記＊1：貫通部敷設エリアの床面からの浸水深さＨは，タービン建屋の床面（T.M.S.L.-9500mm）

から水頭高さ（T.M.S.L.12300mm）までの寸法。 

＊2：貫通部にかかる水頭ｈは，貫通口下端から水頭高さまでの寸法。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－10 浸水時の位置関係（シール材） 
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  (3) ブーツ 

 ブーツの強度評価に関する荷重評価条件を表 5－16 に示す。また，浸水時の位置関係を図

5－11に示す。 

 

表 5－16 ブーツの強度評価に関する荷重評価条件 

貫通部箇所 

（貫通部仕様） 

浸水エリアの幅と 

水深の比による 

補正係数 

β 

海水の密度 

ρ 

(kɡ/m3) 

貫通部敷設エリアの

床面からの浸水深さ 

Ｈ 

(mm) 

タービン建屋 

地下 2階 

（ブーツ） 

1.0 1030 6100*1 

 

貫通部にかかる水頭

ｈ 

(mm) 

動水圧算出用の 

水平方向震度 

ＣHW 

5731*2 0.42 

 

注記＊1：貫通部敷設エリアの床面からの浸水深さＨは，タービン建屋の復水器エリアの床面

（T.M.S.L.-5100mm）から水頭高さ（T.M.S.L.1000mm）までの寸法。 

＊2：貫通部にかかる水頭ｈは，貫通口下端から水頭高さまでの寸法。 

 

 

図 5－11 浸水時の位置関係（ブーツ） 
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  (4) 鉄板 

鉄板の強度評価に関する荷重評価条件を表 5－17 に示す。また，浸水時の位置関係を図 5

－12に示す。 

 

表 5－17 鉄板の強度評価に関する荷重評価条件 

貫通部箇所 

（貫通部仕様） 

海水の密度 

ρ 

(kɡ/m3) 

重力加速度 

ɡ 

m/s2 

貫通部位置における

水圧作用高さ 

ｈ 

(mm) 

タービン建屋 

地下 2階 

（鉄板） 

1030 9.80665 15700 

 

浸水エリアの幅と水

深の比による補正係

数（B/H） 

β 

動水圧算出用の 

水平方向震度 

CHW 

水頭から最下層まで

の高さ 

H 

（mm） 

鉄板の単位質量 

ρss  

(kɡ/m3) 

1.0 0.42 21800  

 

鉄板の外形 

(mm) 

鉄板の板厚 

t1 

(mm) 

最大応力係数 

β1 

鉄板評価部の 

短辺方向長さ 

ａ 

(mm) 

400×400 9 0.4 400 

 

鉄板と開口縁金物と

の溶接部の 

有効のど厚 

ｔ2 

(mm) 

鉄板と開口縁金物と

の溶接部の 

有効溶接長 

Lw 

(mm) 

4.2 720 
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図 5－12 浸水時の位置関係（鉄板） 

 

 

 

  (5) ケーブルトレイ金属ボックス  

ケーブルトレイ金属ボックスの強度評価に関する荷重評価条件を表 5－18に示す。また， 

浸水時の位置関係を図 5－13に示す。 

 

表 5－18 ケーブルトレイ金属ボックスの強度評価に関する荷重評価条件（1／2） 

注記＊：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

 

 

 

 

 

 

貫通部箇所 

（貫通部仕

様） 

質量 

m 

(kɡ) 

重心距離 

h1 

(mm) 

重心高さ 

ℓ1 
(mm) 

評価上引張力を受ける

として期待するアンカ

ーボルトの軸断面積 

Ab 

(mm2) 

海水の密度 

ρ 

(kɡ/m3) 

タービン建屋 

地下 1階 

（ケーブルト

レイ） 

 283＊ 95＊ 113.097 1030 
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表 5－18 ケーブルトレイ金属ボックスの強度評価に関する荷重評価条件（2／2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－13 浸水時の位置関係（ケーブルトレイ金属ボックス） 

 

  

評価上引張力を受け

るとして期待するア

ンカーボルトの本数 

（転倒方向：水平） 

nfh 

(本) 

評価上引張力を受け

るとして期待するア

ンカーボルトの本数 

（転倒方向：鉛直） 

nfv 

(本) 

上側アンカーボルトと 

下側アンカーボルト間 

の鉛直方向距離 

ℓ2 
(mm) 

左側アンカーボルトと 

右側アンカーボルト間 

の水平方向距離 

ℓ3 
(mm) 

2 1 170 910 

評価上せん断力を

受けるとして期待

するアンカーボル

トの総断面積 

Ab 

(mm2) 

評価対象の逆

圧を受ける部

分の面積 

A 

(mm2) 

重力加速度 

ɡ 

m/s2 

水頭から 

設置高さまでの 

水深 

h2 

（mm） 

水頭から 

最下層までの高さ 

H 

（mm） 

113.097 105000 9.80665 3150 21800 
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6. 評価結果 

モルタル，シール材，ブーツ，鉄板及びケーブルトレイ金属ボックスの強度評価結果をそれぞ

れ表 6－1，表 6－2，表 6－3，表 6－4，表 6－5，表 6－6に示す。モルタル，シール材，ブーツ，

鉄板及びケーブルトレイ金属ボックスの発生荷重，発生圧力又は発生応力は，許容荷重，許容圧

力又は許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 6－1 モルタルの浸水に対する強度評価結果 

評価部位 
発生荷重 

（kN） 

許容荷重 

（kN） 

モルタル 
せん断荷重 

（付着荷重） 
 2607 

 

 

表 6－2 シール材の浸水に対する強度評価結果 

評価部位 
発生圧力 

（MPa） 

許容圧力 

（MPa） 

シール材 0.29 0.32 

 

 

表 6－3 ブーツの浸水に対する強度評価結果 

評価部位 場所 
発生圧力 

（MPa） 

許容圧力 

（MPa） 

ブーツ タービン建屋 0.08 0.2 

注：溢水への配慮が必要な施設においては，タービン建屋の内部溢水による発生圧力が最も大きく

0.17MPa になる。 

 

 

表 6－4 鉄板の経路からの津波による水圧に対する強度評価結果 

評価部位 

引張応力 

(MPa) 

せん断応力 

(MPa) 

曲げ応力 

(MPa) 

発生 許容 発生 許容 発生 許容 

鉄板 － － － －  271 

鉄板と開口縁金物との溶接部 － －  135 － － 
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表 6－5 ケーブルトレイ金属ボックスのアンカーボルトの浸水に対する強度評価結果 

応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

引張応力  ƒｔｓ＝161＊ 

せん断応力  ƒｓｂ＝124 

注記＊ ：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂi， ƒｔｏi] 

 

 

表 6－6 ケーブルトレイ金属ボックスの浸水に対する強度評価結果 

評価部位 
発生圧力 

（MPa） 

許容圧力 

（MPa） 

金属ボックス  0.1 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，浸水

防護施設のうちタービン建屋内取水槽水位計が，地震後の繰返しの襲来を想定した経路からの津

波の浸水に伴う津波荷重並びに余震を考慮した荷重に対して，主要な構造部材が構造健全性を有

することを確認するものである。 

 

2. 一般事項 

 2.1 配置概要 

取水槽水位計は，タービン建屋の補機冷却用海水取水槽の上部床面に設置する。取水槽水位

計の設置位置図を図 2－1に示す。 

 

配置図 

 

 

 

図 2－1 取水槽水位計の配置位置図（タービン建屋 地下１階） 

 

  

タービン建屋 T.M.S.L.3500mm 
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 2.2 構造計画 

取水槽水位計は，検出器，バブラー管，アキュムレータ，ボンベラック及び管から構成され

ており，タービン建屋内の床面の貫通口とバブラー管の隙間をモルタルにより止水する構造と

する。取水槽水位計の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 取水槽水位計の構造計画 

 

 

 2.3 評価方針 

取水槽水位計の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，取水槽水位計の評価部位

に作用する荷重等が許容限界以下であることを「4.1 構造強度評価方法」に示す方法により，

「4.6 計算条件」に示す評価条件を用いて評価し，「5. 評価結果」にて確認する。 

取水槽水位計のモルタルの強度評価フローを図 2－2 に示す。 

取水槽水位計の強度評価においては，その構造を踏まえ，地震による動水圧荷重及び余震に

伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価部位を設定する。強度評価に用いる荷重及び

荷重の組合せは，地震後の繰返しの襲来を想定した経路からの津波の浸水に伴う津波荷重並び

に余震を考慮した荷重を考慮し，評価される最大荷重を設定する。重畳時においては，Ⅵ-3-別

添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示す弾性設計用地震動Ｓｄを入力

して得られた床応答スペクトル又は最大応答加速度から算出した値を設計震度として用いる。

なお，強度評価に当たっては，弾性設計用地震動Ｓｄによる余震荷重を考慮した評価を実施す

る。 

  

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

取水槽 

水位計 

モルタルにて構

成する。 

貫通部の開口部にモルタ

ルを充填し，硬化後は貫

通部内面及び貫通物外面

と一定の付着力によって

接合する。 

 

床 

モルタル 

バブラー管 
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図 2－2 モルタルの強度評価フロー 

 

 

 

  

モルタルの強度評価 

荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する荷重の算出 

モルタルの許容荷重 

Ⅵ-2-10-2-4-3(2)「バブラー管

の耐震性についての計算書」 

（固有値解析） 

取水槽水位計 

(設置位置及びモルタル仕様) 



 

4 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-1
-
8
 R
0
 

 2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会 2002 年制定） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007（（社）日本機械学会）（以下「設計・建設規格」とい 

 う。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１補-1984 

 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・機械工学便覧（（社）日本機械学会） 

・水道施設耐震工法指針・解説 2009 年版（公益社団法人 日本水道協会） 
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 2.5 記号の説明 
強度評価に用いる記号を表 2－2に示す。 

 

表 2－2 モルタルの強度評価に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

Ａ’ モルタルが水圧を受ける面積（受圧面積） m2 

ＣD 抗力係数 － 

ＣH 余震による水平方向の設計震度 － 

Ｃv 余震による鉛直方向の設計震度 － 

ƒ s モルタルの許容付着荷重 N 

ƒ 'bok モルタル付着強度 MPa 

ƒ 'ck モルタルの圧縮強度 MPa 

ＦV 弾性設計用地震動Ｓｄにより生じる貫通物の軸方向に作用す

る荷重 

N 

ＦS 貫通物の反力によりモルタルに生じるせん断荷重 N 

ＦStotal モルタル部に生じる合計せん断荷重 N 

ɡ 重力加速度 m/s2 

ｈ 貫通部位置における水圧作用高さ m 

Ｋsd 弾性設計用地震動Ｓｄに伴う余震荷重 N 

Ｌ モルタルの充填深さ mm 

Ｐsd 余震による慣性力 MPa 

Ｐt 突き上げ荷重 MPa 

Ｓ 貫通物の周長 mm 

Ｕ モルタルに加わる流体の流速 m/s 

Ｗ 貫通物の支持間隔の質量 kɡ 

ρ 海水の密度 kɡ/m3 

γC 材料定数 － 
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3. 評価対象部位 

取水槽水位計の評価部位は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

に示している評価対象部位を踏まえて，「2.2 構造計画」にて設定している構造に基づき，荷

重の方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

 

4. 構造強度評価 

 4.1 構造強度評価方法 

取水槽水位計の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

にて設定している方法を用いて実施する。 

取水槽水位計の強度評価は，「3. 評価対象部位」に示す評価部位に対し，「4.2 荷重及び

荷重の組合せ」及び「4.3 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，

「4.5 計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

 4.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の種類及び荷重の組合せに関して以下に示す。 

  4.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 

   (1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，貫通軸上の貫通物（配管等を示す。以下同じ。）の質量及び内容物の

質量を考慮する。 
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   (2) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すと

おり，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力（動水圧含む。）とする。 

 

    a. 余震による地震力 

     (a) 貫通物による余震荷重 

貫通物からモルタルに作用する荷重として，支持構造物間の固定荷重及び地震力を

考慮する。図 4－1にモルタルへの付着方向の地震力（余震荷重）の作用図を示す。 

また，貫通物は柔構造となる場合があることから，貫通物の設置場所における床応

答スペクトルを用いて設計震度を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 4－1 モルタルへの付着方向の余震荷重作用図 

 

     (b) 評価において考慮する貫通部 

評価においては，(a)に基づく余震荷重と貫通物を考慮して算出する。 

 

     (c) モルタルに作用する付着荷重 

モルタルに作用する余震による付着荷重については，(a)に示す支持構造物間の貫

通物に作用する余震荷重から算出する。 

 

    b. 余震による動水圧 

慣性力として津波による静水頭が余震を受けて慣性力となる分を考慮する。 

Ｐsd ＝ ｈ・ρ・ɡ・Ｃv  

Ｐsd：余震による慣性力 

ｈ ：貫通部位置における水圧作用高さ 

Ｃv：余震による鉛直方向の設計震度 

  

貫通物 
ＦStotal 

貫通物直近の 

支持構造物 質量を考慮する範囲 

貫通物直近の 

支持構造物 

床 

モルタル 
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    c. 突き上げ津波荷重 

突き上げ荷重として津波による水圧を考慮する。 

Ｐt ＝ 1/2・ＣD・ρ・Ｕ2＋ρ・ɡ・ｈ 

Ｐt：突き上げ荷重 

ＣD：抗力係数（＝2.01） 

Ｕ ：モルタルに加わる流体の流速（＝1.5m/s） 

 

  4.2.2 荷重の組合せ 

取水槽水位計の荷重の組合せを表 4－1に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 荷重の組合せ＊ 

浸水防護施設 

(津波監視設備) 
取水槽水位計 Ｇ＋Ｐｔ＋ＫＳｄ 

注記＊：Ｇは固定荷重，Ｐtは突き上げ荷重，ＫＳｄは弾性設計用地震動Ｓｄによる余震荷重（慣

性力Ｐsd）を示す。 

 

 4.3 許容限界 

  (1) モルタル 

評価部位の許容値は，コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会 2002

年制定）に規定される許容限界を用いる。 

取水槽水位計の許容限界を表 4－2，許容限界評価条件を表 4－3，許容限界算出結果を表 4

－4に示す。また，モルタルの施工例を図 4－2に示す。 
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表 4－2 取水槽水位計の許容限界（許容荷重） 

状態 
許容限界＊ 

付着荷重 

短期 ƒｓ 

注記＊：モルタルの許容限界は，コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会 

2002 年制定）によりモルタルの許容付着荷重 ƒｓ，モルタル付着強度 ƒ 'bok を算出す

る。モルタル圧縮強度 ƒ 'ck は設計値を用いる。また，貫通物の口径＝25A，モルタル

充填深さ L＝900mm とする。 

s ＝ 'bok ・ Ｓ ・ Ｌ / γc 

'
bok

 ＝ 0.28 ・ '
ck

2/3
 ・ 0.4 

 

表 4－3 取水槽水位計の許容限界評価条件 

評価部位 ƒ 'ｃｋ
＊ γc

＊ 

モルタル 32.3 1.3 

注記＊：ƒ ' ck：モルタル圧縮強度，γC：材料定数を示す。 

 

 

表 4－4 取水槽水位計の許容限界算出結果 

状態 評価部位 

許容限界 

付着荷重 

(kN) 

短期 モルタル 84 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 モルタルの施工例  

モルタル充てん深さ：Ｌ 

水圧 水圧 

モルタル 

モルタルせん断荷重（付着荷重） 

床 
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 4.4 設計用地震力 

取水槽水位計の強度評価に使用する弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力については，Ⅵ-2-

1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定した設計用床応答曲線を用いる。また，減衰

定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。取水槽水位計の強度

計算に用いる設計震度を表 4－5に示す。 

 

表 4－5 取水槽水位計の設計震度 

地震動 

設置場所及び 

床面高さ 

（mm） 

余震による設計震度*1 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ 

タービン地下１階 

T.M.S.L. 3500 

(T.M.S.L. 4900＊2) 

水平方向ＣH 2.33 

鉛直方向ＣV 2.72 

注記＊1：Ⅵ-2-10-2-4-3(2)「バブラー管の耐震性についての計算書」の固有周期 に

対応した加速度を設計震度とした。 

＊2：設置場所の一階層上の基準床レベルを示す。 

 

 4.5 計算方法 

  4.5.1 モルタルの強度評価（荷重計算） 

   (1) 貫通物の反力により生じる荷重 

固定荷重及び地震時の貫通物の反力によりモルタルに生じる荷重は，次のとおり算出す

る。せん断荷重は，鉛直反力と貫通軸上の貫通物の質量から次のとおり算出する。 

ＦV ＝ Ｗ・ɡ・(1 ＋ ＣV) 

ＦS ＝ ＦV 

 

   (2) 合計荷重 

モルタルに発生する合計せん断荷重ＦStotalは次のとおり算出する。 

ＦStotal ＝ ＦS ＋ (Ｐt ＋ Ｐsd)・Ａ’  
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 4.6 計算条件 

 取水槽水位計の強度評価に関する荷重評価条件を表 4－6に示す。 

 

表 4－6 取水槽水位計の強度評価に関する荷重評価条件 

海水の密度 

ρ 

(kɡ/m3) 

貫通部位置における

水圧作用高さ 

ｈ 

(m) 

貫通物の支持間隔 

の質量 

Ｗ 

(kɡ) 

モルタルが水圧を 

受ける面積 

Ａ’ 

(m2) 

1030 6.4  0.032 

 

 

5. 評価結果 

取水槽水位計の強度評価結果を表 5－1に示す。取水槽水位計の発生荷重は，許容荷重以下であ

ることを確認した。 

 

表 5－1 取水槽水位計の浸水に対する強度評価結果 

評価部位 
発生荷重 

（kN） 

許容荷重 

（kN） 

モルタル 
せん断荷重 

（付着荷重） 
 84 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 12条及び第 54条

並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」に適合す

る設計とするため，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」に基づき設計する溢水防護

に関する施設が，溢水に対して構造健全性を有することを確認するための強度計算方針について

説明するものである。 

強度計算は，Ⅵ-1-1-9-1「溢水等による損傷防止の基本方針」に示す適用規格を用いて実施す

る。 

「７号機設備，6,7 号機共用」及び「5,6,7 号機共用」の水密扉と管理区域外伝播防止堰の強度

計算に関する説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽

原子力発電所第 7 号機の設計及び工事の計画の，Ⅴ-3-別添 3-2-2「水密扉の強度計算書（溢水）」，

Ⅴ-3-別添 3-2-4「止水堰の強度計算書」による。 

 

2. 強度評価の基本方針  

強度評価は，「2.1 評価対象施設」に示す施設を対象として，「4. 荷重及び荷重の組合せ並び

に許容限界」で示す溢水による荷重と組み合わすべき他の荷重による組合せ荷重又は応力が許容

限界内にあることを「5. 強度評価方法」に示す評価方法により，「6. 適用規格」に示す適用規

格を用いて確認する。 

 

2.1 評価対象施設 

Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」にて設定している溢水防護に関する施設を

強度評価の対象施設とし，表 2－1に示す。 

表 2－1では，強度評価の対象施設が，津波又は溢水のどちらの事象を防護するための施設で

あるかを明確に示す。また，表 2－1に示す施設のうち，津波防護に係る浸水防止設備を兼ねる

ものは，溢水事象の静水圧（屋外タンク破損による溢水及び地下水）に，津波事象の荷重とし

て余震荷重等を考慮し強度評価することから，津波事象における強度評価に包絡できるため，

これらの計算書は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」にて示

す。 
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表 2－1 強度計算の対象施設と防護する事象 

強度計算の対象施設 
事象 

津波 溢水 

水
密
扉 

B 系原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 ○ ○ 

A 系原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 ○ ○ 

タービン建屋地下中 2階南西階段室 水密扉 ○ ○ 

タービン建屋地下中 2階北西階段室 水密扉 ○ ○ 

計装用圧縮空気系・所内用圧縮空気系空気圧縮機室 水密扉 1 ○ ○ 

計装用圧縮空気系・所内用圧縮空気系空気圧縮機室 水密扉 2 ○ ○ 

循環水系配管メンテナンス室 水密扉 1 ○ ○ 

循環水系配管メンテナンス室 水密扉 2 ○ ○ 

タービン建屋地下 2階北西階段室 水密扉 ○ ○ 

タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 ○ ○ 

C 系原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 ○ ○ 

建屋間連絡水密扉（タービン建屋地下 2階～配管トレンチ） ○ ○ 

建屋間連絡水密扉（タービン建屋地下 2階～廃棄物処理建屋地

下 3階） 
○ ○ 

循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 水密扉 1 ○ ○ 

循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 水密扉 2 ○ ○ 

上記以外の水密扉 － ○ 

水密扉付止水堰 － ○ 

溢水伝播防止堰 － ○ 

管理区域外伝播防止堰 － ○ 

床ドレンライン浸水防止治具（タービン建屋） ○ ○ 

床ドレンライン浸水防止治具（原子炉建屋，コントロール建屋，廃棄物

処理建屋） 
－ ○ 

貫通部止水処置（タービン建屋） ○ ○ 

貫通部止水処置（原子炉建屋，コントロール建屋，廃棄物処理建屋） － ○ 

 

 

2.2 評価方針  

溢水防護に係る施設は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能

及び性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を達成するため，「2.1 評価対象施

設」で分類した施設ごとに，浸水防止に関する強度評価を実施する。 
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3. 構造強度設計 

「2.1 評価対象施設」で設定されている施設が，構造強度設計上の性能目標を達成するよう，

Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及び性能目標」で設定してい

る各施設が有する機能を踏まえて，構造強度の設計方針を設定する。 

各施設の構造強度の設計方針を設定し，想定する荷重及び荷重の組合せを設定し，それらの荷

重に対し，各施設の構造強度を維持するよう構造設計と評価方針を設定する。 

 

3.1 構造強度の設計方針 

Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及び性能目標」で設定し

ている構造強度上の性能目標を達成するための設計方針を「2.1 評価対象施設」ごとに示す。  

 

(1) 水密扉  

水密扉は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及び性能目

標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を踏まえ，発生を想定

する溢水による静水圧荷重に対して，主要な構造部材が構造健全性を維持する設計とする。 

 

(2) 水密扉付止水堰  

水密扉付止水堰は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及

び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を踏まえ，発

生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が

構造健全性を維持する設計とする。 

 

(3) 溢水伝播防止堰 

溢水伝播防止堰は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及

び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を踏まえ，発

生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が

構造健全性を維持する設計とする。 

 

(4) 管理区域外伝播防止堰 

管理区域外伝播防止堰は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求

機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を踏ま

え，管理区域内で発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，主要な構造部材が構造健

全性を維持する設計とする。 
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(5) 床ドレンライン浸水防止治具  

床ドレンライン浸水防止治具は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 

要求機能及び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を

踏まえ，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な

構造部材が構造健全性を維持する設計とする。  

 

(6) 貫通部止水処置  

貫通部止水処置は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及

び性能目標」の「3.1.3 性能目標」で設定している構造強度設計上の性能目標を踏まえ，発

生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，モルタル及び閉止板（鉄板，止水ダンパ（ジ

ャバッＳｈｕｔ）（以下，「止水ダンパ」という。））による施工は，止水性の維持を考慮して，

主要な構造部材が構造健全性を維持する設計とする。 

また，ブーツ及びシール材による施工は，止水性の維持を考慮して，有意な漏えいを生じ

ない設計とする。 

 

3.2 機能維持の方針  

Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 要求機能及び性能目標」で設定し

ている構造強度設計上の性能目標が達成されるよう，「3.1 構造強度の設計方針」に示す構造

を踏まえ，「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重条件を適切に考慮して，各施設

の構造設計及びそれを踏まえた評価方法を設定する。  

 

(1) 水密扉  

a. 構造設計  

水密扉は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び「4.1 荷重及び荷

重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。 

水密扉は，鋼製の板材を主体構造とし，周囲の開口部との間に設置した鋼製の扉枠を建

屋の床及び壁にアンカーボルトで固定し,支持する構造とする。 

また，作用する荷重については，面内及び面外方向から作用し，扉板，芯材，締付装置，

及び扉枠に伝わり，アンカーボルトを介して周囲の建屋の床及び壁に伝達する構造とする。  

水密扉の設置位置を表 3－2－1に示す。また，水密扉の構造計画を表 3－2－2に示す。 

 

b. 評価方針 

水密扉は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。  

水密扉は，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，水密扉の評価対象部位が，

おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する。  



 

5 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
1
 R
0
 

表 3－2－1 設置位置（水密扉）（1／16） 

 

 

配置図 

1 
サプレッションプール浄化系ポンプ，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換

器漏洩試験用ラック室 水密扉 

2 原子炉隔離時冷却系ポンプ・蒸気タービン室 水密扉 

3 高圧炉心注水系(B)ポンプ室 水密扉 

4 高圧炉心注水系(C)ポンプ室 水密扉 

5 残留熱除去系 ポンプ・熱交換器室 水密扉 

6 残留熱除去系 ポンプ・熱交換器室 水密扉 

7 残留熱除去系 ポンプ・熱交換器室 水密扉 

8 
水圧制御ユニット室，計装ラック，制御棒駆動機構マスターコントロー

ル室 水密扉 1 

9 
水圧制御ユニット室，計装ラック，制御棒駆動機構マスターコントロー

ル室 水密扉 2 

10 水圧制御ユニット室，計装ラック室 水密扉 1 

11 水圧制御ユニット室，計装ラック室 水密扉 2 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.－8200mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（2／16） 

 

 

配置図 

1 高圧代替注水系ポンプ室 水密扉 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.－1700mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（3／16） 

 

 

配置図 

1 原子炉建屋地下 1階 非常用電気品室 水密扉 

2 非常用電気品室 水密扉 

3 非常用電気品室 水密扉 

4  水密扉 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.4800mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（4／16） 

 

 

配置図 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（5／16） 

 

 

配置図 

1 燃料プール冷却浄化系熱交換器室，燃料プール冷却浄化系弁室 水密扉 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.18100mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（6／16） 

 

 

配置図 

1 非常用ディーゼル発電機(A)補機室 水密扉 

2 原子炉建屋地上 3 階南北連絡通路 水密扉 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.23500mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（7／16） 

 

 

配置図 

1 タービン建屋地下 2階北西階段室 水密扉 

2 タービン補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 

3 原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 

4 建屋間連絡水密扉（タービン建屋地下 2階～配管トレンチ） 

5 建屋間連絡水密扉（タービン建屋地下 2階～廃棄物処理建屋地下 3 階） 

6 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 水密扉 1 

7 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 水密扉 2 

 

 

 

 

  

タービン建屋 T.M.S.L.－5100mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（8／16） 

 

 

配置図 

1 タービン建屋地下中 2 階南西階段室 水密扉 

2 タービン建屋地下中 2 階北西階段室 水密扉 

3 計装用圧縮空気系・所内用圧縮空気系空気圧縮機室 水密扉 1 

4 計装用圧縮空気系・所内用圧縮空気系空気圧縮機室 水密扉 2 

5 循環水系配管メンテナンス室 水密扉 1 

6 循環水系配管メンテナンス室 水密扉 2 

 

タービン建屋 T.M.S.L.－1100mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（9／16） 

 

 

配置図 

1 原子炉補機冷却海水系ポンプ室 水密扉 1 

2 原子炉補機冷却海水系ポンプ室 水密扉 2 

3 原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 

4 タービン建屋地下 1階南西階段室 水密扉 

5 タービン建屋地下 1階北階段室 水密扉 

6 タービン建屋地下 1階北西階段室 水密扉 

7 原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 水密扉 

 

 

タービン建屋 T.M.S.L.4900mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（10／16） 

 

  

配置図 

1 非常用電気品室 水密扉 

2 タービン建屋地上 1階北西階段室 水密扉 

3 建屋間連絡水密扉（原子炉建屋地上 1 階～タービン建屋地上 1 階） 

4 
建屋間連絡水密扉（タービン建屋地上 1階～5 号機タービン建屋地上 1

階） 

5 建屋間連絡水密扉（タービン建屋地上 1階～廃棄物処理建屋地上 1 階） 

 

タービン建屋 T.M.S.L.12300mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（11／16） 

 

 

配置図 

1 6 号機常用電気品室 水密扉 

2 6 号機コントロール建屋地下 2階西階段室 水密扉 

3 6 号機換気空調補機非常用冷却水系冷凍機（B）（D）室 水密扉 

 

コントロール建屋 T.M.S.L.－2700mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（12／16） 

 

 

配置図 

1 6 号機計測制御電源盤区域（C）送風機室 水密扉 

 

コントロール建屋 T.M.S.L.1000mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（13／16） 

 

 

配置図 

 

1 6 号機コントロール建屋地下 1階空調ダクト，ケーブル処理室 水密扉 

2 6 号機計測制御電源盤区域（A）送・排風機室 水密扉 

 

コントロール建屋 T.M.S.L.6500mm 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（14／16） 

 

 

配置図 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（15／16） 

 

  

配置図 

1 フィルタベントエリア 水密扉 

 

フィルターベントエリア T.M.S.L.12000mm 

 

1 
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表 3－2－1 設置位置（水密扉）（16／16） 

 

  

配置図 

1 燃料移送ポンプエリア(B系)水密扉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料移送ポンプエリア T.M.S.L.12000mm 

 

1 

ｍ
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表 3－2－2 構造計画（水密扉）（1／1） 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

片開型の鋼製扉と

し,鋼製の扉板に

芯材を取付け,扉

に設置された締付

装置を鋼製の扉枠

に差し込み,扉と

扉枠を一体化させ

る構造とする。 

また,扉と躯体の

接続はヒンジを介

する構造とする。 

扉開放時において

は，ヒンジにより

扉が扉枠に固定さ

れ，扉閉止時にお

いては，締付装置

により扉と扉枠が

一体化する構造と

する。 

扉枠はアンカーボ

ルトにより躯体へ

固定する構造とす

る。 

 

 

 

 

 

 

アンカー 

ボルト 

ヒンジ 床面 

水密扉 

扉板 

扉枠 

芯材 

締付装置 

建屋 

(躯体) 

建屋 

(躯体) 

アンカーボルト 

扉板 

芯材 
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(2) 水密扉付止水堰  

a. 構造設計  

水密扉付止水堰は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び「4.1 荷

重及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。 

水密扉付止水堰は，水密扉部と止水堰部で構成される。 

水密扉部は,鋼製の板材を主体構造とし，周囲の開口部との間に設置した鋼製の扉枠を

建屋の床及び壁にアンカーボルトで固定し,支持する構造とする。 

止水堰部の鋼製堰は，鋼製板，芯材及びアンカーボルトを主体構造とし，既設コンクリ

ートを基礎として，アンカーボルトで固定し支持する構造とする。 

水密扉部に作用する荷重については，面内及び面外方向から作用し，扉板，芯材，締付

装置，及び扉枠に伝わり，アンカーボルトを介して周囲の建屋の床及び壁に伝達する構造

とする。 

止水堰部に作用する荷重については，鋼製堰に作用し，アンカーボルトを介し，既設コ

ンクリートに伝達する構造とする。 

水密扉付止水堰の設置位置を表 3－2－3に示す。また，水密扉付止水堰の構造計画を表

3－2－4に示す。 

 

b. 評価方針 

水密扉付止水堰は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。  

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，水密扉付止水堰の評価対象部位に作用

する応力が，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する。 
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表 3－2－3 設置位置（水密扉付止水堰）（1／2） 

 

 

配置図 

1 原子炉建屋地上 4 階（R5R6-RFRG） 水密扉付止水堰 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.31700mm 
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表 3－2－3 設置位置（水密扉付止水堰）（2／2） 

 

 

配置図 

1 タービン建屋地上 1階(T4-TBTC) 水密扉付止水堰 

2 タービン建屋地上 1階(T7-TBTC) 水密扉付止水堰 

 

タービン建屋 T.M.S.L.12300mm 

１ 
２ 
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表 3－2－4 構造計画（水密扉付止水堰）（1／1） 

計画の概要 

主体構造 

水密扉部は，片開型の鋼製扉とし，鋼製の扉板に芯材を取付け，扉に設置された締
付装置を鋼製の枠材(囲い型)に差込み，扉と枠材(囲い型)を一体化させる構造とす
る。また，扉と枠材(囲い型)の接続はヒンジを介する構造とする。 

止水堰部は，鋼製板，芯材（水平材，鉛直材），枠材(門型，囲い型)及びアンカー
ボルトにて構成する。 

支持構造 

水密扉部は，扉開放時においては，ヒンジにより扉が枠材(囲い型)に固定され，扉

閉止時においては，締付装置により扉と枠材(囲い型)が一体化する構造とする。 

止水堰部は，鋼製板を芯材（水平材，鉛直材）が支持し，枠材(門型)で固定するも
のとし，枠材(門型，囲い型)をアンカーボルトにより躯体へ固定する構造とする。 

概略構造図 

 

 

 

 

 

 

 

立面図 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

芯材（水平材） 枠材(囲い型) 枠材(門型) 扉板鋼製板 芯材（鉛直材） 

水密扉部 枠材(門型)止水堰部

アンカーボルト 枠材(囲い型) 

芯材（鉛直材） 枠材(門型) 
Ａ 

Ａ 鋼製板 枠材(門型) 
水密扉部 

止水堰部 
扉板 

アンカーボルト

ヒンジ 

締付装置部 

扉板 

枠材(囲い型) 

水密扉部立面図 

芯材 

扉板 

Ａ-Ａ断面図 

枠材 

（囲い型） 

枠材 

（門型） 
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(3) 溢水伝播防止堰 

a. 構造設計  

溢水伝播防止堰は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び「4.1 荷

重及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。  

溢水伝播防止堰は，鋼製堰及び鉄筋コンクリート製堰に分類できる。  

溢水伝播防止堰のうち鋼製堰は，鋼製板，芯材及びアンカーボルト等を主体構造とし，

既設コンクリートを基礎として，アンカーボルトで固定し支持する構造とする。また，作

用する荷重については，鋼製堰に作用し，アンカーボルトを介し，既設コンクリートに伝

達する構造とする。 

溢水伝播防止堰のうち鉄筋コンクリート製堰は，鉄筋コンクリート及びアンカー筋を主

体構造とし，既設コンクリートを基礎として，アンカー筋で固定し，支持する構造とする。

また，作用する荷重については，鉄筋コンクリート製の堰に作用し，アンカー筋を介し，

既設コンクリートに伝達する構造とする。 

溢水伝播防止堰の設置位置を表 3－2－5に示す。また，溢水伝播防止堰の構造計画を表

3－2－6に示す。 

 

b. 評価方針  

溢水伝播防止堰は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。  

溢水伝播防止堰は，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，溢水伝播防止堰の

評価対象部位に作用する応力が，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する。 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（1／15） 

 

 

配置図 

1 原子炉建屋地下 2 階（R1R2-RDRE）通路 止水堰 

2 
原子炉建屋地下 2 階（R3R4-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒 

駆動機構補修室 止水堰 

3 
原子炉建屋地下 2 階（R4R5-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒 

駆動機構補修室 止水堰 

4 原子炉建屋地下 2 階（R6R7-RDRE）通路 止水堰 

5 原子炉建屋地下 2 階（R4R5-RARB）制御棒駆動機構配管室 止水堰 

6 原子炉建屋地下 2 階（R5R6-RBRC）通路 止水堰 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.－1700mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（2／15） 

 

配置図 

1 
原子炉建屋地下 1 階（R1R2-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅳ）計装ラック室  

止水堰 

2 
原子炉建屋地下 1 階（R1R2-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅱ）計装ラック室  

止水堰 

3 
原子炉建屋地下 1 階（R6R7-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅰ）計装ラック室  

止水堰 

4 
原子炉建屋地下 1 階（R6R7-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅲ）計装ラック室  

止水堰 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.4800mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（3／15） 

 

配置図 

1 原子炉建屋地下中 1階（R2R3-RARB）通路 止水堰 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.8500mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（4／15） 

 

配置図 

1 原子炉建屋地上 1階（R1R2-RBRC）通路 止水堰 

2 
原子炉建屋地上 1階（R1R2-RCRD）ほう酸水注入系・電気ペネ室  

止水堰 

3 原子炉建屋地上 1階（R2R3-RBRC）原子炉冷却材浄化系弁室 止水堰 

4 原子炉建屋地上 1階（R3R4-RFRG）電気ペネ室 止水堰 

5 
原子炉建屋地上 1階（R4R5-RFRG）可燃性ガス濃度制御系エアロック室 

止水堰 

6 原子炉建屋地上 1階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

7 
原子炉建屋地上 1階（R5R6-RBRC）原子炉補機冷却水系・不活性ガス系・

電気ペネ室 止水堰 

 原子炉建屋 T.M.S.L.12300mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（5／15） 

 

配置図 

1 
原子炉建屋地上 2 階（R1R2-RFRG）非常用ディーゼル発電機（B）非常用

送風機室 止水堰 

2 原子炉建屋地上 2 階（R2R3-RFRG）通路 止水堰 

3 原子炉建屋地上 2 階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

4 
原子炉建屋地上 2 階（R5R6-RARB）主蒸気系トンネル室，配管ペネ室  

止水堰 

5 原子炉建屋地上 2 階（R5R6-RDRE）電気ペネ室 止水堰 

6 原子炉建屋地上 2 階（R6R7-RBRC）通路 止水堰 

 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.18100mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（6／15） 

 

配置図 

1 原子炉建屋地上 3階（R2R3-RBRC）非常用ガス処理系室 止水堰 

2 原子炉建屋地上 3階（R2R3-RCRD）非常用ガス処理系室 止水堰 

3 
原子炉建屋地上 3階（R2R3-RFRG）格納容器内雰囲気モニタ系(B)室  

止水堰 

4 原子炉建屋地上 3階（R3R4-RARB）通路 止水堰 

5 原子炉建屋地上 3階（R4R5-RARB）通路 止水堰 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.23500mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（7／15） 

 

配置図 

1 原子炉建屋地上中 3階（R4-RFRG）通路 止水堰 

2 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RCRD）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室 

止水堰 

3 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RDRE）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室 

止水堰 1 

4 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RDRE）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室 

止水堰 2 

5 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RBRC）非常用ディーゼル発電機(A)区域 

送風機室 止水堰 

6 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RERF）非常用ディーゼル発電機(C)区域 

送風機室 止水堰 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.27200mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（8／15） 

 

配置図 

1 
原子炉建屋地上 4階（R1R2-RERF）原子炉内蔵型再循環ポンプ点検室  

止水堰 

2 原子炉建屋地上 4階（R2R3-RARB）オペレーティングフロア 止水堰 

3 原子炉建屋地上 4階（R2R3-RDRE）オペレーティングフロア 止水堰 

4 
原子炉建屋地上 4階（R6R7-RDRE）原子炉補機冷却水系(C)サージタンク

室 止水堰 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.31700mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（9／15） 

 

 

配置図 

1 
タービン建屋地下 1階（T7T8-TCTD） 原子炉補機冷却水系熱交換器・

ポンプ室 止水堰 

2 
タービン建屋地下 1階（T8T9-TATB） 原子炉補機冷却水系熱交換器・

ポンプ室 止水堰 

3 
タービン建屋地下 1階（T8T9-TCTD） 原子炉補機冷却水系熱交換器・

ポンプ室 止水堰 

4 タービン建屋地下 1階（T6T7-TJTK）通路 止水堰 

 

タービン建屋 T.M.S.L.4900mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（10／15） 

 

配置図 

1 タービン建屋地上 1階（T2T3-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

2 
タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 

止水堰 1 

3 
タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 

止水堰 2 

4 
タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 

止水堰 3 

5 タービン建屋地上 1階（T3T4-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

6 タービン建屋地上 1階（T3T4-TCTD）南階段室 止水堰 

7 タービン建屋地上 1階（T7T8-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

8 タービン建屋地上 1階（T7T9-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

9 タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）北階段室 止水堰 

10 
タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）原子炉補機冷却海水系配管室， 

空調ダクト室 止水堰 

11 タービン建屋地上 1階（T1T2-TCTD）南西階段室 止水堰 

12 タービン建屋地上 1階（T2T3-TCTD）南西階段室 止水堰 

 

タービン建屋 T.M.S.L.12300mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（11／15） 

 

 

配置図 

1 タービン建屋地上 2階（T7T8-TCTD）北西階段室 止水堰 

2 タービン建屋地上 2階（T2T3-TCTD）南西階段室 止水堰 

3 タービン建屋地上 2階（T7T8-TBTC）主油タンクメンテナンス室 止水堰 

4 タービン建屋地上 2階（T8T9-TCTD）主油タンクメンテナンス室 止水堰 

 

タービン建屋 T.M.S.L.20400mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（12／15） 

 

 

配置図 

1 6 号機コントロール建屋地下 2階（C3C4-CCCD）常用電気品室 止水堰 

 

コントロール建屋 T.M.S.L.－2700mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（13／15） 

 

配置図 

1 
6 号機コントロール建屋地下中 2階（C4C5-CBCC）常用電気品区域 

送・排風機室 止水堰 1 

2 
6 号機コントロール建屋地下中 2階（C4C5-CBCC）常用電気品区域 

送・排風機室 止水堰 2 

3 
6 号機コントロール建屋地下中 2階（C3C4-CBCC）空調ダクト， 

ケーブル処理室 止水堰 

 

コントロール建屋 T.M.S.L.1000mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（14／15） 

 

 

配置図 

1 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CBCC）計測制御電源盤区域(A) 

送・排風機室 止水堰 

2 
6 号機コントロール建屋地下１階（C4C5-CBCC）計測制御電源盤区域(A) 

送・排風機室 止水堰 

3 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CCCD）区分Ⅰ計測制御用電源盤

室 止水堰 

4 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CDCE）区分Ⅳ計測制御用電源盤

室 止水堰 

5 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CECF）区分Ⅱ計測制御用電源盤

室 止水堰 

6 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CFCG）区分Ⅲ計測制御用電源盤

室 止水堰 

 

コントロール建屋 T.M.S.L.6500mm 
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表 3－2－5 設置位置（溢水伝播防止堰）（15／15） 

 

 

配置図 

1 廃棄物処理建屋地下 1階（RW6RW7-RWBRWC）通路 止水堰 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

廃棄物処理建屋 T.M.S.L.6500mm 
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表 3－2－6 構造計画(溢水伝播防止堰）（1／4） 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

鋼
製
堰
（
Ｌ
型
） 

 鋼製板又はＨ

形鋼及びアン

カーボルトに

て構成する。 

鋼製板又は

Ｈ形鋼を床

面にアンカ

ーボルトに

て固定する。 

 

 

 

 

 

Ａ 

Ａ 

アンカーボルト 

アンカーボルト 

鋼製板 アンカーボルト 

鋼製板 

Ａ-Ａ断面図 

平面図 

立面図 
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表 3－2－6 構造計画(溢水伝播防止堰）(2／4） 

 

 

 

  

計画の概要 

鋼製堰（落し込み型） 

主体構造 鋼製板，枠材，Ｈ形鋼及びアンカーボルトにて構成する。 

支持構造 
鋼製板を取付けた枠材を固定したＨ形鋼をコンクリート躯体にアンカーボルトに
て固定する。 

概略構造図 

 

 

 

 

 

 立面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠材 鋼製板Ａ 

Ａ 
アンカーボルト 
 

Ｈ形鋼 

 

鋼製板 
枠材 

アンカーボルト 

Ａ-Ａ断面図 

Ｈ形鋼 
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既設コンクリート床面 

(既存躯体) 

表 3－2－6 構造計画(溢水伝播防止堰）(3／4） 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
堰(

一
段) 

コンクリート,

主筋(横筋)及び

アンカー筋によ

り構成する。 

堰を既設コン

クリート床面

にアンカー筋

で固定する。 

 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
堰(

二
段
以
上) 

コンクリート,

主筋 (縦筋 ,横

筋)及びアンカ

ー筋により構成

する。 

堰を既設コン

クリート床面

にアンカー筋

で固定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：鉄筋のうち，既存躯体に埋め込まれた部分をアンカー筋，堰に

敷設した部分を縦筋と定義する。 

コンクリート 

堰 

横筋 
アンカー筋 

▽堰天端 

▽設置レベル 

堰 

横筋 ▽堰天端 

▽設置レベル 

コンクリート 

縦筋＊ 

アンカー筋＊ 
既設コンクリート床面 

(既存躯体) 
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表 3－2－6 構造計画(溢水伝播防止堰）(4／4） 

 

 

 

 

構造図（鋼板組合せ堰） 

 

 

 

  

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

鋼
板
組
合
せ
堰 

止水板，梁材，柱

材，ベースプレ

ート及びアンカ

ーボルトにて構

成する。 

鋼材で補強し

た止水板を床

面及び必要に

応じ壁面にア

ンカーボルト

にて固定する。 

下の構造図参照  

止水板 
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(4) 管理区域外伝播防止堰  

a. 構造設計 

管理区域外伝播防止堰は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び「4.1 

荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。 

管理区域外伝播防止堰は，鋼製堰及び鉄筋コンクリート製堰に分類できる。 

管理区域外伝播防止堰のうち鋼製堰は，鋼製板，ハンドル，柱，アンカーボルト及びイ

ンサートボルト等を主体構造とし，既設コンクリートを基礎として，アンカーボルト及び

インサートボルトで固定し支持する構造とする。また，作用する荷重については，鋼製堰

に作用し，柱を介してアンカーボルト及びインサートボルトにより既設コンクリートに伝

達する構造とする。 

管理区域外伝播防止堰のうち鉄筋コンクリート製堰は，鉄筋コンクリート及びアンカー

筋を主体構造とし，既設コンクリートを基礎として，アンカー筋で固定し，支持する構造

とする。また，作用する荷重については，鉄筋コンクリート製の堰に作用し，アンカー筋

を介し，既設コンクリートに伝達する構造とする。 

管理区域外伝播防止堰の設置位置を表 3－2－7に示す。また，管理区域外伝播防止堰の

構造計画を表 3－2－8に示す。 

 

b. 評価方針  

管理区域外伝播防止堰は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。  

管理区域外伝播防止堰は，発生を想定する溢水による静水圧荷重に対して，管理区域外

伝播防止堰の評価対象部位に作用する応力がおおむね弾性状態にとどまることを計算によ

り確認する。 
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表 3－2－7 設置位置(管理区域外伝播防止堰)（1／2） 

 

 

 

配置図 
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表 3－2－7 設置位置(管理区域外伝播防止堰)（2／2） 

 

 

配置図 

1 タービン建屋地上１階（T1T2-TATB）大物搬出入口 止水堰 

2 タービン建屋地上１階（T8T9-TBTC）レイダウンスペース 止水堰 

 

タービン建屋 T.M.S.L.12300mm 
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表 3－2－8 構造計画(管理区域外伝播防止堰)（1／2） 

計画の概要 

鋼製堰（落し込み型） 

主体構造 鋼製板，ハンドル，柱，アンカーボルト及びインサートボルトにて構成される。 

支持構造 
鋼製板はハンドルで柱に固定され，アンカーボルト及びインサートボルトにより既
設コンクリートに固定する。 

概略構造図 

 

 

 

インサートボルト 

柱 ハンドル 

鋼製板 

鋼製板 

インサートボルト 

Ａ インサートボルト

 

Ｂ部 

鋼製板

柱 ハンドル 

Ａ-Ａ断面図 

Ｂ部詳細平面図 

鋼製板 
ハンドル 

Ｃ部詳細断面図 

立面図 

Ｃ部 

Ａ 

アンカーボルト 
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表 3－2－8 構造計画(管理区域外伝播防止堰)（2／2） 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
堰 

コンクリート,

主筋(横筋)及び

アンカー筋によ

り構成する。 

堰を既設コン

クリート床面

にアンカー筋

で固定する。 

 

コンクリート 

堰 

横筋 
アンカー筋 

▽堰天端 

▽設置レベル 

既設コンクリート床面 

(既存躯体) 
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(5) 床ドレンライン浸水防止治具  

a. 構造設計  

床ドレンライン浸水防止治具は，フロート式治具，スプリング式治具，閉止キャップ及

び閉止栓があり，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び「4.1 荷重及

び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。  

フロート式治具は，弁本体，フロート及びフロートガイドを主体構造とし，荷重が作用

した場合でもフロート式治具が動かないように床面設置の床ドレン配管のねじ切り部に直

接ねじ込み固定する構造若しくは，台座と取付金具を接着剤で取付け，本体フランジに取

付金具をボルトにて固定し，支持する構造とする。また，作用する荷重は，フロート式治

具に作用し，ねじ込み又は接着剤で固定した部分を介して建物内の床面に伝達する構造と

する。 

スプリング式治具は，弁本体，弁体及び弁体を弁座に導くガイドを主体構造とし，荷重

が作用した場合でもスプリング式治具が動かないように床面設置の床ドレン配管のねじ切

り部に直接ねじ込み固定する構造若しくは，台座と取付金具を接着剤で取付け，本体フラ

ンジに取付金具をボルトにて固定し，支持する構造とする。また，作用する荷重は，スプ

リング式治具に作用し，ねじ込み又は接着剤で固定した部分を介して建物内の床面に伝達

する構造とする。 

閉止キャップは，閉止キャップを主体構造とし，荷重が作用した場合でも閉止キャップ

が動かないように床面設置の床ドレン配管にねじ込み固定し，支持する構造とする。また，

作用する荷重は，閉止キャップに作用し，ねじ込みで固定した部分を介して建物内の床面

に伝達する構造とする。 

閉止栓は，閉止栓を主体構造とし，荷重が作用した場合でも閉止栓が動かないように床

面設置の床ドレン配管にゴムの圧着により固定し，支持する構造とする。また，作用する

荷重は，閉止栓に作用し，ゴムの圧着で固定した部分を介して建物内の床面に伝達する構

造とする。 

床ドレンライン浸水防止治具の設置位置を表 3－2－9に示す。また，構造計画を表 3－2

－10 に示す。 

 

b. 評価方針  

床ドレンライン浸水防止治具は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。 

床ドレンライン浸水防止治具は発生を想定する溢水による静水圧に対して，床ドレンラ

イン浸水防止治具の評価対象部位に作用する応力がおおむね弾性状態にとどまることを確

認する。 

 

 

 

 

 

 



 

52 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-2
-
1
 R
0
 

表 3－2－9 設置位置(床ドレンライン浸水防止治具) 

 

 

設置位置図 

 

建屋名称＊ 設置階 

原子炉建屋 

地下 3階 T.M.S.L.－8200mm 

地下 2階 T.M.S.L.－1700mm 

タービン建屋 

地下 2階 T.M.S.L.－5100mm 

地下中 2階 T.M.S.L.－1100mm 

地下 1階 T.M.S.L.4900mm 

コントロール建屋 

地下 2階 T.M.S.L.－2700mm 

地下中 2階 T.M.S.L.1000mm 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 T.M.S.L.－6100mm 

地下 1階 T.M.S.L.6500mm 

注記＊：建屋外周エリアを含む 
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表 3－2－10 構造計画(床ドレンライン浸水防止治具)（1/3） 

計画の概要 
概略構造図 

型式 主体構造 支持構造 

フ
ロ
ー
ト
式
治
具 

外
ね
じ
取
付
型 

弁座を含む弁本

体，弁体であるフ

ロート及びフロ

ートを弁座に導

くフロートガイ

ドで構成する。 

配管のねじ

切り部に直

接ねじ込み

固定とする。 

 

内
ね
じ
取
付
型 

 

フ
ラ
ン
ジ
取
付
型 

台座と取付

金具を接着

剤で固定し，

本体フラン

ジと取付金

具をボルト

で固定する。 

 

 

 

 

 

  

弁本体 

取付金具 

弁座 

フロート 

フロートガイド 

既設配管 

台座 

フロート 

弁座 

弁本体 

フロートガイド 

ねじ切り部 

既設配管 

弁座 

フロート 

弁本体 

フロートガイド 

ねじ切り部 

 既設配管 



 

54 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
1
 R
0
 

表 3－2－10 構造計画(床ドレンライン浸水防止治具)（2/3） 

 

 

型式 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

ス
プ
リ
ン
グ
式
治
具 

外
ね
じ
取
付
型 

弁座を含む弁本

体，弁体，弁体を弁

座に導くガイド，

ばねが内挿される

ばねガイドで構成

する。 

配管のねじ切り部

に直接ねじ込み固

定とする。 

 

内
ね
じ
取
付
型 

 

フ
ラ
ン
ジ
取
付
型 

台座と取付金具を

接着剤で固定し，本

体フランジと取付

金具をボルトで固

定する。 

 弁体  取付金具 
 弁座 

 弁本体 

台座 

既設配管 

ガイド 

ばねガイド 

ばね 

 弁体 弁座 

弁本体 

既設配管 ばねガイド 

ガイド 

ばね 

ねじ切り部 

ガイド  弁体 弁座 
弁本体 

ばねガイド 

ばね 

既設配管 

ねじ切り部 
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表 3－2－10 構造計画(床ドレンライン浸水防止治具)（3/3） 

 

型式 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

閉
止
キ
ャ
ッ
プ 

閉止キャップで

構成する。 
配管にねじ込

み固定する。 

 

閉
止
栓 

閉止栓で構成す

る。 
ゴムの圧着に

より固定する。 

 

閉止キャップ 

ねじ切り

既設配管

Oリング又はパッキン 

ゴムリング 

閉止栓 

ボルト 

既設配管 



 

56 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-2
-
1
 R
0
 

(6) 貫通部止水処置  

a. 構造設計  

貫通部止水処置は，「3.1 構造強度の設計方針」で設定している設計方針及び「4.1 荷

重及び荷重の組合せ」で設定している荷重を踏まえ，以下の構造とする。  

貫通部止水処置は，建屋内の壁又は床面の貫通口と貫通物の隙間をシール材，ブーツ，

閉止板（鉄板，止水ダンパ）及びモルタルにより止水する構造とする。 

なお，シール材をケーブルトレイ貫通部の止水に用いる場合は，シール材が型崩れしな

いように金属ボックスをアンカーボルトで壁・床面に固定し，金属ボックスにシール材を

充填，もしくは塗布する。 

また，作用する荷重については，受圧面へ全面的に作用した場合に，止水処置部全体へ

伝達する構造とする。 

貫通部止水処置の設置位置を表 3－2－11 に示す。また，構造計画を表 3－2－12 に示す。

なお，貫通部止水処置の選定については，図 3－1に示す貫通部止水処置の選定フローによ

る。  

 

b. 評価方針  

貫通部止水処置は，「a. 構造設計」を踏まえ，以下の強度評価方針とする。  

シール材，ブーツ及び閉止板（止水ダンパ）による止水処置については，発生を想定す

る溢水による静水圧荷重に対し，有意な漏えいが生じないことを確認する。 

閉止板（鉄板，止水ダンパ）及びモルタルによる止水処置については，発生を想定する

溢水による静水圧荷重に対し，おおむね弾性状態にとどまることを確認する。 

ケーブルトレイ金属ボックスによる止水処置については，発生を想定する溢水による静

水圧荷重に対し，金属ボックスに有意な漏えいが生じないこと及びアンカーボルトがおお

むね弾性状態にとどまることを確認する。 
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表 3－2－11 設置位置（貫通部止水処置)（1／13） 

 

配置図 

 

タービン建屋 T.M.S.L.－1100mm 

タービン建屋 T.M.S.L.－5100mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（2／13） 

 

配置図 

 

 

タービン建屋 T.M.S.L.4900mm 

タービン建屋 T.M.S.L.12300mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（3／13） 

 

配置図 

 

 

タービン建屋 T.M.S.L.17000mm 

タービン建屋 T.M.S.L.20400mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（4／13） 

 

 

配置図 

 

 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 

原子炉建屋 T.M.S.L.－8200mm 

原子炉建屋 T.M.S.L.－1700mm 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（5／13） 

 

配置図 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.4800mm 

原子炉建屋 T.M.S.L.8500mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（6／13） 

 

配置図 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.18100mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 

原子炉建屋 T.M.S.L.12300mm 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（7／13） 

 

配置図 

 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.23500mm 

原子炉建屋 T.M.S.L.27200mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（8／13） 

 

配置図 

 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.31700mm 

コントロール建屋 T.M.S.L.－2700mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（9／13） 

 

配置図 

 

 

コントロール建屋 T.M.S.L.1000mm 

コントロール建屋 T.M.S.L.6500mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（10／13） 

 

配置図 

 

 

コントロール建屋 T.M.S.L.9050mm 

コントロール建屋 T.M.S.L.12300mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（11／13） 

 

配置図 

 

 

廃棄物処理建屋 T.M.S.L.－6100mm 

廃棄物処理建屋 T.M.S.L.－1100mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（12／13） 

 

配置図 

 

 

廃棄物処理建屋 T.M.S.L.6500mm 

廃棄物処理建屋 T.M.S.L.12300mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－11 設置位置(貫通部止水処置)（13／13） 

 

配置図 

 

 

廃棄物処理建屋 T.M.S.L.20400mm 

    ：貫通部止水処置を実施する壁面 
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表 3－2－12 構造計画(貫通部止水処置)（1／3） 

 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

充填タイプのシ

ール材にて構成

する。 

貫通部の開口部にシー

ル材を充填する。施工時

は液状であり，反応硬化

によって所定の強度を

有する構造物が形成さ

れ，貫通部内面及び貫通

物外面と一定の付着力

によって接合する。 

 

シール材が型崩れしな

いよう金属ボックスを

アンカーボルトで壁・床

面に固定し，金属ボック

スにシール材を充填，も

しくは塗布する。 

シール材は，施工時は液

状であり，反応硬化によ

って所定の強度を有す

る構造物が形成される。 

 

コーキングタイ

プのシール材に

て構成する。 

貫通部の開口部と貫通

部のすき間にコーキン

グする。施工時は液状で

あり，反応硬化によって

所定の強度を有する構

造物が形成され，鉄板及

び貫通物外面と一定の

付着力によって接合す

る。 

 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 



 

71 

K
6
 
①

 Ⅵ
-
3-
別
添

3
-2
-
1
 R
0
 

表 3－2－12 貫通部止水処置の構造計画（2／3） 

 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

モルタルにて構

成する。 

貫通部の開口部にモ

ルタルを充填し，硬

化後は貫通部内面及

び貫通物外面と一定

の付着力によって接

合する。 

 

ブーツと締付け

バンドにて構成

する。 

高温配管の熱膨張変

位及び地震時の変位

を吸収できるよう伸

縮性ゴムを用い，壁

面又は床面に溶接し

た取付用座と配管を

締付けバンドにて締

結する。 

 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 
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表 3－2－12 貫通部止水処置の構造計画（3／3） 

 

 

 

  

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

鉄板にて閉止す

る構成とする。 

開口部に鉄板を挿入

し，溶接によって接

合する。 

 

閉止板を内包す

る止水ダンパに

て構成する。 

止水ダンパは壁面に

アンカーボルトで固

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

水圧方向 

水圧方向 
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図 3－1 貫通部止水処置の選定フロー 

 

 

 

 

 

 

貫通部止水処置 

ブーツ 
（配管の熱膨張変位を吸収可能） 

シール材 
（ケーブル間の狭隘部まで止水が可能） 

シール材，モルタル若しくはブーツ又は閉止板 
（貫通部の隙間の大きさや施工性を考慮して選定する。） 

配管の変位量が 25ｍｍ以上か？ 
Yes 

No 

電線管内又はケーブルトレイ内の

止水処置か？ 

Yes 

No 
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4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界  

溢水防護に係る施設の強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せを以下の「4.1 荷重及び荷重

の組合せ」に，許容限界を「4.2 許容限界」に示す。 

 

4.1 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の種類 

a. 自重（Ｄ） 

常時作用する荷重は，自重とする。 

 

b. 溢水による静水圧荷重（Ｐｈ） 

発生を想定する溢水による静水圧荷重は，各施設の設置位置における溢水水位から算出

した施設の溢水水位を用いて設計用の静水圧荷重（動水圧は考慮しない）として算出する。 

 

(2) 荷重の組合せ 

溢水防護に係る施設の強度評価では，発生を想定する溢水による静水圧荷重（Ｐｈ）を考

慮する。 

 

表 4－1 溢水防護に係る施設の荷重の組合せ 

評価対象施設 
自重 

（Ｄ） 

静水圧荷重 

（Ｐｈ） 

水密扉 － ○ 

水密扉付止水堰 － ○ 

溢水伝播防止堰 － ○ 

管理区域外伝播防止堰 － ○ 

床ドレンライン 

浸水防止治具 
〇 ○ 

貫通部止水処置 ○ ○ 
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a. 溢水による静水圧荷重（Ｐｈ） 

溢水による静水圧荷重（Ｐｈ）は，次式を用いて算出する。なお，荷重の算出に用いる 

密度（ρ）は，想定される溢水源から純水又は海水とする。 

溢水による静水圧荷重の説明図を図 4－1に，強度評価に用いる溢水の密度を表 4－2に

示す。 

 

Ｐｈ＝ρ・ｇ・ｈ・10-3 

 

図 4－1 溢水による静水圧荷重の説明図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 4－2 強度評価に用いる溢水の密度 

溢水の性状 溢水の密度(kg/m3) 

純水 1000 

海水 1030 
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4.2 許容限界  

許容限界は，溢水による静水圧荷重を考慮した施設ごとの構造強度設計上の性能目標及び機

能維持の評価方針を踏まえて，評価対象部位ごとに設定する。  

「4.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを含めた，施設ごとの

評価対象部位における許容限界を表 4－3に示す。  

各施設の許容限界の詳細は，各計算書で評価対象部位の機能損傷モードを踏まえ評価項目を

選定し，評価対象部位ごとに許容限界を設定する。  

 

4.2.1 施設ごとの評価対象部位における許容限界  

(1) 水密扉  

水密扉の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維持の評価方針を踏まえ評価 

対象部位ごとに設定する。 

 

a. 扉板，芯材及び締付装置部 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，扉板，芯材及び締付装置部が，おおむね弾性状態にとどまることを計算によ

り確認する評価方針としていることを踏まえ，「鋼構造設計規準-許容応力度設計法-

((社)日本建築学会,2005 改定)」を踏まえた短期許容応力度を許容限界として設定する。 

 

b. アンカーボルト  

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，アンカーボルトが，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する

評価方針としていることを踏まえ，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学

会，2010 改定）」に基づき算定し，許容限界として設定する。 

 

(2) 水密扉付止水堰 

a. 水密扉部 

(a) 扉板，芯材及び締付装置部 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計と

するために，扉板，芯材及び締付装置部の構造部材が，おおむね弾性状態にとどまる

ことを確認する評価方針としていることを踏まえ，「鋼構造設計規準-許容応力度設計

法-((社)日本建築学会,2005 改定)」を踏まえた短期許容応力度を許容限界として設定

する。 

 

(b) アンカーボルト 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計と

するために，アンカーボルトが，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方 
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針としていることを踏まえ，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，

2010 改定）」に基づき算定し，許容限界として設定する。 

 

b. 止水堰部 

(a) 鋼製板及び芯材 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計と

するために，鋼製板及び芯材の構造部材が，おおむね弾性状態にとどまることを確認

する評価方針としていることを踏まえ，「鋼構造設計規準-許容応力度設計法-((社)日

本建築学会,2005 改定)」を踏まえた短期許容応力度を許容限界として設定する。 

 

(b) アンカーボルト 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計と

するために，アンカーボルトが，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方

針としていることを踏まえ，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，

2010 改定）」に基づき算定し，許容限界として設定する。 

 

(3) 溢水伝播防止堰 

溢水伝播防止堰の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維持の評価方針を踏

まえ評価対象部位ごとに設定する。 

 

a. 鋼製板，Ｈ形鋼及び止水板 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，鋼製板，Ｈ形鋼及び止水板が，おおむね弾性状態にとどまることを確認する

評価方針としていることを踏まえ，「鋼構造設計規準-許容応力度設計法-((社)日本建築

学会,2005 改定)」を踏まえた短期許容応力度を許容限界として設定する。 

 

b. コンクリート及び縦筋  

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，コンクリート及び縦筋の構造部材が，おおむね弾性状態にとどまることを確

認する評価方針としていることを踏まえ，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説-許

容応力度設計法-（（社）日本建築学会，1999 年改定）」による短期許容応力度を算定し，

許容限界として設定する。  

 

c. 梁材，柱材，枠材及びベースプレート 
発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の構造健全性を維持する設計

とするために，梁材，柱材及びベースプレートが，おおむね弾性状態にとどまることを

計算により確認する評価方針としていることを踏まえ，「鋼構造設計規準-許容応力度設

計法-（（社）日本建築学会，2005 年改定）」における短期許容応力度を許容限界として

設定する。 
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d. アンカーボルト及びアンカー筋  

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，アンカーボルト及びアンカー筋が，おおむね弾性状態にとどまることを計算

により確認する評価方針としていることを踏まえ，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）

日本建築学会，2010 改定）」に基づき算定し，許容限界として設定する。 

 

(4) 管理区域外伝播防止堰  

管理区域外伝播防止堰の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維持の評価方

針を踏まえ評価対象部位ごとに設定する。 

 

a. 鋼製板及び柱 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，鋼製板及び柱が，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方針とし

ていることを踏まえ，許容限界は，「鋼構造設計規準-許容応力度設計法-((社)日本建築

学会,2005 改定)」を踏まえた，短期許容応力度を許容限界として設定する。 

 

b. コンクリート 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，コンクリートの構造部材が，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評

価方針としていることを踏まえ，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説-許容応力度

設計法-（（社）日本建築学会，1999 年改定）」による短期許容応力度を算定し，許容限界

として設定する。  

 

c. アンカーボルト，インサートボルト及びアンカー筋 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，アンカーボルト，インサートボルト及びアンカー筋が，おおむね弾性状態に

とどまることを確認する評価方針としていることから，許容限界は，「各種合成構造設計

指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定）」に基づき算定し，許容限界として設定

する。 

 

d. ハンドル  

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計とす

るために，ハンドルが，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方針としてい

ることから，ハンドルの基本定格荷重を許容限界として設定する。 

 

(5) 床ドレンライン浸水防止治具  

床ドレンライン浸水防止治具の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維持の

評価方針を踏まえ評価対象部位ごとに設定する。 
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a. フロート式治具 

(a) 弁本体及びフロートガイド 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計と

するために弁本体及びフロートガイドの構造部材が，おおむね弾性状態にとどまるこ

とを確認する評価方針としていることから，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格

（2005 年度版(2007 年追補版を含む)）＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－

2005/2007（日本機械学会）」に準じた供用状態 Cの許容応力（許容応力状態ⅢＡＳ）を

許容限界として設定する。 

 

(b) フロート及び取付部 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を保持する設計と

するためにフロート及び取付部がおおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方

針としていることから，水圧試験で確認した水圧を許容限界として設定する。 

 

b. スプリング式治具 

(a) 弁本体・ガイド，ばねガイド，弁体 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を保持する設計と

するために弁本体・ガイド，ばねガイド，弁体の構造部材が，おおむね弾性状態にと

どまることを確認する評価方針としていることから，許容限界は，「発電用原子力設備

規格 設計・建設規格（2005 年度版(2007 年追補版を含む)）＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞ 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）」に準じた供用状態 Cの許容応力（許

容応力状態ⅢＡＳ）を許容限界として設定する。 

 

(b) 弁体，取付部 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を保持する設計と

するために弁体及び取付部がおおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方針と

していることから，水圧試験で確認した水圧を許容限界として設定する。 

 

c. 閉止キャップ 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，有意な漏えいが生じないことを確認す

る評価方針としていることから，水圧試験で確認した水圧を許容限界として設定する。 

 

d. 閉止栓 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，有意な漏えいが生じないことを確認す

る評価方針としていることから，水圧試験で確認した水圧を許容限界として設定する。 
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(6) 貫通部止水処置  

貫通部止水処置の許容限界は，構造強度設計上の性能目標及び機能維持の評価方針を踏

まえ評価対象部位ごとに設定する。 

 

a. シール材 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，貫通口と貫通物の隙間に施工するシー

ル材が，有意な漏えいが生じないことを確認する評価方針としていることから，水圧試

験で確認した水圧を許容限界として設定する。 

 

b. ブーツ 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，貫通口と貫通物の隙間に施工するブー

ツが，有意な漏えいが生じないことを確認する評価方針としていることから，水圧試験

で確認した水圧を許容限界として設定する。 

 

c. モルタル 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，貫通口と貫通物の隙間に施工するモル

タルが，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方針としていることから，許

容限界は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定）」

に基づき算定し，許容付着荷重として設定する。 

 

d. 鉄板 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，貫通口に施工する鉄板が，おおむね弾

性状態にとどまることを確認する評価方針としていることから，許容限界は，「発電用原

子力設備規格 設計・建設規格（2005 年度版(2007 年追補版を含む)）＜第Ⅰ編 軽水炉規

格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）」に準じた供用状態 Cの許容応力

（許容応力状態ⅢＡＳ）を許容限界として設定する。 

 

e. 止水ダンパ 

(a) 止水ダンパ 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，空調ダクト開口部に施工する止水ダ

ンパが，有意な漏えいが生じないことを確認する評価方針としていることから，水圧

試験で確認した水圧，以下の値を許容限界として設定する。 

 

(b) アンカーボルト  

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計と

するために，アンカーボルトが，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方

針としていることを踏まえ，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補含む））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007（（社）日本機械学会）」に準じた供用

状態 Cの許容応力（許容応力状態ⅢＡＳ）を許容限界として設定する。 
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f. ケーブルトレイ金属ボックス 

(a) 金属ボックス 

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，貫通口と貫通物の隙間に施工する金

属ボックスが，有意な漏えいが生じないことを確認する評価方針としていることから，

水圧試験で確認した水圧を許容限界として設定する。 

 

(b) アンカーボルト  

発生を想定する溢水による静水圧荷重に対し，構造部材の健全性を維持する設計と

するために，アンカーボルトが，おおむね弾性状態にとどまることを確認する評価方

針としていることを踏まえ，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補含む））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007（（社）日本機械学会）」に準じた供用

状態 Cの許容応力（許容応力状態ⅢＡＳ）を許容限界として設定する。 
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表 4－3 施設ごとの評価対象部位の許容限界（1／6） 

施設名 
荷重の 

組合せ 
評価対象部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力等の

状態 
限界状態 

水密扉 Ｐｈ 

扉板，芯材 
曲げ， 

せん断 

部材が弾性

域にとどま

らず塑性域

に入る状態 

 

「鋼構造設計規準-許容応力度

設計法-（（社）日本建築学会，

2005 年改定）」を踏まえ，短期

許容応力度以下とする。 

締付装置部 

曲げ， 

せん断， 

引張り 

アンカーボルト 
引張り，

せん断 

「各種合成構造設計指針・同解

説（（社）日本建築学会，2010 改

定）」に基づき算定した，許容耐

力以下とする。 

水密扉付 

止水堰 
Ｐｈ 

＜水密扉部＞ 

扉板，芯材 

曲げ, 

せん断 

部材が弾性

域にとどま

らず塑性域

に入る状態 

「鋼構造設計規準-許容応力度

設計法-（（社）日本建築学会，

2005 年改定）」を踏まえ，短期

許容応力度以下とする。 
＜水密扉部＞ 

締付装置部 

曲げ, 

せん断， 

引張り 

＜止水堰部＞ 

鋼製板，芯材 

曲げ, 

せん断 

アンカーボルト 
引張り，

せん断 

「各種合成構造設計指針・同解

説（（社）日本建築学会，2010

改定）」に基づき算定した，許

容耐力以下とする。 
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表 4－3 施設ごとの評価対象部位の許容限界（2／6） 

 

施設名 
荷重の 

組合せ 
評価対象部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力等の

状態 
限界状態 

溢水伝播

防止堰 
Ｐｈ 

鋼製板 

止水板 

Ｈ形鋼 

梁材 

柱材 

枠材 

ベースプレート 

曲げ， 

せん断 

部材が弾性

域にとどま

らず塑性域

に入る状態 

「鋼構造設計規準-許容応力度

設計法-（（社）日本建築学会，

2005 年改定）」を踏まえ短期許

容応力度以下とする。 

アンカーボルト 

アンカー筋 

引張り， 

せん断 

「各種合成構造設計指針・同解

設（（社）日本建築学会，2010

年改定）」を踏まえ短期許容荷

重以下とする。 

コンクリート 
圧縮， 

せん断 

「鉄筋コンクリート構造計算

規準・同解説-許容応力度設計

法-（（社）日本建築学会，1999

年改定）」を踏まえ短期許容応

力度以下とする。 

縦筋 
引張り， 

せん断 

「鉄筋コンクリート構造計算

規準・同解説-許容応力度設計

法-（（社）日本建築学会，1999

年改定）」を踏まえ短期許容応

力度以下とする。 
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表 4－3 施設ごとの評価対象部位の許容限界(3／6) 

施設名称 
荷重の 

組合せ 
評価対象部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力等

の状態 
限界状態 

管理区域

外伝播防

止堰 

Ｐｈ 

鋼製板 

柱 

曲げ， 

せん断 

部材が弾性

域にとどま

らず塑性域

に入る状態 

「鋼構造設計規準-許容応力度設

計法-（（社）日本建築学会，2005

年改定）」を踏まえ短期許容応力

度以下とする。 

アンカーボルト 

アンカー筋 

インサートボル

ト 

引張り, 

せん断 

「各種合成構造設計指針・同解設

（（社）日本建築学会，2010 年改

定）」を踏まえ短期許容荷重以下

とする。 

コンクリート 
圧縮， 

せん断 

「鉄筋コンクリート構造計算規

準・同解説-許容応力度設計法-

（（社）日本建築学会，1999 年改

定）」を踏まえ短期許容応力度以

下とする。 

縦筋 
引張り, 

せん断 

「鉄筋コンクリート構造計算規

準・同解説-許容応力度設計法-

（（社）日本建築学会，1999 年改

定）」を踏まえ短期許容応力度以

下とする。 

ハンドル せん断 

基本定格荷重以下とする。 
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表 4－3 施設ごとの評価対象部位の許容限界(4／6) 

 

 

 

設備名称 
荷重の 

組合せ 
評価対象部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力等

の状態 
限界状態 

床
ド
レ
ン
ラ
イ
ン
浸
水
防
止
治
具 

フロート

式治具 
Ｄ＋Ｐｈ 

弁本体，フロー

トガイド 
圧縮 

部材が弾

性域にと

どまらず

塑性域に

入る状態 

「発電用原子力設備規格 

設計・建設規格（2005 年度

版(2007 年追補版を含む)）

＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞ 

ＪＳＭＥ  Ｓ  ＮＣ 1－

2005/2007（日本機械学

会）」に準じた供用状態 C

の許容応力（許容応力状態

ⅢＡＳ）以下とする。 

フロート 圧縮 有意な漏

えいに至

る変形 

水圧試験で確認した水圧

以下とする。 
取付部 引張り 

スプリン

グ式治具 

 

Ｄ＋Ｐｈ 

弁本体，フロー

トガイド 
圧縮 部材が弾

性域にと

どまらず

塑性域に

入る状態 

「発電用原子力設備規格 

設計・建設規格（2005 年度

版(2007 年追補版を含む)）

＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞ 

ＪＳＭＥ  Ｓ  ＮＣ 1－

2005/2007（日本機械学

会）」に準じた共用状態 C

の許容応力（許容応力状態

ⅢＡＳ）以下とする。 

ばねガイド 

弁体 
平板の

曲げ 

弁体及び 

取付部 

圧縮 

有意な漏

えいに至

る変形 

水圧試験で確認した水圧

以下とする。 閉止 

キャップ 
閉止キャップ 

閉止栓 閉止栓 
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表 4－3 施設ごとの評価対象部位の許容限界(5／6) 

 

 

 

 

設

備 

名

称 

荷重の 

組合せ 
評価対象部位 

機能損傷モード 

許容限界 
応力等 

の状態 限界状態 

貫
通
部
止
水
処
置 

Ｐｈ 

シール材 せん断 有意な漏え

いが生じる

状態 

水圧試験で確認した水圧以下とす

る。 
ブーツ せん断 

モルタル 
せん断， 

圧縮 

部材が弾性

域にとどま

らず塑性域

に入る状態 

「コンクリート標準示方書【構造

性能照査編】（（社）土木学会，2002

年制定）」に基づいて算出される

許容付着荷重以下とする。 

閉
止
板 

鉄
板 

せん断， 

曲げ 

「発電用原子力設備規格 設計・建

設規格（2005 年度版(2007 年追補

版を含む)）＜第Ⅰ編 軽水炉規格

＞  Ｊ Ｓ Ｍ Ｅ  Ｓ  Ｎ Ｃ 1 －

2005/2007（日本機械学会）」に準

じた供用状態 C の許容応力（許容

応力状態ⅢAＳ）以下とする。 

Ｄ＋Ｐｈ 

止
水
ダ
ン
パ 

止
水
ダ
ン
パ 

曲げ 

有意な漏え

いが生じる

状態 

水圧試験で確認した水圧以下とす

る。 

ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト 

引張り， 

せん断 

部材が弾性

域にとどま

らず塑性域

に入る状態 

「発電用原子力設備規格 設計・建

設規格（2005 年度版(2007 年追補

版を含む)）＜第Ⅰ編 軽水炉規格

＞  Ｊ Ｓ Ｍ Ｅ  Ｓ  Ｎ Ｃ 1 －

2005/2007（日本機械学会）」に準

じた供用状態 C の許容応力（許容

応力状態ⅢAＳ）以下とする。 
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表 4－3 施設ごとの評価対象部位の許容限界(6／6) 

設備

名称 

荷重の組

合せ 

評価対象

部位 

機能損傷モード 

許容限界 応力等の

状態 
限界状態 

貫
通
部
止
水
処
置 

Ｄ＋Ｐｈ 

ケ
ー
ブ
ル
ト
レ
イ
金
属
ボ
ッ
ク
ス 

金
属
ボ
ッ
ク
ス 

曲げ 
有意な漏えいが生じる

状態 

水圧試験で確認した水圧以

下とする。 

ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト 

引張り， 

せん断 

部材が弾性域にとどま

らず塑性域に入る状態 

「発電用原子力設備規格 設

計・建設規格（2005 年度版

(2007 年追補版を含む)）＜

第Ⅰ編 軽水炉規格＞ ＪＳ

ＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007

（日本機械学会）」に準じ

た供用状態 Cの許容応力

（許容応力状態ⅢAＳ）以下

とする。 
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4.2.2 許容限界設定方法 

(1) モルタルの許容限界式 

a. 記号の定義 

モルタルの許容限界式に用いる記号を，表 4－4に示す。 

 

表 4－4 モルタルの許容限界式に用いる記号 

記号 単位 定義 

ƒ 'bok N/mm2 モルタルの付着強度 

ƒ 'ck N/mm2 モルタルの圧着強度 

ƒｓ kN モルタルの許容付着荷重 

Ｌ mm モルタルの充てん深さ 

Ｓ mm 貫通物の周長 

γC ― 材料定数 

 

 

b. 許容限界式 

「コンクリート標準示方書（構造性能照査編）（（社）土木学会，2002 年制定）」より，

貫通物がせん断荷重を受ける場合のモルタルの許容付着荷重を求める式を以下に示す。 

                                

 ƒｓ ＝ƒ 'bok・Ｓ・Ｌ/γC 

 ここで 

ƒ 'bok ＝ 0.28・ƒ 'ck2/3・0.4 
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5. 強度評価方法 

評価手法は，以下に示す解析法により，適用性に留意の上，規格及び基準類や既往の文献にお

いて適用が妥当とされる手法に基づき実施することを基本とする。 

・定式化された評価式を用いた解析法 

 

5.1 水密扉 

(1) 評価方針 

水密扉の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。  

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮

し，評価部位を設定する。  

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価され

る最大荷重を設定する。 

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価対象部位 

評価対象部位及び評価内容を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 評価対象部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

扉板，芯材 曲げ，せん断 

締付装置部 曲げ，せん断，引張り 

アンカーボルト 引張り，せん断 

 

 

(3) 強度評価方法  

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-2-2「水密扉の強度計算書（溢水）」

に示す。 
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5.2 水密扉付止水堰 

(1) 評価方針 

水密扉止水堰の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。  

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮

し，評価部位を設定する。  

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価され

る最大荷重を設定する。  

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価対象部位 

評価対象部位及び評価内容を表 5－2に示す。 

 

表 5－2 評価対象部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

水密扉部 

扉板，芯材 曲げ，せん断 

締付装置部 曲げ，せん断，引張り 

アンカーボルト 引張り，せん断 

止水堰部 

鋼製板，芯材 曲げ，せん断 

アンカーボルト 引張り，せん断 

 

(3) 強度評価方法  

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-2-3「水密扉付止水堰の強度計算

書」に示す。 
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5.3 溢水伝播防止堰 

(1) 評価方針 

溢水伝播防止堰の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮

し，評価部位を設定する。  

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価され

る最大荷重を設定する。  

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価対象部位 

評価対象部位及び評価内容を表 5－3に示す。 

 

表 5－3 評価対象部位及び評価内容 

種 別 評価部位 評価内容 

鋼製堰 

鋼製板 

止水板 

Ｈ形鋼 

梁材 

柱材 

枠材 

ベースプレート 

曲げ，せん断 

アンカーボルト 引張り，せん断 

鉄筋コンクリート 

製堰 

コンクリート 圧縮，せん断 

アンカー筋，縦筋 引張り，せん断 

 

 

(3) 強度評価方法 

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-2-4「止水堰の強度計算書」に示

す。 
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5.4 管理区域外伝播防止堰 

(1) 評価方針  

管理区域外伝播防止堰の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮

し，評価部位を設定する。  

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価され

る最大荷重を設定する。  

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価対象部位 

評価対象部位及び評価内容を表 5－4に示す。 

 

表 5－4 評価対象部位及び評価内容 

種 別 評価部位 評価内容 

鋼製堰 

鋼製板，柱 曲げ，せん断 

ハンドル せん断 

アンカーボルト 

インサートボルト 
引張り，せん断 

鉄筋コンクリート 

製堰 

コンクリート 圧縮，せん断 

アンカー筋，縦筋 引張り，せん断 

 

 

 

(3) 強度評価方法  

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-2-4「止水堰の強度計算書」に示

す。 
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5.5 床ドレンライン浸水防止治具 

(1) フロート式治具 

a. 評価方針  

フロート式治具の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。  

(a) 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考

慮し，評価部位を設定する。  

(b) 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価さ

れる最大荷重を設定する。  

(c) 評価に用いる寸法については，公称値とする。  

 

b. 評価部位  

評価部位及び評価内容を表 5－5－1に示す。 

 

 

 

表 5－5－1 評価部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

弁本体 
圧縮 

フロートガイド 

フロート 圧縮 

取付部 引張り 

 

 

c. 強度評価方法   

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-2-5「床ドレンライン浸水防止治具

の強度計算書（溢水）」に示す。 
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(2) スプリング式治具 

a. 評価方針  

スプリング式治具の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。  

(a) 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考

慮し，評価部位を設定する。  

(b) 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価さ

れる最大荷重を設定する。  

(c） 評価に用いる寸法については，公称値とする。  

 

b. 評価部位  

評価部位及び評価内容を表 5－5－2に示す。 

 

 

表 5－5－2 評価部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

弁本体・ガイド 
圧縮 

ばねガイド 

弁体 曲げ 

弁体，取付部 圧縮 

 

 

c. 強度評価方法   

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-2-5「床ドレンライン浸水防止治具

の強度計算書（溢水）」に示す。 
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(3) 閉止キャップ 

a. 評価方針  

閉止キャップの評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。  

(a) 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考

慮し，評価部位を設定する。  

(b) 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価さ

れる最大荷重を設定する。  

(c） 評価に用いる寸法については，公称値とする。  

 

b. 評価部位  

評価部位及び評価内容を表 5－5－3に示す。 

 

表 5－5－3 評価部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

閉止キャップ 圧縮 

 

c. 強度評価方法   

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-2-5「床ドレンライン浸水防止治具

の強度計算書（溢水）」に示す。 
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(4) 閉止栓 

a. 評価方針  

閉止栓の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。  

(a) 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考

慮し，評価部位を設定する。  

(b) 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価さ

れる最大荷重を設定する。  

(c) 評価に用いる寸法については，公称値とする。  

 

b. 評価部位  

評価部位及び評価内容を表 5－5－4に示す。 

 

表 5－5－4 評価部位及び評価内容 

評価部位  評価内容  

閉止栓 圧縮 

 

 

c. 強度評価方法   

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-2-5「床ドレンライン浸水防止治具

の強度計算書（溢水）」に示す。 
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5.6 貫通部止水処置 

(1) 評価方針  

貫通部止水処置の評価を行う場合，以下の条件に従うものとする。 

a. 構造上の特徴，発生を想定する溢水による静水圧荷重の作用方向及び伝達過程を考慮

し，評価部位を設定する。 

b. 荷重及び荷重の組合せは，発生を想定する溢水による静水圧荷重を考慮し，評価され

る最大荷重を設定する。  

c. 評価に用いる寸法については，公称値とする。 

 

(2) 評価対象部位  

評価対象部位及び評価内容を表 5－6に示す。 

 

 

表 5－6 評価対象部位及び評価内容 

評価部位 評価内容 

シール材  せん断 

ブーツ  せん断 

モルタル 圧縮，せん断 

閉止板 

鉄板 せん断，曲げ 

止水ダンパ 

止水ダンパ 曲げ 

アンカー 

ボルト 
引張り，せん断 

ケーブルトレイ

金属ボックス 

金属ボックス 曲げ 

アンカーボルト 引張り，せん断 

 

 

(3) 強度評価方法  

強度計算の方法及び結果については，Ⅵ-3-別添 3-2-6「貫通部止水処置の強度計算書

（溢水）」に示す。 
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6. 適用規格  

適用する規格，基準等を以下に示す。  

 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（(社)土木学会，2002 年制定）  

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説-許容応力度設計法-（(社)日本建築学会， 

1999 年改定）  

・鋼構造設計規準-許容応力度設計法-（(社)日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（(社)日本建築学会，2010 年改定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 ((社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984

（(社)日本電気協会）  

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（(社)日本電気協会）  

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格(2005 年版(2007 年追補版を含む。))ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005/2007 (日本機械学会) 

・建築基準法・同施行令  

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・機械工学便覧（日本機械学会） 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」に示すとおり，溢水防護

に関する施設である水密扉付止水堰（以下「水密扉付止水堰」という。）が，発生を想

定する溢水による静水圧荷重に対して，溢水伝播を防止する機能を維持するために，十

分な構造強度を有することを説明するものである。その強度評価は，応力評価により行

う。止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を維持することを確認する

ものである。 
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2. 一般事項 

2.1 検討対象の水密扉付止水堰一覧 

検討対象の水密扉付止水堰を表 2－1 に示す。 

 

表 2-1 検討対象の水密扉付止水堰一覧 

水密扉付 

止水堰 No. 
名称 

設置床高さ 

(T.M.S.L.) 

1 原子炉建屋地上 4 階（R5R6-RFRG）水密扉付止水堰 31.7m 

2 タービン建屋地上 1 階（T4-TBTC）水密扉付止水堰 12.3m 

3 タービン建屋地上 1 階（T7-TBTC）水密扉付止水堰 12.3m 
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2.2 配置概要 

水密扉付止水堰は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「4.1.4 

水密扉付止水堰の設計方針」に示すとおり，原子炉建屋及びタービン建屋に設置す

る。 

水密扉付止水堰の設置位置を図 2－1，図 2－2 に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 水密扉付止水堰の設置位置図（原子炉建屋 T.M.S.L. 31700 ㎜） 

 

 

  

水密扉付止水堰 No. 名称 

1 原子炉建屋地上 4 階（R5R6-RFRG） 水密扉付止水堰 
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図 2－2 水密扉付止水堰の設置位置図（タービン建屋 T.M.S.L.12300 ㎜） 

 

 

 

  

水密扉付止水堰 No. 名称 

2 タービン建屋地上 1 階(T4-TBTC) 水密扉付止水堰 

3 タービン建屋地上 1 階(T7-TBTC) 水密扉付止水堰 
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2.3 構造計画 

水密扉付止水堰の構造は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 

要求機能及び性能目標」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。水密扉

付止水堰は，水密扉部と止水堰部で構成され，それぞれの部位について構造計画を表

2－2に，使用材料を表2－3，表2－4に示す。 

水密扉付止水堰は，水密扉部と止水堰部で構成される。 

水密扉部は，片開型の鋼製扉とし扉板の背面に芯材を配した構造である。また，閉

鎖状態において締付装置により固定され水密性を確保する構造とする。 

止水堰部は，芯材（水平材，鉛直材），鋼製板，枠材及びアンカーボルトから構成

され，アンカーボルトにより躯体と枠材を接合する構造とする。 

水密扉付止水堰の概略構造図を図2－3に示す。 

 

表2－2 水密扉付止水堰の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

水密扉部は，片開型の鋼

製扉とし，鋼製の扉板に

芯材を取付け，扉に設置

された締付装置を鋼製の

枠材(囲い型)に差込み，

扉と枠材(囲い型)を一体

化させる構造とする。ま

た，扉と枠材(囲い型)の

接続はヒンジを介する構

造とする。 

止水堰部は，鋼製板，芯

材（水平材，鉛直材），

枠材(門型，囲い型)及び

アンカーボルトにて構成

する。 

水密扉部は，扉開放時に

おいては，ヒンジにより

扉が枠材(囲い型)に固定

され，扉閉止時において

は，締付装置により扉と

枠材(囲い型)が一体化す

る構造とする。 

止水堰部は，鋼製板を芯

材（水平材，鉛直材）が

支持し，枠材(門型)で固

定するものとし，枠材(門

型，囲い型)をアンカーボ

ルトにより躯体へ固定す

る構造とする。 

 

図2－3 
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立面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 水密扉付止水堰の概略構造図  

ヒンジ 

締付装置部 

扉板 

枠材(囲い型) 

水密扉部立面図 

芯材 

扉板 

Ａ-Ａ断面図 

芯材 

（水平材）
枠材(囲い型) 枠材(門型) 扉板鋼製板芯材 

（鉛直材） 

水密扉部枠材(門型) 

 
止水堰部 

アンカーボルト 枠材(囲い型)

芯材（鉛直材） 枠材(門型)
Ａ 

Ａ 鋼製板 枠材(門型) 
水密扉部

止水堰部 
扉板

アンカーボルト

枠材 

（囲い型） 

枠材 

（門型） 
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表 2－3 使用材料（水密扉付止水堰 No.1） 

評価対象部位 材質 仕様 

水密扉部 

扉板 SS400 厚さ 6mm 

芯材 SS400 C-100×50×5×7.5  

止水堰部 

鋼製板 SS400 厚さ 6mm 

芯材 SS400 

H-250×250×9×14(水平材) 

H-150×150×7×10(水平材) 

H-250×125×6×9 (水平材・鉛直材) 

H-150×75×5×7(鉛直材) 

アンカーボルト SS400 M20 

 

 

表 2－4 使用材料（水密扉付止水堰 No.2，No.3） 

評価対象部位 材質 仕様 

水密扉部 

扉板 SS400 厚さ 12mm 

芯材 SS400 C-150×75×6.5×10  

 
締付装置 SUS304 径 50mm 

締付 

装置部 

締付装置受け

ピン 
S45C 径 30mm 

 締付装置受け

ボルト 
SCM435 M16 

止水堰部 

鋼製板 SS400 厚さ 12mm 

芯材 SS400 
H-350×175×7×11(水平材・鉛直材) 

H-350×350×12×19(水平材) 

アンカーボルト SS400 M20 
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2.4 評価方針 

水密扉付止水堰のうち，水密扉部の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮

が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容

限界を踏まえて，水密扉部の評価対象部位に作用する応力等が許容限界内に収まるこ

とを，「3. 強度評価方法」に示す方法により，「3.5 評価条件」に示す計算条件

を用いて評価し，応力評価の確認結果を「4. 評価結果」にて確認する。 

水密扉付止水堰のうち，止水堰部の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮

が必要な施設の強度計算の方針」の「荷重及び荷重の組合せ」及び「許容限界」にて

設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，止水堰部の評価対象

部位に作用する応力等が許容限界内に収まることを「3. 強度評価方法」に示す方法

により，「3.5 評価条件」に示す評価条件を用いて評価し，「4. 評価結果」にて

確認する。 

水密扉付止水堰の強度評価フローを図 2－4 に示す。水密扉付止水堰の強度評価に

おいては，その構造を踏まえ，発生を想定する溢水による静水圧荷重により，水密扉

付止水堰へ作用する荷重方向及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を設定する。 
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図 2－4 水密扉付止水堰の強度評価フロー 

  

評価対象部位の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面検定方法 

評価条件の設定 

強度評価 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 

（（社）日本建築学会，1999 改定） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

（以下「Ｓ規準」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

  



 

11 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-2
-
3
 R
0
 

2.6 記号の説明 

水密扉部の強度評価に用いる記号を表2－5に，止水堰部の強度評価に用いる記号を

表2－6に示す。 

 

表2－5 水密扉部の強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ρ０ ｔ/m3 水の密度 

g m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 当該扉の浸水深さ 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 

Ｌ mm 芯材の支持スパン 

ＬＰ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 

Ｚ mm3 断面係数 

ＡＳ mm2 せん断断面積 

Ｌ１ mm 締付装置の突出長さ 

ｎ 本 締付装置の本数 

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 

ｗ’ kN/m 芯材に作用する等分布荷重 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｑ kN せん断力 

σ N/mm2 曲げ応力度 

σｔ N/mm2 引張応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 
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表 2－6 止水堰部の強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｗＳＳ kN/m 芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重 

σ N/mm2 曲げ応力度 

τ N/mm2 せん断応力度 

Ｍ kN・m 曲げモーメント 

Ｑ kN せん断力 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

Ｈ mm 当該堰の浸水深さ 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａｓ mm2 せん断断面積 

ｑ kN アンカーボルト 1 本当りのせん断力 

Ｑａ kN アンカーボルト 1 本当りの短期許容せん断力 

Ｎ 本 片側のアンカーボルトの本数 

Ｌ２ mm 躯体開口部の高さ 

Ｌ３ mm 躯体開口部の幅 

Ｌ４ mm 鋼製板の短辺長さ 

Ｌ５ mm 芯材の負担幅 

Ｌ６ mm 評価対象の芯材と直交方向の芯材の長さ 

Ｌ７ mm 芯材全長 
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3. 強度評価方法  

3.1 評価対象部位 

評価対象部位は水密扉部と止水堰部に分けて評価する。「2.3 構造計画」に示す

水密扉付止水堰の構造上の特徴を踏まえ選定する。 

 

3.1.1 水密扉部の評価対象部位 

水密扉を閉める方向に外部から水密扉に生じる静水圧荷重は，扉板から芯材を

介し枠材(門型)に伝達されることから，評価対象部位は扉板及び芯材とする。 

水密扉を開く方向に内部から水密扉に生じる静水圧荷重は，扉板から芯材に伝

わり，締付装置部に伝達され，枠材(門型)に伝達されることから，評価対象部位

は扉板，芯材及び締付装置部とする。 

 

3.1.2 止水堰部の評価対象部位 

止水堰部の評価対象部位は，静水圧荷重が，鋼製板，芯材から枠材，アンカー

ボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して躯体に伝わることから，鋼製板，芯材

及びアンカーボルトとする。 
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必

要な施設の強度計算の方針」の「荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷

重の組合せを踏まえて設定する。 

 

3.2.1 荷重の設定 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

(1) 溢水による静水圧荷重Ｐｈ 

溢水による静水圧荷重として，水圧作用高さまでの静水圧を考慮する。溢水に

伴う荷重は，対象とする水の密度に当該部分の水圧作用深さを乗じた次式により

算出する。  
Ｐｈ＝ρ0・g・Ｈ・10-3 

Ｐｈ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：当該扉の浸水深さ(mm) 

 

なお，溢水による浸水深さのうち，原子炉建屋に設置する水密扉付止水堰は保

守的に堰天端高さの水位設定とし，タービン建屋に設置する水密扉付止水堰は，

扉閉止向きの溢水評価水位0.3mに対し1.0m，扉開放向きの溢水評価水位0.9mに対

し2.0mとし，保守的な水位設定とする。 

 

 

3.2.2 荷重の組合せ 

水密扉付止水堰の強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水

への配慮が必要な施設の強度計算の方針」を踏まえて下記のとおりに設定する。 

 

Ｐｈ 

Ｐｈ：静水圧荷重(kN/m2) 
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3.3 許容限界 

3.3.1 水密扉部（扉板，芯材，締付装置部），止水堰部（鋼製板，芯材） 

鋼材の許容応力度は，「Ｓ規準」を踏まえて表 3－1 の値とする。 

 

表 3－1 鋼材の短期許容応力度 

材質 

短期許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 135 

SUS304 205 118 

S45C 345 199 

SCM435 651 375 

注記＊：ｔは板厚を示す。 

 

3.3.2 アンカーボルト（止水堰部） 

アンカーボルトの許容限界は，「3.1 評価対象部位」に記載したアンカーボ

ルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同解説

（（社）日本建築学会，2010改定）」に基づき算定する。 

静水圧荷重を考慮する場合のアンカーボルトの許容荷重を表3－2に示す。 

評価対象部位のアンカーボルトは，せん断力を受けるため，アンカーボルトの

せん断強度により決まる許容荷重，定着したコンクリート躯体の支圧強度により

決まる許容荷重及びコーン状破壊により決まる許容荷重を比較して，いずれか小

さい値を採用する。 

 

表 3－2 アンカーボルトの短期許容荷重 

材料 水密扉付止水堰 No. 

短期許容荷重 

せん断 

（N） 

SS400 

1 21400 

2 40200 

3 40200 
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3.4 評価方法 

水密扉付止水堰の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」にて設定している評価式を用いる。 

 

3.4.1 水密扉部の応力算定 

(1) 扉板 

扉板に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端固定の一方向版として算定す

る。 

この時，実際に作用する静水圧は台形分布若しくは，三角形分布であるが，扉

最下部の最大静水圧が等分布に作用するものとし，評価上最も厳しい条件となる

よう実際に静水圧が作用する範囲のうち，短辺長さが最も大きい扉板の評価を実

施する。扉板に静水圧荷重が作用する概念図を図 3－1 に示す。 

 

Ｍ＝Ｐｈ・（ＬＰＬ・10-3） 2／12 

Ｍ    ：扉板の最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

ＬＰＬ ：扉板の短辺長さ(mm) 

ここで，Ｐｈ＝ρ o・g・Ｈ・10-3 

ρo：水の密度(t/m3) 

 g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：当該扉の浸水深さ(mm) 

 

 

 

 

図 3－1 扉板に生じる荷重の例  

ＬＰＬ Ｐｈ ＬＰＬ 
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図 3－2 芯材に生じる応力の例 

(2) 芯材 

芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持の梁として算定する。

なお，芯材の取付け方向は水平方向であり，扉最下部の最大静水圧に，芯材の支

配幅（＝間隔）を乗じた荷重が等分布に作用するものとし，評価上最も厳しい条

件となるよう実際に静水圧が作用する範囲のうち，下式の「ｂ：芯材に作用する

荷重の負担幅(mm)」が最も大きい芯材の評価を実施する。芯材に静水圧荷重が作

用する概念図を図 3－2 に示す。 

 

Ｍ＝ｗ'・（Ｌ・10-3） 2／8 

Ｍ  ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

ｗ':芯材に作用する等分布荷重(kN/m) 

Ｌ :芯材の支持スパン(mm) 

 

Ｑ＝ｗ'・Ｌ・10-3／2 

Ｑ：芯材の最大せん断力(kN) 

ここで，ｗ'＝Ｐｈ・ｂ・10-3 

Ｐｈ：静水圧荷重(kN/m2) 

ｂ  ：芯材に作用する荷重の負担幅(mm) 

 

  

ｗ' 

Ｌ 
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Ｒｐ＝Ｐ０/ｎ

Ｒｐ 

(3) 締付装置部 

締付装置部は，締付装置，締付装置受けピン及び締付装置受けボルトで構成さ

れており，生じる応力は次式により算定する。締付装置部に作用する荷重の例を

図 3－3 に示す。 

 

Ｒｐ＝Ｐ０／ｎ 

Ｒｐ：溢水に伴う荷重の反力(kN) 

Ｐ０：止水堰部と水密扉部に作用する静水圧荷重による水平力(kN) 

ｎ ：締付装置の本数(本) 

ここで，Ｐ０＝（ｗ１＋ｗ２）／2・Ｌ２・Ｌ３・10-6 

ｗ１：扉上端部の静水圧荷重（＝0）(kN/m2) 

ｗ２：扉下端部の静水圧荷重（＝Ｐｈ）(kN/m2) 

Ｌ２：躯体開口部の高さ(mm) 

Ｌ３：躯体開口部の幅(mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 締付装置部に生じる荷重の例  

Ｐ０

ｗ2(＝Ｐｈ) 

Ｈ
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図 3－4 締付装置に生じる荷重の例 

a. 締付装置 

締付装置に生じる応力は，次式により算定する。締付装置に生じる荷重の例

を図3－4に示す。 

 

Ｍ＝Ｒｐ・Ｌ１・10-3 

Ｍ  ：締付装置の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｒｐ：溢水に伴う荷重の反力(kN) 

Ｌ１：締付装置の突出長さ(mm) 

 

Ｑ＝Ｒｐ 

Ｑ：締付装置の最大せん断力(kN) 

 

 

 

 

  

締付装置 

Ｒｐ 

扉 扉 

締付装置受けピン 締付装置 

締付装置受けボルト 

Ｌ１  

締付装置受けボルト 

締付装置受けピン 
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図3－5 締付装置受けピンに生じる荷重の例 

b. 締付装置受けピン 

締付装置受けピンに生じる応力は，次式により算定する。締付装置受けピン

に生じる荷重の例を図3－5に示す。 

 

Ｍ＝Ｒｐ・Ｌｐ・10-3／4 

Ｍ  ：締付装置受けピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｒｐ：溢水に伴う荷重の反力(kN) 

Ｌｐ：締付装置受けピンの軸支持間距離(mm) 

 

Ｑ＝Ｒｐ／2 

Ｑ：締付装置受けピンの最大せん断力(kN) 

 

 

 

 

 

 

 

  

締付装置 

Ｒｐ 

扉 扉 

締付装置受けピン 締付装置 

締付装置受けボルト 
Ｌｐ  

締付装置受けボルト 

締付装置受けピン 

締付装置受けボルト  
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図 3－6 締付装置受けボルトに生じる荷重の例 

c. 締付装置受けボルト 

締付装置受けボルトに生じる応力は，次式により算定する。締付装置受けボ

ルトに生じる荷重の例を図3－6に示す。 

 

Ｔ＝Ｒｐ／ｎｂ 

Ｔ  ：締付装置受けボルトの最大引張力(kN) 

Ｒｐ：溢水に伴う荷重の反力(kN) 

ｎｂ：締付装置受けボルトの本数（本） 

 

 

 

  

締付装置 

扉 扉 

締付装置受けピン 
締付装置 

締付装置受けボルト 
締付装置受けボルト 

締付装置受けピン 

Ｒｐ 
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3.4.2 水密扉部の断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度等が，許容限界値以下である

ことを確認する。 

 

(1) 扉板 

扉板に生じる曲げ応力度を算定し，扉板の短期許容応力度以下であることを確

認する。 

 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：扉板の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：扉板の最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ ：扉板の断面係数(mm3/m) 

 

(2) 芯材 

芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力度以

下であることを確認する。 

 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：芯材の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：芯材の断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：芯材の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：芯材の最大せん断力(kN) 

Ａｓ：芯材のせん断断面積(mm2) 
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(3) 締付装置部 

a. 締付装置 

締付装置に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，締付装置の短期許容応力度以下であるこ

とを確認する。 

 

ｘ＝ σ2＋3・τ 2 

ｘ：組合せ応力度(N/㎜ 2) 

ここで，σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：締付装置の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：締付装置の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：締付装置の断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：締付装置の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：締付装置の最大せん断力(kN) 

Ａｓ：締付装置のせん断断面積(mm2) 

 

b. 締付装置受けピン 

締付装置受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を次式により算定

し，締付装置受けピンの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：締付装置受けピンの最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：締付装置受けピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：締付装置受けピンの断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：締付装置受けピンの最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：締付装置受けピンの最大せん断力(kN) 

Ａｓ：締付装置受けピンのせん断断面積(mm2) 
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c. 締付装置受けボルト 

締付装置受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，締付装置受

けボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σt ＝（Ｔ・103）／Ａ 

σt ：締付装置受けボルトの最大引張応力度(N/mm2) 

Ｔ ：締付装置受けボルトの最大引張力(kN) 

Ａ ：締付装置受けボルトの断面積(mm2) 
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3.4.3 止水堰部の応力算定 

静水圧荷重を受ける鋼製板，芯材，アンカーボルトに対する確認を行うに当た

り，各荷重により生じる応力を次式により算定する。 

止水堰部に生じる力の概念図を図 3－7 に示す。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 3－7 溢水時の鋼製板に生じる断面概念図 

Ｈ Ｐｈ 
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 (1) 鋼製板 

図 3－8 に示すとおり，鋼製板に静水圧荷重が作用する範囲のうち，鋼製板の

短辺長さが最も大きく，評価上最も厳しい条件となる部位において評価を実施す

る。 

 

a. 単位長さ当りの静水圧荷重 

単位長さ当りの静水圧荷重は構造力学公式集に基づき次式より算出する。 

Ｐｈ  ＝ρ0・g・Ｈ・10-3 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

ｇ ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：当該堰の浸水深さ(mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－8 評価の対象とする鋼製板 

 

  

：評価の対象とする鋼製板 

g 
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(2) 芯材 

芯材の支持条件について，水平材は両端をピン支持に，鉛直材は脚部固定とし

た。図 3－9 に示すとおり，芯材に静水圧荷重が作用する範囲のうち，芯材の負

担幅が最も大きく，評価上最も厳しい条件となるよう評価を実施する。 

 

a. 単位長さ当りの静水圧荷重 

単位長さ当りの静水圧荷重は構造力学公式集に基づき次式より算出する。 

Ｐｈ  ＝ρ0・g・Ｈ・10-3 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

ｇ ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：当該堰の浸水深さ(mm) 

 

b. 芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝Ｐｈ・Ｌ５・10-3 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ５ ：芯材の負担幅(mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－9 評価の対象とする芯材 

  

：評価の対象とする芯材

g 

Ｌ５ 
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Ｐ0 

アンカーボルト＊
アンカーボルト

(3) アンカ一ボルト 

a. せん断力に対する検定 

アンカーボルトに生じる応力は，次式により算定する。ここで，アンカーボル

トに作用する荷重は，せん断力として作用する。評価対象のアンカーボルトの範

囲は図 3－10 に示す通りとする。ここで，評価においては止水堰部と水密扉部に

作用する静水圧荷重を片側のアンカーボルトに作用させるものとする。アンカー

ボルトに生じる荷重の例を図 3－10 に示す。 

 

ｑ ＝Ｐ０／Ｎ 

ｑ ：アンカーボルト 1 本当りのせん断力(kN) 

Ｐ０ ：止水堰部と水密扉部に作用する静水圧荷重による水平力(kN) 

Ｎ ：アンカーボルトの本数(本) 

 

ここで，Ｐ０＝（ｗ１＋ｗ２）／2・Ｌ２・Ｌ３・10-6 

ｗ１：扉上端部の静水圧荷重（＝0）(kN/m2) 

ｗ２：扉下端部の静水圧荷重（＝Ｐｈ）(kN/m2) 

Ｌ２：躯体開口部の高さ(mm) 

Ｌ３：躯体開口部の幅(mm) 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

平面図 

 

図 3－10 アンカーボルトに生じる荷重の例  

：静水圧荷重が 

作用する範囲 

注記＊：両側のアンカーボルトのうち， 
    アンカーボルトの本数が 
    少ない当該部位を評価対象とした。 

Ｈ

Ｐ0 

Ａ

Ａ 

Ｐ0

ｗ２(＝Ｐｈ) 

立面図 Ａ-Ａ断面図 



 

29 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-2
-
3
 R
0
 

3.4.4 止水堰部の断面検定 

(1) 鋼製板 

a. 曲げ応力度に対する検定 

次式により算出する曲げ応力度が，鋼製板の短期許容曲げ応力度を下回るこ

とを確認する。 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：鋼製板の曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：鋼製板の曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ ：鋼製板の断面係数(mm3/m) 

ここで，Ｍ ＝（Ｐｈ・（Ｌ４・10-3）2）／12 

Ｐｈ  ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ４ ：鋼製板の短辺長さ(mm) 

 

(2) 芯材 

a. 芯材に作用する最大せん断応力度 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：芯材に作用する最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：芯材に作用する最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：芯材のせん断断面積(mm2) 

ここで，Ｑ ＝1／2・ｗｓｓ・Ｌ７・10-3 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ７ ：芯材全長(mm) 

 

b. 芯材に作用する最大曲げ応力度 

σ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ：芯材の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ：芯材の断面係数(mm3) 

ここで，Ｍ ＝1／6・ｗｓｓ・（Ｌ７・10-3）2 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ７ ：芯材全長(mm) 
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c. 芯材に作用する組合せ応力度 

芯材に作用する曲げ応力度，せん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力度

以下であることを確認する。また芯材に生じる曲げ応力度とせん断応力度か

ら，組合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以

下であることを確認する。 

 

ｘ＝ σ2＋3・τ 2 

ｘ：組合せ応力度(N/㎜ 2) 

σ：芯材の最大曲げ応力度(N/㎜ 2) 

τ：芯材の最大せん断応力度(N/㎜ 2) 

ここで，σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

Ｍ ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：芯材の断面係数(mm3) 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

Ｑ ：芯材の最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：芯材の最大せん断断面積(mm2) 

 

(3) アンカ一ボルト 

ｑ ＝Ｐ０／Ｎ 

 ｑ  ：アンカーボルト1本当りのせん断力(kN) 

 Ｐ０  ：止水堰部と水密扉部に作用する静水圧荷重による水平力(kN) 

 Ｎ  ：アンカーボルトの本数(本) 
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3.5 評価条件 

水密扉付止水堰のうち，水密扉部の強度評価に用いる入力値を表3－3，止水堰部の

強度評価に用いる入力値を表3－4に示す。 

 

表 3－3 水密扉部の強度評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 
水密扉付止水堰 No. 

1 2 3 

共通 

Ｈ mm 当該扉の浸水深さ 1500 2000 2000 

ρ 0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 

g m/s2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 

扉板 
ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 540 430 430 

Ｚ mm3/m 断面係数 6.00×103 2.40×104 2.40×104 

芯材 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 15.2 20.3 20.3 

ｂ mm 芯材の負担幅 565 410 410 

Ｌ mm 芯材の支持スパン 755 1040 1040 

Ｚ mm2 断面係数 3.76×104 1.15×105 1.15×105 

Ａｓ mm3 せん断断面積 425 845 845 

 ＊ 

締 

付 

装 

置 

部 
 

共通 ｎ 本 締付装置の本数 － 2 2 

締付 

装置 

Ｌ１ mm 締付装置の突出長さ － 54 54 

σ N/mm2 曲げ応力度 － 45.2 45.2 

τ N/mm2 せん断応力度 － 6.94 6.94 

受け 

ピン 

Ｌｐ mm 軸支持間距離 － 60 60 

σ N/mm2 曲げ応力度 － 58.9 58.9 

τ N/mm2 せん断応力度 － 9.62 9.62 

受け 

ボルト 

ｎｂ 本 ボルトの本数 － 2 2 

σｔ N/mm2 引張応力度 － 25.4 25.4 

注記＊：静水圧荷重が内部から作用する設備についてのみ評価対象とした。 

  



 

32 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-2
-
3
 R
0
 

 

表 3－4 止水堰部の強度評価に用いる入力値 

記号 単位 定義 
水密扉付止水堰 No. 

1 2 3 

ρ 0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 

Ｈ mm 当該堰の浸水深さ 1500 2000 2000 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 2.40×104 2.40×104 

ＡＳ mm2 芯材のせん断断面積 680 2296 2296 

Ｚ mm3/m 芯材の断面係数 8.88×104 7.71×105 7.71×105 

Ｎ 本 片側のアンカーボルトの本数 8 8 8 

Ｑａ kN アンカーボルト 1 本当りの短期許容せん断力 40.2 40.2 40.2 

Ｌ２ mm 躯体開口部の高さ 1510 3000 3000 

Ｌ３ mm 躯体開口部の幅 7606 8780 8780 

Ｌ４ mm 鋼製板の短辺長さ 755 550 550 

Ｌ５ mm 芯材の負担幅 1530 1785 1785 

Ｌ６ mm 
評価対象の芯材と直交方向の 

芯材の長さ 
6200 7100 7100 

Ｌ７ mm 芯材全長 1510 3000 3000 
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4. 評価結果 

水密扉部の強度評価結果を表 4－1 に，止水堰部の強度評価結果を表 4－2 に示す。発

生値は許容値を満足しており，静水圧荷重に対して，溢水伝播を防止する機能を維持す

るために，十分な構造強度を有することを確認した。 

 

表 4－1 水密扉部の強度評価結果 

水密扉付 

止水堰 No. 
評価対象部材 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限界 

(N/mm2) 
検定値 

1 

扉板 61.7 235 0.27 

芯材 *1 16.4 235 0.07 

締付装置部 *2 

締付装置 － － － 

受けピン － － － 

受けボルト － － － 

2 

扉板 13.1 235 0.06 

芯材 *1 7.71 199 0.06 

締付装置部 

締付装置 46.8 205 0.23 

受けピン 58.9 345 0.18 

受けボルト 25.4 651 0.04 

3 

扉板 13.1 235 0.06 

芯材 *1 7.71 199 0.06 

締付装置部 

締付装置 46.8 205 0.23 

受けピン 58.9 345 0.18 

受けボルト 25.4 651 0.04 

注記＊1：曲げとせん断のうち，最も厳しい評価結果を記載。 

＊2：静水圧荷重が作用しないため評価対象外とする。 
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表 4－2 止水堰部の強度評価結果 

水密扉付 

止水堰 No. 
評価対象部材 

発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界 検定値 

1 

鋼製板 曲げ 121 N/mm2 235 N/mm2 0.52 

芯材 

曲げ 104 N/mm2 235 N/mm2 0.45 

せん断 26.8 N/mm2 135 N/mm2 0.20 

組合せ 114 N/mm2 235 N/mm2 0.49 

アンカーボルト せん断 10.9 kN 21.4 kN 0.51 

2 

鋼製板 曲げ 21.4 N/mm2 235 N/mm2 0.10 

芯材 

曲げ 70.7 N/mm2 235 N/mm2 0.31 

せん断 23.8 N/mm2 135 N/mm2 0.18 

組合せ 81.9 N/mm2 235 N/mm2 0.35 

アンカーボルト せん断 22.4 kN 40.2 kN 0.56 

3 

鋼製板 曲げ 21.4 N/mm2 235 N/mm2 0.10 

芯材 

曲げ 70.7 N/mm2 235 N/mm2 0.31 

せん断 23.8 N/mm2 135 N/mm2 0.18 

組合せ 81.9 N/mm2 235 N/mm2 0.35 

アンカーボルト せん断 22.4 kN 40.2 kN 0.56 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に基づき，浸水防

護施設である溢水伝播防止堰及び管理区域外伝播防止堰（以下「堰」という。）が，発生を想定す

る溢水による静水圧荷重に対して，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を維

持することを確認するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 検討対象堰一覧 

検討対象の堰の各建屋ごとの数を表 2－1 に示す。 

 

 

表 2－1 検討対象堰 

設置建屋 対象堰数 

原子炉建屋 41 

タービン建屋 22 

コントロール建屋 10 

廃棄物処理建屋 1 

合計 74 
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2.2 配置概要 

堰は，Ⅵ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「4.1.2 溢水伝播防止堰の設計

方針」及び「4.1.3 管理区域外伝播防止堰の設計方針」に示すとおり，原子炉建屋，タービ

ン建屋，コントロール建屋及び廃棄物処理建屋に設置する。堰の設置位置及び堰の識別に用い

る番号を図 2－1 に示す。 

 

 

1 原子炉建屋地下 2 階（R1R2-RDRE）通路 止水堰 

2 
原子炉建屋地下 2 階（R3R4-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒 

駆動機構補修室 止水堰 

3 
原子炉建屋地下 2 階（R4R5-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒 

駆動機構補修室 止水堰 

4 原子炉建屋地下 2 階（R6R7-RDRE）通路 止水堰 

5 原子炉建屋地下 2 階（R4R5-RARB）制御棒駆動機構配管室 止水堰 

6 原子炉建屋地下 2 階（R5R6-RBRC）通路 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(1/15) 

 

 

RB-B2F 

原子炉建屋 T.M.S.L.－1700mm 
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1 
原子炉建屋地下 1 階（R1R2-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅳ）計装ラック室  

止水堰 

2 
原子炉建屋地下 1 階（R1R2-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅱ）計装ラック室  

止水堰 

3 
原子炉建屋地下 1 階（R6R7-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅰ）計装ラック室  

止水堰 

4 
原子炉建屋地下 1 階（R6R7-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅲ）計装ラック室  

止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(2/15) 

 

RB-B1F 

原子炉建屋 T.M.S.L.4800mm 
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1 原子炉建屋地下中 1階（R2R3-RARB）通路 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(3/15) 

RB-MB1F 

原子炉建屋 T.M.S.L.8500mm 
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1 原子炉建屋地上 1 階（R1R2-RBRC）通路 止水堰 

2 原子炉建屋地上 1 階（R1R2-RCRD）ほう酸水注入系・電気ペネ室 止水堰 

3 原子炉建屋地上 1 階（R2R3-RBRC）原子炉冷却材浄化系弁室 止水堰 

4 原子炉建屋地上 1 階（R3R4-RFRG）電気ペネ室 止水堰 

5 
原子炉建屋地上 1 階（R4R5-RFRG）可燃性ガス濃度制御系エアロック室  

止水堰 

6 原子炉建屋地上 1 階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

7 
原子炉建屋地上 1 階（R5R6-RBRC）原子炉補機冷却水系・不活性ガス系・

電気ペネ室 止水堰 

8 原子炉建屋地上 1 階（R5R6-RG）大物搬出入口建屋 止水堰 

9 原子炉建屋地上 1 階（R5R6）大物搬出入口建屋 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(4/15) 

RB-1F 

原子炉建屋 T.M.S.L.12300mm 
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1 
原子炉建屋地上 2 階（R1R2-RFRG）非常用ディーゼル発電機(B) 非常用

送風機室 止水堰 

2 原子炉建屋地上 2 階（R2R3-RFRG）通路 止水堰 

3 原子炉建屋地上 2 階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

4 
原子炉建屋地上 2 階（R5R6-RARB）主蒸気系トンネル室，配管ペネ室  

止水堰 

5 原子炉建屋地上 2 階（R5R6-RDRE）電気ペネ室 止水堰 

6 原子炉建屋地上 2 階（R6R7-RBRC）通路 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(5/15) 

RB-2F 

原子炉建屋 T.M.S.L.18100mm 
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1 原子炉建屋地上 3 階（R2R3-RBRC）非常用ガス処理系室 止水堰 

2 原子炉建屋地上 3 階（R2R3-RCRD）非常用ガス処理系室 止水堰 

3 
原子炉建屋地上 3 階（R2R3-RFRG）格納容器内雰囲気モニタ系(B)室  

止水堰 

4 原子炉建屋地上 3 階（R3R4-RARB）通路 止水堰 

5 原子炉建屋地上 3 階（R4R5-RARB）通路 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(6/15) 

  

RB-3F 

原子炉建屋 T.M.S.L.23500mm 
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1 原子炉建屋地上中 3階（R4-RFRG）通路 止水堰 

2 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RCRD）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室 

止水堰 

3 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RDRE）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室 

止水堰 1 

4 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RDRE）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室 

止水堰 2 

5 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RBRC）非常用ディーゼル発電機(A)区域 

送風機室 止水堰 

6 
原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RERF）非常用ディーゼル発電機(C)区域 

送風機室 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(7/15) 

  

RB-M3F 

原子炉建屋 T.M.S.L.27200mm 
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1 
原子炉建屋地上 4 階（R1R2-RERF）原子炉内蔵型再循環ポンプ点検室  

止水堰 

2 原子炉建屋地上 4 階（R2R3-RARB）オペレーティングフロア 止水堰 

3 原子炉建屋地上 4 階（R2R3-RDRE）オペレーティングフロア 止水堰 

4 
原子炉建屋地上 4 階（R6R7-RDRE）原子炉補機冷却水系(C)サージタンク

室 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(8/15) 

 

 

RB-4F 

原子炉建屋 T.M.S.L.31700mm 
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1 
タービン建屋地下 1階（T7T8-TCTD）A 系原子炉補機冷却水系熱交換器・

ポンプ室 止水堰 

2 
タービン建屋地下 1階（T8T9-TATB）A 系原子炉補機冷却水系熱交換器・

ポンプ室 止水堰 

3 
タービン建屋地下 1階（T8T9-TCTD）A 系原子炉補機冷却水系熱交換器・

ポンプ室 止水堰 

4 タービン建屋地下 1階（T6T7-TJTK）通路 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(9/15) 

TB-B1F 

タービン建屋 T.M.S.L.4900mm 
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1 タービン建屋地上 1階（T1T2-TATB）大物搬出入口 止水堰 

2 タービン建屋地上 1階（T2T3-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

3 
タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 

止水堰 1 

4 
タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 

止水堰 2 

5 
タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 

止水堰 3 

6 タービン建屋地上 1階（T3T4-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

7 タービン建屋地上 1階（T3T4-TCTD）南階段室 止水堰 

8 タービン建屋地上 1階（T7T8-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

9 タービン建屋地上 1階（T7T9-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

10 タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）北階段室 止水堰 

11 
タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）原子炉補機冷却海水系配管室， 

空調ダクト室 止水堰 

12 タービン建屋地上 1階（T8T9-TBTC）レイダウンスペース 止水堰 

13 タービン建屋地上 1階（T1T2-TCTD）南西階段室 止水堰 

14 タービン建屋地上 1階（T2T3-TCTD）南西階段室 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(10/15) 

TB-1F 

タービン建屋 T.M.S.L.12300mm 
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1 タービン建屋地上 2階（T7T8-TCTD）北西階段室 止水堰 

2 タービン建屋地上 2階（T2T3-TCTD）南西階段室 止水堰 

3 タービン建屋地上 2階（T7T8-TBTC）主油タンクメンテナンス室 止水堰 

4 タービン建屋地上 2階（T8T9-TCTD）主油タンクメンテナンス室 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(11/15) 

 

TB-2F 

タービン建屋 T.M.S.L.20400mm 
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1 6 号機コントロール建屋地下 2階（C3C4-CCCD）常用電気品室 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(12/15) 

 

CB-B2F 

コントロール建屋 T.M.S.L.－2700mm 
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1 
6 号機コントロール建屋地下中 2 階（C4C5-CBCC）常用電気品区域 

送・排風機室 止水堰 1 

2 
6 号機コントロール建屋地下中 2 階（C4C5-CBCC）常用電気品区域 

送・排風機室 止水堰 2 

3 
6 号機コントロール建屋地下中 2 階（C3C4-CBCC）空調ダクト， 

ケーブル処理室 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(13/15) 

 

CB-MB2F 

コントロール建屋 T.M.S.L.1000mm 
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1 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CBCC）計測制御電源盤区域(A) 

送・排風機室 止水堰 

2 
6 号機コントロール建屋地下１階（C4C5-CBCC）計測制御電源盤区域(A) 

送・排風機室 止水堰 

3 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CCCD）区分Ⅰ計測制御用電源盤

室 止水堰 

4 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CDCE）区分Ⅳ計測制御用電源盤

室 止水堰 

5 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CECF）区分Ⅱ計測制御用電源盤

室 止水堰 

6 
6 号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CFCG）区分Ⅲ計測制御用電源盤

室 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(14/15) 

 

CB-B1F 

コントロール建屋 T.M.S.L.6500mm 
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1 廃棄物処理建屋地下 1 階（RW6RW7-RWBRWC）通路 止水堰 

 

図 2－1 堰の設置位置図(15/15) 

 

  

RwB-B1F 

廃棄物処理建屋 T.M.S.L.6500mm 
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2.3 構造計画 

堰の構造は，Ⅵ-3-別添3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3. 構造

強度設計」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。堰は，鋼製堰（Ｌ型鋼製堰，

鋼製落し込み型堰，鋼板組合せ堰）及び鉄筋コンクリート製堰に分類される構造とする。 

 

2.3.1 Ｌ型鋼製堰の構造 

Ｌ型鋼製堰は，鋼製板又はＨ形鋼及びアンカーボルトから構成され，アンカーボルトに

より床面と接合する構造とする。Ｌ型鋼製堰の構造計画を表2－2に示す。 

 

表2－2 Ｌ型鋼製堰の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

鋼製板又はＨ形鋼及びアンカ

ーボルトにて構成する。 

鋼製板又はＨ形鋼を床面にア

ンカーボルトにて固定する。 図2－2 

 

 

 

 

図 2－2 Ｌ型鋼製堰の概略構造図  

Ａ 

Ａ 

アンカーボルト 

アンカーボルト 

鋼製板 アンカーボルト 

鋼製板 

Ａ－Ａ断面図 平面図 

立面図 

全長 
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2.3.2 鋼製落し込み型堰の構造 

鋼製落し込み型堰は，鋼製板，枠材，Ｈ形鋼及びアンカーボルトから構成され，アンカ

ーボルトにより，躯体に接合する構造とする。鋼製落し込み型堰の構造計画を表2－3に示

す。 

 

表2－3 鋼製落し込み型堰の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

鋼製板，枠材，Ｈ形鋼及びア

ンカーボルトにて構成す

る。 

鋼製板を取付けた枠材を固

定したＨ形鋼をコンクリー

ト躯体にアンカーボルトに

て固定する。 

 

図2－3 

 

 

 

 

 

 立面図 

 

 

 

 

図 2－3 鋼製落し込み型堰の概略構造図  

枠材 鋼製板Ａ 

Ａ 
アンカーボルト 
 

Ｈ形鋼 

 

Ａ-Ａ断面図 

鋼製板 
枠材 

アンカーボルト 

Ｈ形鋼 
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既設コンクリート床面 

（既存躯体） 

2.3.3 鉄筋コンクリート製堰の構造 
鉄筋コンクリート製堰は，アンカー筋により，既存躯体と堰を一体化させた鉄筋コンク

リート構造物である。鉄筋コンクリート製堰の構造計画を表2－4－1及び表2－4－2に示

す。 
 

表2－4－1 鉄筋コンクリート製堰（一段）の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

コンクリート，主

筋（横筋）及びア

ンカー筋により

構成する。 

堰を既設コンク

リート床面にア

ンカー筋で固定

する。 

 

 

 

表2－4－2 鉄筋コンクリート製堰（二段以上）の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

コンクリート，

主筋（縦筋，横

筋）及びアンカ

ー筋により構成

する。 

堰を既設コンク

リート床面にア

ンカー筋で固定

する。 

 

 
 

注記＊ ：鉄筋のうち，既存躯体に埋め込まれた部分をアンカー

筋，堰に敷設した部分を縦筋と定義する。 

 

  

既設コンクリート床面 

（既存躯体） 

コンクリート 

堰 

横筋 

アンカー筋

▽堰天端

▽設置レベル 

堰 

横筋 ▽堰天端 

▽設置レベル 

コンクリート 

アンカー筋＊ 

縦筋＊ 
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2.3.4 鋼板組合せ堰の構造 

鋼板組合せ堰は，止水板，梁材及びアンカーボルトから構成され，アンカーボルトによ

り床面及び必要に応じ壁面と接合する構造とする。溢水経路となる開口部の形状等によっ

ては，柱材及びベースプレートを用いる構造とする。鋼板組合せ堰の構造計画を表2－5に

示す。 

 

表 2－5 鋼板組合せ堰の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

止水板，梁材，柱材，ベースプ

レート及びアンカーボルトに

て構成する。 

鋼材で補強した止水板を床面

及び必要に応じ壁面にアンカ

ーボルトにて固定する。 

図2－4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4 鋼板組合せ堰の概略構造図 

 

 

 

 

 

 

  

 

止水板 
柱材 

梁材 

アンカーボルト 

ベースプレート 
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図 2－5 堰の強度評価フロー 

2.4 評価方針 

堰の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.1

荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限界」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに

許容限界を踏まえて，堰の評価対象部位に作用する応力等が許容限界内にあることを「3. 強

度評価方法」に示す方法により，「3.6 評価条件」に示す評価条件を用いて評価し，「4. 評価

結果」にて確認する。堰の強度評価フローを図 2－5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価対象部位の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面検定方法 

評価条件の設定 

強度評価 

強度評価結果の確認 
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2.5 適用規格 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－((社)日本建築 

学会，1999改定) 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

（以下，「Ｓ規準」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定） 

・機械工学便覧（(社)日本機械学会） 

・日本産業規格(ＪＩＳ)（日本規格協会） 

 

 

3. 強度評価方法 

堰の強度評価は，Ⅵ-3-別添3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「5. 強

度評価方法」にて設定している方法を用いて，強度評価を実施する。 

堰の強度評価は，「3.2 評価対象部位及び評価対象設備」に示す評価対象部位に対し，「3.3 荷

重及び荷重の組合せ」及び「3.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏ま

え，「3.5 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 
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3.1 記号の説明 

Ｌ型鋼製堰の強度評価に用いる記号を表3－1に,鋼製落し込み型堰の強度評価に用いる記号

を表3－2に，鉄筋コンクリート製堰の強度評価に用いる記号を表3－3に，鋼板組合せ堰の強度

評価に用いる記号を表3－4に示す。 

 

表3－1 Ｌ型鋼製堰の強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部又はＨ形鋼の幅 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 

 m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 止水堰の高さ 

Ｌ mm 堰全長 

Ｍｈ kN・m/m 鋼製板又はＨ形鋼の最大曲げモーメント 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

Ｑａ kN アンカーボルトに生じるせん断力に対する短期許容荷重 

ｑ kN アンカーボルトに生じる最大せん断力 

Ｔ kN アンカーボルトに生じる最大引張力 

Ｔａ kN アンカーボルトに生じる引張りに対する短期許容荷重 

Ｚ mm3/m 鋼製板又はＨ形鋼のウェブ面外断面係数 

ρ0 t/m3 水の密度 

σ N/mm2 鋼製板又はＨ形鋼の最大曲げ応力度 

 

 

  

g 
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表3－2 鋼製落し込み型堰の強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ａｓ mm2 枠材のせん断断面積 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 

 m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 止水堰の高さ 

Ｈ１ mm 枠材の高さ 

Ｈ２ mm Ｈ形鋼の高さ 

Ｌ１ mm 枠材が負担する堰長 

Ｌ２ mm 堰全長 

Ｍｈ１ kN・m/m 鋼製板の最大曲げモーメント 

Ｍｈ２ kN・m 枠材の最大曲げモーメント 

Ｍｈ３ kN・m/m Ｈ形鋼の最大曲げモーメント 

Ｎ１ 本 引張側アンカーボルトの本数 

Ｐｈ１ kN/m2 鋼製板にかかる静水圧荷重 

Ｐｈ２ kN/m2 枠材にかかる静水圧荷重 

Ｐｈ３ kN/m2 Ｈ形鋼にかかる静水圧荷重 

Ｑ１ kN 枠材の最大せん断力 

Ｑａ kN アンカーボルトに生じるせん断力に対する短期許容荷重 

ｑ kN アンカーボルトに生じる最大せん断力 

Ｔ kN アンカーボルトに生じる最大引張力 

Ｔａ kN アンカーボルトに生じる引張りに対する短期許容荷重 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 

Ｚ１ mm3/m 鋼製板の断面係数 

Ｚ２ mm3 枠材の断面係数 

ρ0 t/m3 水の密度 

σ１ N/mm2 鋼製板の最大曲げ応力度 

σ２ N/mm2 枠材の最大曲げ応力度 

σ３ N/mm2 Ｈ形鋼の最大曲げ応力度 

σｅ N/mm2 枠材の組合せ応力度 

τ１ N/mm2 枠材の最大せん断応力度 

  

g 
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表 3－3 鉄筋コンクリート製堰の強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｂ’ mm アンカー筋及び縦筋の重心位置から躯体端部までの距離 

 m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 止水堰の高さ 

Ｈ’ mm 評価位置上部の止水堰の高さ 

Ｌ mm 堰全長 

Ｍｈ kN・m/m 堰に生じる最大曲げモーメント 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 

Ｎ２ 本 縦筋の本数 

Ｐｈ kN/m2 静水圧荷重 

Ｑｈ kN 堰に生じる最大せん断力 

Ｑａ１ kN アンカー筋に生じるせん断に対する短期許容荷重 

Ｑａ２ kN 縦筋に生じるせん断に対する短期許容荷重 

ｑ１ kN アンカー筋に生じる最大せん断力 

ｑ２ kN 縦筋に生じる最大せん断力 

Ｔ１ kN アンカー筋に生じる最大引張力 

Ｔ２ kN 縦筋に生じる最大引張力 

Ｔａ１ kN アンカー筋に生じる引張りに対する短期許容荷重 

Ｔａ２ kN 縦筋に生じる引張りに対する短期許容荷重 

ｔ mm 堰厚さ 

ｗ１ kN 堰重量 

Ｚ mm3/m 鉄筋コンクリート製堰の断面係数 

ρ0 t/m3 水の密度 

σｃ N/mm2 堰底部のコンクリートに生じる最大圧縮応力度 

τ’ N/mm2 堰底部のコンクリートに生じる最大せん断応力度 

 

 

 

 

 

  

g 
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表 3－4 鋼板組合せ堰の強度評価に用いる記号(1/2) 

 記号 単位 定義 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 

 m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位以上の高さ 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 

Ｌ mm 止水堰の全幅 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ 

Ｍｆ N･mm 梁材の曲げモーメント 

Ｍｈ N･mm 転倒モーメント 

ＭＹ N･mm 柱材の曲げモーメント 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁側アンカーボルト本数 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 

Ｐｈ１ N/mm2 止水板最下端の静水圧荷重 

Ｐｈ２ N/mm2 梁材最下端の静水圧荷重 

Ｐｈ３ N/mm2 止水壁最下端の静水圧荷重 

Ｐ０ N アンカーボルトに生じる引張りに対する短期許容荷重 

Ｑｆ N 梁材の発生せん断力 

ＱＹ N 柱材の発生せん断力 

ｑ N 壁側アンカーボルト発生せん断力 

Ｒｓ N 止水堰下端の発生せん断力 

Ｒｑ N 片側の壁の発生せん断力 

Ｓ N 床側アンカーボルト発生せん断力 

Ｔ  N 床側アンカーボルト発生引張力 

ｔ mm 止水板の板厚 

Ｖ０ N アンカーボルトに生じるせん断力に対する短期許容荷重 

g 
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表 3－4 鋼板組合せ堰の強度評価に用いる記号(2/2) 

 

 

 

記号 単位 定義 

Ｗｆ N/mm 梁材の平均水圧による分布荷重 

Ｗｆ２ N/mm 柱材の平均水圧による分布荷重 

Ｗｆ３ N/mm 止水堰下端の平均水圧による分布荷重 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 

β ― 長方形板の最大応力の係数 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 

σｐ N/mm2 止水板の曲げ応力度 

σｆ N/mm2 梁材の曲げ応力度 

σｅｆ N/mm2 梁材の組合せ応力度 

σＹ N/mm2 柱材の曲げ応力度 

σｅＹ N/mm2 柱材の組合せ応力度 

σｐｓ N/mm2 ベースプレートの曲げ応力度 

τｆ N/mm2 梁材のせん断応力度 

τＹ N/mm2 柱材のせん断応力度 
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3.2 評価対象部位及び評価対象設備 

堰の評価対象部位は，Ⅵ-3-別添3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 

許容限界」にて示している評価対象部位を踏まえて，「2.3 構造計画」に示す構造計画にて設

定している構造に基づき，溢水に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

また，Ｌ型鋼製堰，鋼製落し込み型堰，鉄筋コンクリート製堰，鋼板組合せ堰において，評

価結果が厳しい評価対象部位を有する堰を代表として評価する。 

 

3.2.1 Ｌ型鋼製堰と鋼製落し込み型堰 

Ｌ型鋼製堰の評価対象部位は， 堰に作用する静水圧荷重が，鋼製板又はＨ形鋼からアン

カーボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して躯体に伝わることから，鋼製板又はＨ形鋼

及びアンカーボルトとする。 

鋼製落し込み型堰の評価対象部位は，堰に作用する静水圧荷重により応力が発生するこ

とから，鋼製板，枠材，Ｈ形鋼及びアンカーボルトとする。 

評価の対象となるＬ型鋼製堰の選定結果を表3－5に，鋼製落し込み型堰の選定結果を表

3－6に示す。 
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表3－5 評価対象とするＬ型鋼製堰の選定結果(1/3) 

堰No. 名称 
設置床高さ 

(T.M.S.L.) 

評価対象 

設備 

(代表) 

RB-B1F-1 
原子炉建屋地下1階（R1R2-RCRD）原子炉系（DIV-

Ⅳ）計装ラック室 止水堰 
4.8m  

RB-B1F-2 
原子炉建屋地下1階（R1R2-RDRE）原子炉系（DIV-

Ⅱ）計装ラック室 止水堰 
4.8m  

RB-B1F-3 
原子炉建屋地下1階（R6R7-RCRD）原子炉系（DIV-

Ⅰ）計装ラック室 止水堰 
4.8m  

RB-B1F-4 
原子炉建屋地下1階（R6R7-RDRE）原子炉系（DIV-

Ⅲ）計装ラック室 止水堰 
4.8m  

RB-MB1F-1 原子炉建屋地下中1階（R2R3-RARB）通路 止水堰 8.5m  

RB-1F-2 
原子炉建屋地上1階（R1R2-RCRD）ほう酸水注入

系・電気ペネ室 止水堰 
12.3m  

RB-1F-3 
原子炉建屋地上1階（R2R3-RBRC）原子炉冷却材浄

化系弁室 止水堰 
12.3m  

RB-1F-4 
原子炉建屋地上1階（R3R4-RFRG）電気ペネ室 止

水堰 
12.3m  

RB-1F-5 
原子炉建屋地上1階（R4R5-RFRG）可燃性ガス濃度

制御系エアロック室 止水堰 
12.3m  

RB-1F-7 
原子炉建屋地上1階（R5R6-RBRC）原子炉補機冷却

水系・不活性ガス系・電気ペネ室 止水堰 
12.3m  

RB-2F-4 
原子炉建屋地上2階（R5R6-RARB）主蒸気系トンネ

ル室，配管ペネ室 止水堰 
18.1m  

RB-2F-5 
原子炉建屋地上2階（R5R6-RDRE）電気ペネ室 止

水堰 
18.1m  

RB-3F-1 
原子炉建屋地上3階（R2R3-RBRC）非常用ガス処理

系室 止水堰 
23.5m  

RB-3F-2 
原子炉建屋地上3階（R2R3-RCRD）非常用ガス処理

系室 止水堰 
23.5m  

RB-3F-3 
原子炉建屋地上3階（R2R3-RFRG）格納容器内雰囲

気モニタ系（B）室 止水堰 
23.5m  
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表 3－5 評価対象とするＬ型鋼製堰の選定結果(2/3) 

堰No. 名称 
設置床高さ 

(T.M.S.L.) 

評価対象 

設備 

(代表) 

RB-M3F-1 
原子炉建屋地上中 3階（R4-RFRG）通路 止水

堰 
27.2m  

RB-4F-4 
原子炉建屋地上 4階（R6R7-RDRE）原子炉補機

冷却水系（C）サージタンク室 止水堰 
31.7m  

TB-1F-2 
タービン建屋地上1階（T2T3-TATB）レイダウンス

ペース 止水堰 
12.3m  

TB-1F-3 
タービン建屋地上1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器

エリア給気処理装置室 止水堰1 
12.3m  

TB-1F-4 
タービン建屋地上1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器

エリア給気処理装置室 止水堰2 
12.3m  

TB-1F-5 
タービン建屋地上1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器

エリア給気処理装置室 止水堰3 
12.3m  

TB-1F-6 
タービン建屋地上1階（T3T4-TATB）レイダウンス

ペース 止水堰 
12.3m  

TB-1F-7 
タービン建屋地上1階（T3T4-TCTD）南階段室 止

水堰 
12.3m  

TB-1F-8 
タービン建屋地上1階（T7T8-TATB）レイダウンス

ペース 止水堰 
12.3m  

TB-1F-11 
タービン建屋地上1階（T8T9-TATB）原子炉補機冷

却海水系配管室，空調ダクト室 止水堰 
12.3m  

TB-2F-1 
タービン建屋地上2階（T7T8-TCTD）北西階段室 

止水堰 
20.4m  

CB-B2F-1 
6号機コントロール建屋地下2階（C3C4-CCCD） 

常用電気品室 止水堰 
-2.7m  

CB-B1F-1 
6号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CBCC） 

計測制御電源盤区域(A)送・排風機室 止水堰 
6.5m 〇＊ 

CB-B1F-3 
6号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CCCD） 

区分Ⅰ計測制御用電源盤室 止水堰 
6.5m  

注記＊：最も評価結果が厳しい評価対象部位を有する堰を選定 
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表 3－5 評価対象とするＬ型鋼製堰の選定結果(3/3) 

堰No. 名称 
設置床高さ 

(T.M.S.L.) 

評価対象 

設備 

(代表) 

CB-B1F-4 
6号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CDCE） 

区分Ⅳ計測制御用電源盤室 止水堰 
6.5m  

CB-B1F-5 
6号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CECF） 

区分Ⅱ計測制御用電源盤室 止水堰 
6.5m  

CB-B1F-6 
6号機コントロール建屋地下１階（C3C4-CFCG） 

区分Ⅲ計測制御用電源盤室 止水堰 
6.5m  

RwB-B1F-1 
廃棄物処理建屋地下1階（RW6RW7-RWBRWC)通路 

止水堰 
6.5m  

 

 

表3－6 評価対象とする鋼製落し込み型堰の選定結果 

堰No. 名称 
設置床高さ 

(T.M.S.L.) 

評価対象 

設備 

(代表) 

TB-B1F-4 
タービン建屋地下 1階（T6T7-TJTK）通路 

止水堰 
4.9m  

TB-1F-9 
タービン建屋地上1階（T7T9-TATB）レイダウンス

ペース 止水堰 
12.3m 〇＊ 

TB-1F-12 
タービン建屋地上 1階（T8T9-TBTC） 

レイダウンスペース 止水堰 
12.3m  

注記＊：最も評価結果が厳しい評価対象部位を有する堰を選定 
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3.2.2 鉄筋コンクリート製堰 

鉄筋コンクリート製堰の評価対象部位は，堰に作用する静水圧荷重により応力が発生す

ることから，堰と既存躯体の取合い部分の堰底部のコンクリート，アンカー筋及び縦筋と

する。 

評価の対象となる鉄筋コンクリート製堰の選定結果を表3－7に示す。 

 

表 3－7 評価対象とする鉄筋コンクリート製堰の選定結果 

堰 No. 名称 
設置床高さ 

(T.M.S.L.) 

設置対象 

設備 

(代表) 

RB-1F-8 
原子炉建屋地上１階（R5R6-RG）大物搬出入口建屋 

止水堰 
12.3m  

RB-1F-9 
原子炉建屋地上 1 階（R5R6）大物搬出入口建屋 

止水堰 
12.3m  

RB-2F-3 原子炉建屋地上 2 階（R5R6-RARB）通路 止水堰 18.1m  

TB-1F-1 
タービン建屋地上 1階（T1T2-TATB）大物搬出入口 

止水堰 
12.3m  

TB-1F-10 
タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）北階段室 止

水堰 
12.3m  

TB-1F-13 
タービン建屋地上 1階（T1T2-TCTD）南西階段室 

止水堰 
12.3m  

TB-1F-14 
タービン建屋地上 1階（T2T3-TCTD）南西階段室 

止水堰 
12.3m  

TB-2F-2 
タービン建屋地上 2階（T2T3-TCTD）南西階段室 

止水堰 
20.4m  

TB-2F-3 
タービン建屋地上 2階（T7T8-TBTC）主油タンクメ

ンテナンス室 止水堰 
20.4m 〇＊ 

TB-2F-4 
タービン建屋地上 2階（T8T9-TCTD）主油タンクメ

ンテナンス室 止水堰 
20.4m  

注記＊：最も評価結果が厳しい評価対象部位を有する堰を選定 
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3.2.3 鋼板組合せ堰 

鋼板組合せ堰の評価対象部位は，堰に作用する静水圧荷重が，止水板，梁材及び柱材か

らベースプレート及びアンカーボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して躯体に伝わるこ

とから，止水板，梁材，柱材，ベースプレート及びアンカーボルトとする。評価の対象と

なる鋼板組合せ堰の選定結果を表3－8に示す。 

 

 

堰No. 名称 
設置床高さ 

(T.M.S.L.) 

評価対象設備 

(代表) 

RB-B2F-1 原子炉建屋地下2階（R1R2-RDRE）通路 止水堰 －1.7m  

RB-B2F-2 
原子炉建屋地下2階（R3R4-RFRG）原子炉内蔵型

再循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室 止水堰 
－1.7m 

 

RB-B2F-3 
原子炉建屋地下2階（R4R5-RFRG）原子炉内蔵型再

循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室 止水堰 
－1.7m 

 

RB-B2F-4 原子炉建屋地下2階（R6R7-RDRE）通路 止水堰 －1.7m  

RB-B2F-5 
原子炉建屋地下2階（R4R5-RARB）制御棒駆動機構

配管室 止水堰 
－1.7m 

 

RB-B2F-6 原子炉建屋地下2階（R5R6-RBRC）通路 止水堰 －1.7m  

RB-1F-1 原子炉建屋地上1階（R1R2-RBRC）通路 止水堰 12.3m  

RB-1F-6 原子炉建屋地上1階（R5R6-RARB）通路 止水堰 12.3m  

RB-2F-1 
原子炉建屋地上2階（R1R2-RFRG）非常用ディーゼ

ル発電機(B) 非常用送風機室 止水堰 
18.1m  

RB-2F-2 原子炉建屋地上2階（R2R3-RFRG）通路 止水堰 18.1m  

RB-2F-6 原子炉建屋地上2階（R6R7-RBRC）通路 止水堰 18.1m  

RB-3F-4 原子炉建屋地上3階（R3R4-RARB）通路 止水堰 23.5m  

RB-3F-5 原子炉建屋地上3階（R4R5-RARB）通路 止水堰 23.5m  

RB-M3F-2 
原子炉建屋地上中3階（R6R7-RCRD）北側改良型制

御棒駆動機構制御盤室  止水堰 
27.2m 〇＊ 

RB-M3F-3 
原子炉建屋地上中3階（R6R7-RDRE）北側改良型制

御棒駆動機構制御盤室  止水堰1 
27.2m 

 

RB-M3F-4 
原子炉建屋地上中3階（R6R7-RDRE）北側改良型制

御棒駆動機構制御盤室  止水堰2 
27.2m 

 

RB-M3F-5 
原子炉建屋地上中3階（R6R7-RBRC）非常用ディー

ゼル発電機(A)区域送風機室  止水堰 
27.2m 

 

RB-M3F-6 
原子炉建屋地上中3階（R6R7-RERF）非常用ディー

ゼル発電機(C)区域送風機室 止水堰 
27.2m 

 

注記＊：最も評価結果が厳しい評価対象部位を有する堰を選定 

  

表3－8 評価対象とする鋼板組合せ堰の選定結果(1/2) 

 



 

34 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
0
 

 

 

 
堰 No. 名称 

設置床高さ 

(T.M.S.L.) 

評価対象設備 

(代表) 

RB-4F-1 
原子炉建屋地上 4 階（R1R2-RERF）原子炉内蔵

型再循環ポンプ点検室 止水堰 
31.7m  

RB-4F-2 
原子炉建屋地上 4 階（R2R3-RARB）オペレーテ

ィングフロア 止水堰 
31.7m 

 

RB-4F-3 
原子炉建屋地上 4 階（R2R3-RDRE）オペレーテ

ィングフロア 止水堰 
31.7m 

 

TB-B1F-1 
タービン建屋地下 1階（T7T8-TCTD）A 系原子

炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 止水堰 
4.9m 

 

TB-B1F-2 
タービン建屋地下 1階（T8T9-TATB）A 系原子

炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 止水堰 
4.9m 

 

TB-B1F-3 
タービン建屋地下 1階（T8T9-TCTD）A 系原子

炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室 止水堰 
4.9m 

 

CB-MB2F-1 
6 号機コントロール建屋地下中 2 階（C4C5-

CBCC）常用電気品区域送・排風機室 止水堰 1 
1.0m 

 

CB-MB2F-2 
6 号機コントロール建屋地下中 2 階（C4C5-

CBCC）常用電気品区域送・排風機室 止水堰 2 
1.0m 

 

CB-MB2F-3 
6 号機コントロール建屋地下中 2 階（C3C4-

CBCC）空調ダクト，ケーブル処理室 止水堰 
1.0m 

 

CB-B1F-2 

6 号機コントロール建屋地下１階（C4C5-

CBCC）計測制御電源盤区域(A)送・排風機室 

止水堰 

6.5m 

 

 

表3－8 評価対象とする鋼板組合せ堰の選定結果(2/2) 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重及び荷重の組合せを踏

まえて設定する。 

 

3.3.1 溢水による静水圧荷重 

溢水による静水圧荷重として，発生を想定する溢水による浸水高さを用いた静水圧を考

慮する。溢水による静水圧荷重は次式により算定する。 

 

Ｐｈ＝ρ0・g・Ｈ 

 

3.3.2 荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて設定している荷重を踏まえて設定

する。荷重の組合せを表 3－9に示す。 

 

表3－9 荷重の組合せ 

強度評価の対象施設 荷重の組合せ 

堰 Ｐｈ 
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3.4 許容限界 

堰の許容限界は，Ⅵ-3-別添3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 許

容限界」にて設定している許容限界を踏まえて，「3.2 評価対象部位及び評価対象設備」にて

設定している評価対象部位ごとに，機能損傷モードを考慮し短期許容応力度又は短期許容荷重

とする。代表として評価する堰の許容限界を以下に示す。 

 

3.4.1 Ｌ型鋼製堰の許容限界 

(1) 鋼製板及びＨ形鋼 

「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－10に示す。 

 

表 3－10 鋼製板及びＨ形鋼の短期許容応力度 

材料 

短期許容応力度 

曲げ 

(N/mm2) 

せん断 

(N/mm2) 

組合せ 

(N/mm2) 

SS400 235 135 235 

 

 (2) アンカーボルト 

各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）に基づき算定した

短期許容荷重を表 3－11に示す。 

なお，引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの降伏により決まる許容荷重と付

着力により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を採用する。せん断力を受ける場

合においては，アンカーボルト母材のせん断強度より決まる許容荷重，定着したコンクリー

ト躯体の支圧強度及びコーン状破壊により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値

を採用する。 

 

表 3－11 アンカーボルトの短期許容荷重 

材料 

短期許容荷重 

引張り 

(kN) 

せん断 

(kN) 

SS400 11.4 16.2 
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3.4.2 鋼製落し込み型堰の許容限界 

(1) 鋼製板 

「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－12に示す。 

 

表 3－12 鋼製板の短期許容応力度 

材料 

短期許容応力度 

曲げ 

(N/mm2) 

せん断 

(N/mm2) 

組合せ 

(N/mm2) 

SS400 235 135 235 

 

(2) 枠材及びＨ形鋼 

「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－13に示す。 

 

表 3－13 枠材及びＨ形鋼の短期許容応力度 

材料 

短期許容応力度 

曲げ 

(N/mm2) 

せん断 

(N/mm2) 

組合せ 

(N/mm2) 

SS400 235 135 235 

    

(3) アンカーボルト 

各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）に基づき算定した短

期許容荷重を表 3－14 に示す。 

なお，引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの降伏により決まる許容荷重と

コンクリート躯体のコーン状破壊により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を

採用する。せん断力を受ける場合においては，アンカーボルト母材のせん断強度より決ま

る許容荷重，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコーン状破壊により決まる許容荷

重を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－14 アンカーボルトの短期許容荷重 

材料 

短期許容荷重 

引張り 

(kN) 

せん断 

(kN) 

SS400 36.6 25.7 
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3.4.3 鉄筋コンクリート製堰の許容限界 

(1) コンクリート 

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－((社)日本建築学会，

1999 改定)に基づき算定したコンクリートの短期許容応力度を表 3－15 に示す。 

 

表 3－15 コンクリートの短期許容応力度 

材料 

短期許容応力度 

圧縮 

(N/mm2) 

せん断 

(N/mm2) 

コンクリート 21.4 1.21 

 

    

(2) 縦筋 

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－((社)日本建築学会，

1999改定)に基づき算定した短期許容荷重を表3－16に示す。 

 

表 3－16 縦筋の短期許容荷重 

材料 

短期許容荷重 

引張り 

(kN) 

せん断 

(kN) 

SD295 37.4 37.4 

 

(3) アンカー筋 

各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）に基づき算定した短

期許容荷重を表 3－17 に示す。 

なお，引張力を受ける場合においては，アンカー筋の降伏により決まる許容荷重と付着

力により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を採用する。せん断力を受ける場

合においては，アンカー筋母材のせん断強度より決まる許容荷重，定着したコンクリート

躯体の支圧強度及びコーン状破壊により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を

採用する。 

 

表 3－17 アンカー筋の短期許容荷重 

材料 

短期許容荷重 

引張り 

(kN) 

せん断 

(kN) 

SD295 25.8 26.1 
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3.4.4 鋼板組合せ堰の許容限界 

(1) 止水板 

「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－18に示す。 

 

表 3－18 止水板の短期許容応力度 

材料 

短期許容応力度 

曲げ 

(N/mm2) 

SS400 271 

 

(2) 梁材及び柱材 

「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－19に示す。 

表3－19 梁材及び柱材の短期許容応力度 

材料 

短期許容応力度 

曲げ 

(N/mm2) 

せん断 

(N/mm2) 

組合せ 

(N/mm2) 

SS400 235 135 235 

 

(3) アンカーボルト 

各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改定）に基づき算定した短

期許容荷重を表 3－20 に示す。 

なお，引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの降伏により決まる許容荷重と

コンクリート躯体のコーン状破壊により決まる許容荷重を比較して，いずれか小さい値を

採用する。せん断力を受ける場合においては，アンカーボルト母材のせん断強度より決ま

る許容荷重，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコーン状破壊により決まる許容荷

重を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－20 アンカーボルトの短期許容荷重 

材料 

短期許容荷重 

引張り 

(N) 

せん断 

(N) 

SS400 11720 13860 
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(4) ベースプレート 

「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 3－21に示す。 

 

表 3－21 ベースプレートの短期許容応力度 

材料 

短期許容応力度 

曲げ 

(N/mm2) 

SS400 271 
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3.5 評価方法 

堰の強度評価は，Ⅵ-3-別添3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「5. 強 

度評価方法」にて設定している評価式を用いる。 

   

3.5.1 Ｌ型鋼製堰の評価方法 

静水圧荷重を受けるはりモデルに置き換え，鋼製板又はＨ形鋼とアンカーボルトに発生

する応力を算定し，各許容限界との比較により強度評価を行う。 

    

(1) 応力算定 

静水圧荷重を受ける鋼製板又はＨ形鋼に生じる曲げ応力並びにアンカーボルトに生じる

引張力及びせん断力に対する確認を行うに当たり，各荷重により生じる曲げモーメント，

せん断力を算定する。Ｌ型鋼製堰に生じる力の概念図を図 3－1，図 3－2に示す。 

 

 

図 3－1 溢水時の鋼製板に生じる力の断面概念図 

 

 

 

図 3－2 溢水時のアンカーボルトに生じる力の断面概念図 
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(2) 断面検定 

a. 鋼製板又はＨ形鋼 

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重 

単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。 

 

Ｐｈ＝ρ0・g・Ｈ・10-3 

 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：止水堰の高さ(mm) 

 

(b) 曲げ応力度に対する検定 

鋼製板又はＨ形鋼に生じる曲げ応力度は機械工学便覧に基づき次式より算出し，鋼

製板又はＨ形鋼の短期許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σ＝（Ｍｈ・106）／Ｚ 

Ｍｈ＝（Ｐｈ・（Ｈ・10-3）2）／6 

 

σ ：鋼製板又はＨ形鋼の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｈ ：鋼製板又はＨ形鋼の最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ ：鋼製板又はＨ形鋼のウェブ面外断面係数(mm3/m) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：止水堰の高さ(mm) 

 

b. アンカーボルト 

(a) 引張力に対する検定 

アンカーボルトに作用する引張力を算出し，アンカーボルトの短期許容引張耐力を

下回ることを確認する。 

 

Ｔ＝(Ｍｈ・Ｌ)／(（ｂ－ｅ）・10-3・0.875・Ｎ) 

 

Ｔ ：アンカーボルトに生じる最大引張力(kN) 

Ｍｈ ：鋼製板又はＨ形鋼の最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｌ ：堰全長(mm) 

ｂ ：鋼製板の折り曲げ部又はＨ形鋼の幅(mm) 

ｅ ：アンカーボルトの穴縁端距離(mm) 

Ｎ ：引張側アンカーボルトの本数(本) 
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(b) せん断力に対する検定 

アンカーボルトに作用するせん断力は次式より算出し，アンカーボルトの短期許容

せん断耐力を下回ることを確認する。 

 

ｑ＝(Ｐｈ・Ｈ／2・Ｌ・10-6)／Ｎ 

 

ｑ ：アンカーボルトに生じる最大せん断力(kN) 

Ｐｈ ：静水圧荷重 (kN/m2) 

Ｈ ：止水堰の高さ(mm) 

Ｌ ：堰全長(mm) 

Ｎ ：引張側アンカーボルトの本数(本) 

 

(c) 引張力とせん断力の組合せに対する検定 

組合せによる評価を各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年

改定）に基づく次式により算出し，1 以下であることを確認する。 

 

(Ｔ／Ｔａ)2＋(ｑ／Ｑａ)2≦1 

 

Ｔ ：アンカーボルトに生じる最大引張力(kN) 

Ｔａ ：アンカーボルトに生じる引張りに対する短期許容荷重(kN) 

ｑ ：アンカーボルトに生じる最大せん断力(kN) 

Ｑａ ：アンカーボルトに生じるせん断力に対する短期許容荷重(kN) 
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3.5.2 鋼製落し込み型堰の評価方法 

静水圧荷重を受けるはりモデルに置き換え，鋼製板，枠材，Ｈ形鋼及びアンカーボルト

に発生する応力を算定し，各許容限界との比較により耐震評価を行う。 

 

(1) 応力算定 

静水圧荷重を受ける鋼製板，枠材，Ｈ形鋼及びアンカーボルトに対する確認を行うに当

たり，各荷重により生じる応力を算定する。鋼製落し込み型堰に生じる力の概念図を図 3

－3～図 3－5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 溢水時の鋼製板，枠材及びＨ形鋼に生じる力の断面概念図 

 

 
 

図 3－4 溢水時の枠材に生じる力の断面概念図 

 

 

 

図 3－5 溢水時のアンカーボルトに生じる力の断面概念図 
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(2) 断面検定 

a. 鋼製板 

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重 

単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。 

 

Ｐｈ１＝ρ0・g・Ｈ１・10-3 

 

Ｐｈ１ ：鋼製板にかかる静水圧荷重(kN/m2) 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ１ ：枠材の高さ(mm) 

 

(b) 曲げ応力度に対する検定 

鋼製板に生じる曲げ応力度は機械工学便覧に基づき次式より算出し，鋼製板の短期

許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σ１＝（Ｍｈ１・106）／Ｚ１ 

Ｍｈ１＝（Ｐｈ１・（Ｌ１・10-3）2）／8 

 

σ１ ：鋼製板の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｈ１ ：鋼製板の最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ１ ：鋼製板の断面係数(mm3/m) 

Ｐｈ１ ：鋼製板にかかる静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ１ ：枠材が負担する堰長(mm) 
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b. 枠材 

(a) 曲げ応力度に対する検定 

枠材に生じる曲げ応力度は機械工学便覧に基づき次式より算出し，枠材の短期許容

曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σ２ ＝(Ｍｈ２・106)／Ｚ２ 

Ｍｈ２＝(Ｐｈ２・（Ｌ１・10-3）・（Ｈ１・10-3)2)／6 

Ｐｈ2＝ρ0・g・Ｈ１・10-3 

 

ここで，σ２ ：枠材の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｈ２ ：枠材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ２ ：枠材の断面係数(mm3) 

Ｐｈ２ ：枠材にかかる静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ１ ：枠材が負担する堰長(mm) 

Ｈ１ ：枠材の高さ(mm) 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

(b) せん断応力度に対する検定  

枠材に生じるせん断応力度は機械工学便覧に基づき次式より算出し，枠材の短期許

容せん断応力度を下回ることを確認する。 

 

τ１ ＝Ｑ１・103／Ａｓ 

Ｑ１ ＝(Ｐｈ２・（Ｌ１・10-3）・（Ｈ１・10-3))／2 

 

ここで，τ１ ：枠材の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ１ ：枠材の最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：枠材のせん断断面積(mm2) 

Ｐｈ２ ：枠材にかかる静水圧荷重(kN/m2) 

Ｌ１ ：枠材が負担する堰長(mm) 

Ｈ１ ：枠材の高さ(mm) 
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(c) 曲げ応力度とせん断応力度の組合せに対する検定  

枠材に生じる曲げ応力度とせん断応力度の組合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく次式

により算出し，枠材の短期許容組合せ応力度を下回ることを確認する。 

 σ
ｅ
＝ σ

２

２
＋3・τ

１

２
 

σｅ  ：枠材の組合せ応力度(N/mm2) 

σ２  ：枠材の最大曲げ応力度(N/mm2) 

τ１  ：枠材の最大せん断応力度(N/mm2) 

     

c. Ｈ形鋼 

(a) 曲げ応力度に対する検定 

Ｈ形鋼に生じる曲げ応力度は機械工学便覧に基づき次式より算出し，Ｈ形鋼の短期

許容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σ３＝(Ｍｈ３・106)／Ｚ 

Ｍｈ３＝Ｐｈ３・（Ｈ・10-3)2)／6 

Ｐｈ３＝ρ0・g・Ｈ・10-3 

ここで，σ３ ：Ｈ形鋼の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｈ３      ：Ｈ形鋼の最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ ：Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数(mm3/m) 

Ｐｈ３ ：Ｈ形鋼にかかる静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：止水堰の高さ(mm) 

ρ0  ：水の密度(t/m3) 

g  ：重力加速度(m/s2) 

     

d. アンカーボルト 

(a) 引張力に対する検定 

アンカーボルトに作用する引張力を算出し，アンカーボルトの短期許容引張耐力を

下回ることを確認する。 

 

Ｔ＝（（Ｍｈ3・Ｌ２・10-3）／（ｂ－ｅ）・10-3・0.875・Ｎ1 ) 

 

Ｔ ：アンカーボルトに生じる最大引張力(kN) 

Ｍｈ３ ：Ｈ形鋼の最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｌ２ ：堰全長(mm) 

ｂ ：Ｈ形鋼の幅(mm) 

ｅ ：アンカーボルトの穴縁端距離(mm) 

Ｎ1 ：引張側アンカーボルトの本数(本) 
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(b) せん断力に対する検定 

アンカーボルトに作用するせん断力は次式より算出し，アンカーボルトの短期許容

せん断耐力を下回ることを確認する。 

 

ｑ＝(Ｐｈ３・Ｈ・Ｌ２・10-6)／2／Ｎ1 

 

ｑ  ：アンカーボルトに生じる最大せん断力(kN) 

Ｐｈ３ ：Ｈ形鋼にかかる静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ   ：止水堰の高さ(mm) 

Ｌ２  ：堰全長(mm) 

Ｎ1  ：引張側アンカーボルトの本数(本) 

 

 

(c) 引張力とせん断力の組合せに対する検定 

組合せによる評価を各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年

改定）に基づく次式により算出し，1 以下であることを確認する。 

 

（Ｔ／Ｔａ）＋（ｑ／Ｑａ）≦ 1 

 

Ｔ ：アンカーボルトに生じる最大引張力(kN) 

Ｔａ ：アンカーボルトに生じる引張りに対する短期許容荷重(kN) 

ｑ ：アンカーボルトに生じる最大せん断力(kN) 

Ｑａ：アンカーボルトに生じるせん断力に対する短期許容荷重(kN) 

 

 

  

2 2 
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Ｍｈ

Ｑｈ コンクリート 

既存躯体 

横筋 
アンカー筋 

3.5.3 鉄筋コンクリート製堰の評価方法 

鉄筋コンクリート製堰に生じる応力は，静水圧荷重を受ける片持ちはりとして，既存躯

体との接合部に生じる圧縮力及びせん断力を算定し，鉄筋に生じる引張力及びせん断力並

びにコンクリートに生じるせん断力及び圧縮力に対する確認を行う。 

また，鉄筋に生じる引張力に対する確認においては，鉄筋コンクリート製堰が受ける静

水圧荷重の曲げ成分を組み合わせるものとする。 

 

(1) 応力算定 

静水圧荷重を受けるアンカー筋，コンクリート，縦筋に対する確認を行うに当たり，

各荷重により生じる応力を算定する。鉄筋コンクリート製堰に生じる力の概念図を図 3－

6，図 3－7に示す。 

また，鉄筋コンクリート製堰のうち二段以上の堰について，縦筋とアンカー筋に生じ

る力の概念図を図 3－8，図 3－9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 溢水時の鉄筋コンクリート製堰に生じる力の断面概念図（一段） 

 

 

            

 

 

 

図 3－7 溢水時の鉄筋コンクリート製堰に生じる力の断面概念図（二段以上） 

  

横筋 

コンクリート 

アンカー筋 

縦筋 

ｂ’ 

ｔ 

Ｍｈ 

Ｑｈ 

ｔ 

ｂ’ 

既存躯体 

Ｈ 

Ｈ 
Ｈ’ 



 

50 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
0
 

 

 

 

 

 

図 3－8 溢水時の縦筋に生じる力の断面概念図 

 

 

 

 

図 3－9 溢水時のアンカー筋に生じる力の断面概念図 

 

 

(2) 断面検定 

a. アンカー筋 

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重 

単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。 

 

Ｐｈ＝ρ0・g・Ｈ・10-3 

 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

ρ0 ：水の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｈ ：止水堰の高さ(mm) 

 

  

注記＊：アンカー筋の評価対象部位を示し， 

    評価においては各評価対象部位よりも 

    上の堰部分に静水圧荷重を見込むものとする。 

Ｍｈ 

Ｑｈ 

＊ 

注記＊：縦筋の評価対象部位を示し， 

    評価においては各評価対象部位よりも 

    上の堰部分に静水圧荷重を見込むものとする。 

＊ ＊ 

Ｍｈ 

Ｑｈ 
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(b) 引張力に対する検定 

アンカー筋に作用する引張力を算出し，アンカー筋の短期許容引張応力度を下回る

ことを確認する。 

 

Ｔ１＝Ｍｈ・Ｌ／（ｂ’・Ｎ１） 

Ｍｈ＝（Ｐｈ・（Ｈ・10-3）2）／6 

 

Ｔ１ ：アンカー筋に生じる最大引張力(kN) 

Ｍｈ ：堰に生じる最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｌ ：堰全長(mm) 

ｂ’ ：アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離(mm) 

Ｎ１ ：アンカー筋の本数(本) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：止水堰の高さ(mm) 

 

(c) せん断力に対する検定 

アンカー筋に作用するせん断力は次式より算出し，アンカー筋の短期許容せん断応

力度を下回ることを確認する。 

 

ｑ１＝Ｑｈ／Ｎ１ 

Ｑｈ＝Ｐｈ・Ｈ・Ｌ・10-6／2 

 

ｑ１ ：アンカー筋に生じる最大せん断力(kN) 

Ｑｈ ：堰に生じる最大せん断力(kN) 

Ｎ１ ：アンカー筋の本数(本) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：止水堰の高さ(mm) 

Ｌ ：堰全長(mm) 

 

(d) 引張力とせん断力の組合せに対する検定 

組合せによる評価を各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年

改定）に基づく次式により算出し，1 以下であることを確認する。 

 

（Ｔ１／Ｔａ１）＋（ｑ１／Ｑａ１）≦1 

 

Ｔ１ ：アンカー筋に生じる最大引張力(kN) 

Ｔａ１ ：アンカー筋に生じる引張りに対する短期許容荷重(kN) 

ｑ１ ：アンカー筋に生じる最大せん断力(kN) 

Ｑａ１ ：アンカー筋に生じるせん断に対する短期許容荷重(kN) 

2 2 
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b. 縦筋 

(a) 引張力に対する検定 

縦筋に作用する引張力は，静水圧荷重による曲げモーメントより引張力を算出し，

縦筋に生じる引張力が短期許容引張耐力を下回ることを確認する。 

 

Ｔ２＝Ｍｈ・Ｌ／（ｂ’・Ｎ２） 

Ｍｈ＝（Ｐｈ・（Ｈ’・10-3）2）／6 

 

Ｔ２ ：縦筋に生じる最大引張力(kN) 

Ｍｈ ：堰に生じる最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｌ ：堰全長(mm) 

ｂ’ ：縦筋の重心位置から躯体端部までの距離 (mm) 

Ｎ２ ：縦筋の本数(本) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ’ ：評価位置上部の止水堰の高さ(mm) 

 

(b) せん断力に対する検定 

縦筋に作用するせん断力により，縦筋に生じるせん断力が短期許容せん断耐力を下

回ることを確認する。 

 

ｑ２＝Ｑｈ／Ｎ２ 

Ｑｈ＝Ｐｈ・Ｈ’・Ｌ・10-6／2 

 

ｑ２ ：縦筋に生じる最大せん断力(kN) 

Ｑｈ ：堰に生じる最大せん断力(kN) 

Ｎ２ ：縦筋の本数(本) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ’ ：評価位置上部の止水堰の高さ(mm) 

Ｌ ：堰全長(mm)  
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(c) 引張力とせん断力の組合せに対する検定 

組合せによる評価を各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改

定）に基づく次式により算出し，1以下であることを確認する。 

 

（Ｔ２／Ｔａ２）＋（ｑ２／Ｑａ２）≦1 

 

Ｔ２ ：縦筋に生じる最大引張力(kN) 

Ｔａ２ ：縦筋に生じる引張りに対する短期許容荷重 (kN) 

ｑ２ ：縦筋に生じる最大せん断力(kN) 

Ｑａ２ ：縦筋に生じるせん断に対する短期許容荷重 (kN) 

 

c. 堰底部のコンクリート 

(a) せん断力に対する検定 

堰底部に生じるせん断力が短期許容せん断荷重を下回ることを確認する。 

 

τ’＝Ｑｈ・103／（Ｌ・ｔ） 

Ｑｈ＝Ｐｈ・Ｈ・Ｌ・10-6／2 

 

τ’ ：堰底部のコンクリートに生じる最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑｈ ：堰に生じる最大せん断力 (kN) 

Ｌ ：堰全長(mm) 

ｔ ：堰厚さ(mm) 

Ｐｈ ：静水圧荷重(kN/m2) 

Ｈ ：止水堰の高さ(mm) 

 

(b) 圧縮力に対する検定 

堰に生じる曲げモーメントによりコンクリートの圧縮力に生じる応力度が 

短期許容圧縮応力度を下回ることを確認する。 

 

σｃ＝ｗ１・103／（Ｌ・ｔ）＋（Ｍｈ・106）／Ｚ 

 

σｃ ：堰底部のコンクリートに生じる最大圧縮応力度(N/mm2) 

ｗ１ ：堰重量(kN) 

Ｌ ：堰全長(mm) 

ｔ ：堰厚さ(mm) 

Ｍｈ ：堰に生じる最大曲げモーメント(kN・m/m) 

Ｚ ：鉄筋コンクリート製堰の断面係数(mm3/m) 

 

  

2 2 
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3.5.4 鋼板組合せ堰の評価方法 

静水圧荷重を受ける平板モデル，はりモデルに置き換え，止水板，梁材，柱材，ベース

プレート及びアンカーボルトに発生する応力を算定し，各許容限界との比較により強度評

価を行う。 

 

(1) 応力算定 

静水圧荷重を受ける止水板に生じる曲げ応力度，梁材，柱材に生じる曲げ応力度，せん

断応力度，ベースプレートに生じる曲げ応力度，並びにアンカーボルトに生じる引張力及

びせん断力に対する確認を行うに当たり，各荷重により生じる曲げ応力度，せん断応力度

を算定する。鋼板組合せ堰に生じる力の概念図を図 3－10～図 3－15 に示す。 

 

 

  

図 3－10 鋼板組合せ堰の断面概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－11 溢水時の止水板に生じる力の断面概念図（等分布荷重，3辺支持，一辺自由） 

  

柱材 

Ｈ 

ａ 

梁材 

床アンカーボルト 

Ｐｈ 

Ｐｈ 

壁アンカーボルト 

Ｌ 
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図 3－12 溢水時の梁材に生じる力の断面概念図（等分布荷重，片持ち） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－13 溢水時の柱材に生じる力の断面概念図（直線形分布荷重，片持ち） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－14 溢水時の床側アンカーボルトに生じる力の模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－15 溢水時の壁側アンカーボルトに生じる力の断面概念図（壁反力によるせん断） 
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(2) 断面検定 

a. 止水板 

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重 

止水板に作用する単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。 

 

Ｐｈ１＝ρ0・g・（Ｈ－ｈ１）・10-9 

 

Ｐｈ１ :止水板最下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

ρ0 :溢水の密度 (kg/m3) 

g :重力加速度 (m/s2) 

Ｈ :止水堰の高さ，又は溢水評価水位以上の高さ (mm) 

ｈ１ :評価する止水板の最下端の高さ (mm) 

 

(b) 曲げ応力度に対する検定 

止水板に生じる曲げ応力度は機械工学便覧に基づき次式より算出し，止水板の短期

許容曲げ応力度を下回ることを確認する。なお，止水板の縦，横方向の長辺方向に対

する曲げ応力度を確認する。 

 

σｐ＝β・Ｐｈ１・ａ2／ｔ2 

 

 

b. 梁材 

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重 

梁材に作用する単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。 

 

Ｐｈ２＝ρ0・g・（Ｈ－ｈ２）・10-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

σｐ :止水板の曲げ応力度 (N/mm2) 

β :長方形板の最大応力の係数 

Ｐｈ１ :止水板最下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

ａ :止水板の長辺方向の幅 (mm) 

ｔ :止水板の板厚 (mm) 

Ｐｈ２ :梁材最下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

ρ0 :溢水の密度 (kg/m3) 

g :重力加速度 (m/s2) 

Ｈ :止水堰の高さ，又は溢水評価水位以上の高さ (mm) 

h2 :評価する梁材の最下端の高さ (mm) 
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(b) 平均水圧による分布荷重 

平均水圧による分布荷重は次式より算出する。 

 

Ｗｆ＝Ｐｈ２・ａ’ 

 

Ｗｆ :梁材の平均水圧による分布荷重 (N/mm) 

Ｐｈ２ :梁材最下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

ａ’ :梁材1本当たりが負担する止水板の幅 (mm) 

      

(c) 曲げ応力度に対する検定 

梁材に生じる曲げ応力度は機械工学便覧に基づき次式より算出し，梁材の短期許容

曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σｆ＝Ｍｆ／Ｚ 

Ｍｆ＝（Ｗｆ・Ｌ’2 ）／2 

 

σｆ :梁材の曲げ応力度 (N/mm2) 

Ｍｆ :梁材の曲げモーメント (N・mm) 

Ｚ :梁材の断面係数 (mm3) 

Ｗｆ :梁材の平均水圧による分布荷重 (N/mm) 

Ｌ’ :評価する梁材の長さ (mm) 
 

(d) せん断応力度に対する検定  

梁材に生じるせん断応力度は機械工学便覧に基づき次式より算出し，梁材の短期許

容せん断応力度を下回ることを確認する。  

 

τｆ＝Ｑｆ／Ａｓ 

Ｑｆ＝Ｗｆ・Ｌ’ 

 

τｆ :梁材のせん断応力度 (N/mm2) 

Ｑｆ :梁材の発生せん断力 (N) 

Ａｓ :梁材のせん断断面積 (mm2) 

Ｗｆ :梁材の平均水圧による分布荷重 (N/mm) 

Ｌ’ :評価する梁材の長さ (mm) 

 

  



 

58 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-2
-
4
 R
0
 

(e) 曲げ応力度とせん断応力度の組合せに対する検定 

梁材に生じる曲げ応力度とせん断応力度の組合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく次式

により算定し，梁材の短期許容組合せ応力度を下回ることを確認する。 

 

σ
ｅｆ

＝ σ
ｆ

2
＋3・τ

ｆ

2
 

 

σｅｆ :梁材の組合せ応力度 (N/mm2) 

σｆ :梁材の曲げ応力度 (N/mm2) 

τｆ :梁材のせん断応力度 (N/mm2) 

 

 

c. 柱材 

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重 

柱材に作用する単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。 

 

Ｐｈ３＝ρ0・g・Ｈ・10-9 

 

Ｐｈ３ ∶止水堰下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

ρ0 ∶溢水の密度 (kg/m3) 

g ∶重力加速度 (m/s2) 

Ｈ ∶止水堰の高さ，又は溢水評価水位以上の高さ(mm) 

 

(b) 平均水圧による分布荷重 

平均水圧による分布荷重は次式より算出する。 

 

Ｗｆ２＝Ｐｈ３・Ｌ1＇ 

 

Ｗｆ２ :柱材の平均水圧による分布荷重 (N/mm) 

Ｐｈ３ ∶止水堰下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

Ｌ１＇ ∶柱材1本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 (mm) 
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(c) 曲げ応力度に対する検定 

柱材に生じる曲げ応力度は機械工学便覧に基づき次式より算出し，柱材の短期許容

曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σＹ＝ＭＹ／ＺＹ 

ＭＹ＝（Ｗｆ２・Ｈ2）／6 

 

σＹ ∶柱材の曲げ応力度 (N/mm2) 

ＭＹ ∶柱材の曲げモーメント (N・mm) 

ＺＹ ∶柱材の断面係数 (mm3) 

Ｗｆ２ ∶柱材の平均水圧による分布荷重 (N/mm) 

Ｈ ∶止水堰の高さ，又は溢水評価水位以上の高さ(mm) 

 

(d) せん断応力度に対する検定 

柱材に生じるせん断応力度は「機械工学便覧」に基づき次式より算出し，柱材の短

期許容せん断応力度を下回ることを確認する。 

 

τＹ＝ＱＹ／ＡＹ 

ＱＹ＝（Ｗｆ２・Ｈ）／2 

 

τＹ ∶柱材のせん断応力度 (N/mm2) 

ＱＹ ∶柱材の発生せん断力 (N) 

ＡＹ ∶柱材のせん断断面積 (mm2) 

Ｗｆ２ ∶柱材の平均水圧による分布荷重 (N/mm) 

Ｈ ∶止水堰の高さ，又は溢水評価水位以上の高さ(mm) 

 

(e) 曲げ応力度とせん断応力度の組合せに対する検定 

柱材に生じる曲げ応力度とせん断応力度の組合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく次式

により算出し，柱材の短期許容組合せ応力度を下回ることを確認する。 

 

 σ
ｅＹ

＝ σ
Ｙ

２
＋3・τ

Ｙ

２
 

 

σｅＹ :柱材の組合せ応力度 (N/mm2) 

σＹ :柱材の曲げ応力度 (N/mm2) 

τＹ :柱材のせん断応力度 (N/mm2) 
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d. 床側アンカーボルト 

(a) 単位長さ当たりの静水圧荷重 

床側アンカーボルトに作用する単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。 

 

Ｐｈ３＝ρ0・g・Ｈ・10-9 

 

Ｐｈ３ ∶止水堰下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

ρ0 ∶溢水の密度 (kg/m3) 

g ∶重力加速度 (m/s2) 

Ｈ ∶止水堰の高さ，又は溢水評価水位以上の高さ(mm) 

 

(b) 平均水圧による分布荷重 

平均水圧による分布荷重は次式より算出する。 

 

Ｗｆ３＝Ｐｈ３・Ｌ 

 

Ｗｆ３ :止水堰下端の平均水圧による分布荷重 (N/mm) 

Ｐｈ３ ∶止水堰下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

Ｌ ∶止水堰の全幅 (mm) 

 

(c) 引張力に対する検定  

床側アンカーボルトに作用する曲げモーメントを機械工学便覧に基づき算出す

る。さらに，曲げモーメントより引張力を算出し，アンカーボルトの短期許容引

張荷重を下回ることを確認する。  

 

Ｔ＝Ｍｈ／（ｎ１・ｅ） 

Ｍｈ＝（Ｗｆ３・Ｈ2）／6  

 

Ｔ :床側アンカーボルト発生引張力 (N) 

Ｍｈ :転倒モーメント (N･mm) 

ｎ１ :引張を受ける床側アンカーボルト本数 (本) 

ｅ :床側アンカーボルト位置からの縁端距離 (mm) 

Ｗｆ３ :止水堰下端の平均水圧による分布荷重 (N/mm) 

Ｈ :止水堰高さ，又は溢水評価水位以上の高さ(mm) 
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(d) せん断力に対する検定  

床側アンカーボルトに作用するせん断力は次式より算出し，アンカーボルトの短期

許容せん断荷重を下回ることを確認する。  

 

Ｓ＝Ｒｓ／ｎ2 

Ｒｓ＝（Ｗｆ3・Ｈ）／2 

 

Ｓ :床側アンカーボルト発生せん断力 (N) 

Ｒｓ :止水堰下端の発生せん断力 (N) 

ｎ２ :せん断を受ける床側アンカーボルト本数 (本) 

Ｗｆ３ :止水堰下端の平均水圧による分布荷重 (N/mm) 

Ｈ :止水堰高さ，又は溢水評価水位以上の高さ(mm) 

 

(e) 引張力とせん断力の組合せに対する検定  

組合せによる評価を各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010年

改定）に基づく次式により算出し，1以下であることを確認する。  

 

（Ｔ／Ｐ０）2＋（Ｓ／Ｖ０）2≦1 

 

Ｔ :床側アンカーボルト発生引張力 (N) 

Ｐ０ :アンカーボルトに生じる引張りに対する短期許容荷重 (N) 

Ｓ :床側アンカーボルト発生せん断力 (N) 

Ｖ０ :アンカーボルトに生じるせん断力に対する短期許容荷重 (N) 

 

e. 壁側アンカーボルト 

(a) 静水圧荷重 

壁に平行方向に作用する単位長さ当たりの静水圧荷重は次式より算出する。 

 

Ｐｈ３＝ρ0・g・Ｈ・10-9 

 

Ｐｈ３ :止水堰下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

ρ0 :溢水の密度 (kg/m3) 

g :重力加速度 (m/s2) 

Ｈ :止水堰の高さ，又は溢水評価水位以上の高さ(mm) 
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(b) せん断力に対する検定 

アンカーボルトに作用するせん断力は次式より算出し，アンカーボルトの短期許容

せん断荷重を下回ることを確認する。 

 

ｑ＝Ｒｑ／Ｎ  

Ｒｑ＝（（Ｐｈ３・Ｈ／2）・Ｂ）／2 

 

ｑ :壁側アンカーボルト発生せん断力 (N) 

Ｒｑ :片側の壁の発生せん断力 (N) 

Ｎ :せん断を受ける片側の壁側アンカーボルト本数 (本) 

Ｐｈ３ :止水堰下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

Ｈ :止水堰の高さ，又は溢水評価水位以上の高さ(mm) 

Ｂ :止水堰の側面全幅 (mm) 

 

f. ベースプレート 

(a) 曲げ応力度に対する検定 

ベースプレートに作用する曲げ応力度は次式より算出し，ベースプレートの短期許

容曲げ応力度を下回ることを確認する。 

 

σｐｓ＝Ｔ・ｎ３・ＬＰＳ／ＺＰＳ 

 

σｐｓ :ベースプレートの曲げ応力度 (N/mm2) 

Ｔ :床側アンカーボルト発生引張力 (N) 

ｎ３ :ベースプレートのアンカーボルト本数 (本) 

ＬＰＳ :ベースプレートのレバー長さ (mm) 

ＺＰＳ ∶ベースプレートの断面係数 (mm3) 
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3.6 評価条件 

Ｌ型鋼製堰の強度評価に用いる入力値を表 3－22に，鋼製落し込み型堰の強度評価に用いる

入力値を表 3－23 に，鉄筋コンクリート製堰の強度評価に用いる入力値を表 3－24 に，鋼板組

合せ堰の強度評価に用いる入力値を表 3－25に示す。 

 

表 3－22 Ｌ型鋼製堰の強度評価に用いる入力値 

記号 単位 
堰 No. CB-B1F-1 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 100 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 52.5 

Ｈ mm 止水堰の高さ 430 

Ｌ mm 堰全長 670 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

表 3－23 鋼製落し込み型堰鋼製堰の強度評価に用いる入力値 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-9 

定義 数値 

Ａｓ mm2 枠材のせん断断面積 6.30×102 

Ｈ mm 止水堰の高さ 1100 

Ｎ１ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ１ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 

Ｚ２ mm3 枠材の断面係数 1.42×104 

Ｚ３ mm3/m H 形鋼のウェブ面外断面係数 2.93×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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表 3－24 鉄筋コンクリート製堰の強度評価に用いる入力値 

記号 単位 
堰 No. TB-2F-3 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 50 

Ｈ mm 止水堰の高さ 500 

Ｌ mm 堰全長 3500 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 40 

Ｎ２ 本 縦筋の本数 36 

ｔ mm 堰厚さ 575 

ｗ１ kN 堰重量 15.6 

Ｚ mm3/m 断面係数 5.51×107 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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表 3－25 鋼板組合せ堰の強度評価に用いる入力値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号 単位 堰 No. RB-M3F-2 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 305.0 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 912.0 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 718 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 180 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 625 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 190 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 615 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 0 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 170 

Ｌ mm 止水堰の全幅 2800 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 335 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 720 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ 220 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 2 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 10 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 10 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 1 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 20100 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 62300 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 3600 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.8 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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4. 評価結果 

Ｌ型鋼製堰の強度評価結果を表 4－1 に，鋼製落し込み型堰の強度評価結果を表 4－2に，鉄筋

コンクリート製堰の強度評価結果を表 4－3に，鋼板組合せ堰の強度評価結果を表 4－4 に示す。

発生値は許容限界値以下であり，静水圧荷重に対して，溢水伝播を防止する機能を維持するため

に，十分な構造強度を有することを確認した。 

 

表 4－1 Ｌ型鋼製堰の強度評価結果 

堰No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

CB-B1F-1 

鋼製板 曲げ 22.5 N/mm2 235 N/mm2 0.10 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.726 kN 11.4 kN 0.07 

せん断 0.209 kN 16.2 kN 0.02 

組合せ － － － － 0.01 

 

 

表 4－2 鋼製落し込み型堰の強度評価結果 

堰No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-9 

鋼製板 曲げ 146 N/mm2 235 N/mm2 0.63 

枠材 

曲げ 39.1 N/mm2 235 N/mm2 0.17 

せん断 3.83 N/mm2 135 N/mm2 0.03 

組合せ 39.7 N/mm2 235 N/mm2 0.17 

Ｈ形鋼 曲げ 77.2 N/mm2 235 N/mm2 0.33 

アンカー 

ボルト 

引張り 20.9 kN 36.6 kN 0.58 

せん断 7.46 kN 25.7 kN 0.30 

組合せ － － － － 0.43 

 

表 4－3 鉄筋コンクリート製堰の強度評価結果 

堰No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-2F-3 

アンカー筋 

引張り 0.308 kN 24.1 kN 0.02 

せん断 0.111 kN 20.3 kN 0.01 

組合せ ― ― ― ― 0.01 

縦筋 

引張り 0.308 kN 37.4 kN 0.01 

せん断 0.111 kN 37.4 kN 0.01 

組合せ ― ― ― ― 0.01 

堰底部の 

コンクリート 

せん断 0.003 N/mm2 1.21 N/mm2 0.01 

圧縮 0.012 N/mm2 21.4 N/mm2 0.01 
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表 4－4 鋼板組合せ堰の強度評価結果 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-M3F-2 

止水板 曲げ 243 N/㎟ 271 N/㎟ 0.90 

梁 

曲げ 3 N/㎟ 235 N/㎟ 0.02 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01 

組合せ 4 N/㎟ 235 N/㎟ 0.02 

柱材 

曲げ 5 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03 

せん断 2 N/㎟ 135 N/㎟ 0.02 

組合せ 6 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03 

ベース  

プレート 
曲げ 35 N/㎟ 271 N/㎟ 0.13 

アンカー 

ボルト 

(床) 

引張り 560.3 N 11720 N 0.05 

せん断 519.3 N 13860 N 0.04 

組合せ ― ― ― ― 0.01 

アンカー 

ボルト 

(壁) 

せん断 289.8 N 13860 N 0.02 
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Ⅵ-3-別添 3-2-5 床ドレンライン浸水防止治具の強度計算書（溢水） 
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1. 概要 

  本資料は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針｣に基づき，浸水防

護施設のうち床ドレンライン浸水防止治具が溢水に伴う荷重に対し，主要な構造部材が構造健全

性を有することを確認するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置計画 

強度評価の対象施設となる床ドレンライン浸水防止治具の配置計画は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢

水への配慮が必要な施設の強度計算の方針｣の「3. 構造強度設計」にて示す。 
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 2.2 構造計画 

浸水防止冶具の構造計画は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

の「3. 構造強度設計」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。 
 

(1) フロート式治具 

    フロート式治具は，フロート式の浸水防止治具であり，配管内で逆流が発生するとフロー

トが押上げられ，弁座に密着することで止水する。フロート式治具の構造計画を表 2－1に示

す。 
表2－1 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
型式 主体構造 支持構造 

フロート

式治具 

外ねじ 

取付型 

弁座を含む弁本

体，弁体であるフ

ロート及びフロ

ートを弁座に導

くフロートガイ

ドで構成する。 

配管のねじ

切り部に直

接ねじ込み

固定とする。 

 

内ねじ 

取付型 

 

フランジ 

取付型 

台座と取付

金具を接着

剤で固定し，

本体フラン

ジと取付金

具をボルト

で固定する。 

 弁本体 

取付金具 

弁座 

フロート 

フロートガイド 

既設配管 

台座 

フロート 

弁座 

弁本体 

フロートガイド 

ねじ切り部 

既設配管 

弁座 

フロート 

弁本体 

フロートガイド 

ねじ切り部 

 既設配管 
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具は，スプリング式の浸水防止治具であり，ばね圧により常時弁体が弁座

に密着している。配管内で逆流が発生すると，弁体の下方からの圧力が加わり，弁体と弁座

の密着が維持されることで止水する。スプリング式治具の構造計画を表2－2に示す。 

 

表2－2 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
型式 主体構造 支持構造 

スプリン

グ式治具 

外ねじ 

取付型 

弁座を含む本体，

弁体，弁体を弁座

に導くガイド並

びにばねが内挿

されるばねガイ

ドで構成する。 

配管のねじ

切り部に直

接ねじ込み

固定とする。 

 

内ねじ 

取付型 

 

フランジ 

取付型 

台座と取付

金具を接着

剤で固定し，

本体フラン

ジと取付金

具をボルト

で固定する。 

 

弁体 
 取付金具  弁座 

 弁本体 

台座 

既設配管 

ガイド 

ばねガイド 

ばね 

 弁体 弁座 

弁本体 

既設配管 ばねガイド 
ガイド 

ばね 

ねじ切り部 

ガイド 
 弁体 弁座 

弁本体 

ばねガイド 

ばね 

既設配管 

ねじ切り部 
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(3) 閉止キャップ 

    閉止キャップは，配管に蓋をすることで配管内の順流及び逆流を止水する。閉止キャップ

の構造計画を表 2－3 に示す。 

 

表2－3 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

閉止 

キャップ 

閉止キャップで構

成する。 

配管にねじ込み固定す

る。 

 

 

  

閉止キャップ 

ねじ切り部 

既設配管 

O リング又はパッキン 
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(4) 閉止栓 

    閉止栓は，配管に蓋をすることで配管内の順流及び逆流を止水する。閉止栓の構造計画を

表 2－4 に示す。 

 

表2－4 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

閉止栓 閉止栓で構成する。 
ゴムの圧着により

固定する。 

 

 

  

ゴムリング 

閉止栓 

ボルト 

既設配管 
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2.3 評価方針 

  (1) フロート式治具 

フロート式治具の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の

方針｣にて設定している荷重並びに許容限界を踏まえて，応力評価及び構造健全性評価により

実施する。フロート式治具の強度評価フローを図 2－1に示す。 

溢水への配慮が必要な施設の強度計算においては，静水圧荷重を用いて評価するが，津波 
への配慮が必要な施設の強度計算では，静水圧荷重に加えて余震を考慮した荷重を用いて評

価する。よって，計算方法及び評価上最も厳しい計算結果は，Ⅵ-3-別添 3-1-6「床ドレンラ

イン浸水防止治具の強度計算書」に包絡されるため，本計算書では評価不要とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 強度評価フロー 

圧力の計算 水圧試験に 
よる評価 

荷重及び荷重の

組合せの設定 

応力の計算 

評価式による計算 

弁本体，フロートガイドの応力評価 
・圧縮 

フロート，取付部の 
構造健全性評価 
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(2) スプリング式治具 

スプリング式治具の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の

方針｣にて設定している荷重並びに許容限界を踏まえて，応力評価及び構造健全性評価により実

施する。スプリング式治具の強度評価フローを図 2－2に示す。 

溢水への配慮が必要な施設の強度計算においては，静水圧荷重を用いて評価するが，津波へ

の配慮が必要な施設の強度計算では，静水圧荷重に加えて余震を考慮した荷重を用いて評価する。

よって，計算方法及び評価上最も厳しい計算結果は，Ⅵ-3-別添 3-1-6「床ドレンライン浸水防

止治具の強度計算書」に包絡されるため，本計算書では評価不要とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－2 強度評価フロー 

 

荷重及び荷重の

組合せの設定 

弁体の応力評価 
・板の曲げ 

 

弁本体・ガイド，ばねガイド

の応力評価 
・圧縮 

弁体及び取付部の 
構造健全性評価 

評価式による計算 

応力の計算 圧力の計算 水圧試験に 
よる評価 
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(3) 閉止キャップ 

閉止キャップの強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方

針｣にて設定している荷重並びに許容限界を踏まえて，応力評価及び構造健全性評価により

実施する。閉止キャップの強度評価フローを図 2－3に示す。 

溢水への配慮が必要な施設の強度計算においては，静水圧荷重を用いて評価するが，津波

への配慮が必要な施設の強度計算では，静水圧荷重に加えて余震を考慮した荷重を用いて評

価する。よって，計算方法及び評価上最も厳しい計算結果は，Ⅵ-3-別添 3-1-6「床ドレンラ

イン浸水防止治具の強度計算書」に包絡されるため，本計算書では評価不要とする。 

 

図2－3 強度評価フロー 

 

(4) 閉止栓 

閉止栓の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針｣に

て設定している荷重並びに許容限界を踏まえて，応力評価及び構造健全性評価により実施す

る。閉止栓の強度評価フローを図 2－4に示す。 

溢水への配慮が必要な施設の強度計算においては，静水圧荷重を用いて評価するが，津波

への配慮が必要な施設の強度計算では，静水圧荷重に加えて余震を考慮した荷重を用いて評

価する。よって，計算方法及び評価上最も厳しい計算結果は，Ⅵ-3-別添 3-1-6「床ドレンラ

イン浸水防止治具の強度計算書」に包絡されるため，本計算書では評価不要とする。 

 

図2－4 強度評価フロー 

 

 

圧力の計算 

閉止キャップの構造健全性評価 

水圧試験による評価 

圧力の計算 

閉止栓の構造健全性評価 

水圧試験による評価 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定してい

る構造強度に示すとおり，貫通部止水処置が，発生を想定する内部溢水による静水圧荷重に対し

て，止水性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を有することを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

 2.1 位置 

貫通部止水処置は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「3. 構造強度設計」の構造計画に示す，原子炉建屋，タービン建屋，コントロール建屋及び

廃棄物処理建屋の貫通口と貫通物とのすき間又は貫通物の周囲に施工する。 

 

 2.2 構造概要 

貫通部止水処置の構造は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「3. 構造強度設計」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。 

貫通部止水処置は，貫通部の位置条件及び貫通物の強度条件に応じて，シール材，モルタ

ル，ブーツ，鉄板，止水ダンパ（ジャバッ shut）（以下「止水ダンパ」という。）を使用

し，各貫通部止水処置の適用条件を考慮し施工する。シール材及びモルタルは壁の貫通口と貫

通物のすき間に施工し，壁と貫通物を接合する構造とする。なお，シール材をケーブルトレイ

貫通部の止水に用いる場合は，シール材が型崩れしないように金属ボックスをアンカーボルト

で壁・床面に固定し，金属ボックスにシール材を充填，もしくは塗布する。ブーツは，伸縮性

ゴムを用い，壁面に溶接した取付用座と配管を締付けバンドにて固定する構造とする。鉄板

は，鉄板と開口縁金物を全周溶接する。また，止水ダンパはアンカーボルトで壁面に固定する

構造とする。貫通部止水処置の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 貫通部止水処置の構造計画（1／2） 

 

 

  

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

貫通部 

止水処置 

モルタルにて

構成する。 

貫通部の開口部にモルタルを充

填し，硬化後は貫通部内面及び

貫通物外面と一定の付着力によ

って接合する。 

 

ブーツと締付

けバンドにて

構成する。 

高温配管の熱膨張変位及び地震

時の変位を吸収できるよう伸縮

性ゴムを用い，壁面又は床面に

溶接した取付用座と配管を締付

けバンドにて締結する。 

 

鉄板にて閉止

する構成とす

る。 

貫通部の開口部に鉄板を挿入

し，溶接によって接合する。 

 

閉止板を内包

する止水ダン

パにて構成す

る。 

貫通部（壁面）に止水ダンパを

設置し，止水ダンパは壁面にア

ンカーボルトで固定する。 

 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 
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表 2－1 貫通部止水処置の構造計画（2／2） 

 

 

  

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 支持構造 

貫通部 

止水処置 

充填タイプの

シール材にて

構成する。 

ケーブルトレイ貫通部につい

ては，シール材が型崩れしな

いよう金属ボックスをアンカ

ーボルトで壁・床面に固定

し，金属ボックスにシール材

を充填，もしくは塗布する。 

シール材は，施工時は液状で

あり，反応硬化によって所定

の強度を有する構造物が形成

される。  

貫通部の開口部にシール材を

充填する。施工時は液状であ

り，反応硬化によって所定の

強度を有する構造物が形成さ

れ，貫通部内面及び貫通物外

面と一定の付着力によって接

合する。 

 

コーキングタ

イプのシール

材にて構成す

る。 

貫通部の開口部と貫通部のす

き間にコーキングする。施工

時は液状であり，反応硬化に

よって所定の強度を有する構

造物が形成され，鉄板及び貫

通物外面と一定の付着力によ

って接合する。 

 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 

水圧方向 
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 2.3 評価方針 

貫通部止水処置の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，貫通部止水処置の評

価部位に作用する荷重等が許容限界以下であることを「4.1 構造強度評価方法」に示す方法に

より，「4.5 計算条件」に示す評価条件を用いて評価し，「5. 評価結果」にて確認する。 

貫通部止水処置のシール材及びブーツの強度評価フローを図 2－1 に，モルタルの強度評価

フローを図 2－2 に，鉄板の強度評価フローを図 2－3 に，止水ダンパの強度評価フローを図 2

－4 に，シール材施工に用いるケーブルトレイ金属ボックスの強度評価フローを図 2－5 に示

す。 

溢水への配慮が必要な施設の強度計算においては，静水圧荷重を用いて評価するが，津波へ

の配慮が必要な施設の強度計算では，静水圧荷重に加えて余震を考慮した荷重を用いて評価す

る。よって，計算方法は，Ⅵ-3-別添 3-1-7「貫通部止水処置の強度計算書」に包絡されるため，

本計算書では評価不要とする。 

なお，ブーツについては，設置場所の関係上，内部溢水の影響のみの方が評価上厳しい計算

結果となるため，Ⅵ-3-別添 3-1-7「貫通部止水処置の強度計算書」に内部溢水のみの評価も併

せて記載する。 

また，止水ダンパについては津波への配慮が必要な施設はなく，溢水への配慮が必要な施設

のみであるため，「3.評価対象部位」にて示した箇所の評価を「4.1 構造強度評価方法」に示

す方法により，「4.5 計算条件」に示す評価条件を用いて行い，「5. 評価結果」にて確認す

る。 
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図 2－1 シール材及びブーツの強度評価フロー 

 

 

 

 

 

 

  

貫通部仕様 

（設置位置及びシール材，ブ

ーツ仕様） 

荷重及び荷重の組合せ設定 

シール材及びブーツの 

実証試験結果 

シール材及びブーツの強度評価 

貫通部に作用する圧力の算出 
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図 2－2 モルタルの強度評価フロー 

 

 

 

 

 

  

貫通部仕様 

(設置位置及びモルタル仕様) 

モルタルの強度評価 

荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する荷重の算出 

モルタルの許容荷重 
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図 2－3 鉄板の強度評価フロー 

 

 

 

 

  

貫通部仕様 

（設置位置及び鉄板・溶接部

仕様） 

鉄板及び溶接部の許容応力 

鉄板及び溶接部の強度評価 

荷重及び荷重の組合せ設定 

貫通部に作用する応力の算出 
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図 2－4 止水ダンパの強度評価フロー 

 

 

 

  

貫通部仕様 

（設置位置及び止水ダンパの

仕様） 

止水ダンパの強度評価 

荷重及び荷重の組合せ設定 

止水ダンパに作用する圧力の算出 

止水ダンパの試験検証結果 

及びボルトの許容応力 
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図 2－5 ケーブルトレイ金属ボックスの強度評価フロー 

 

  

貫通部仕様 

（設置位置及び金属ボックス

の仕様） 

金属ボックスの許容応力 

金属ボックスの実証試験結果 

金属ボックスの強度評価 

荷重及び荷重の組合せ設定 

金属ボックスに作用する応力の算出 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007（（社）日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 

 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１補-1984（（社） 

日本電気協会） 

 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

 機械工学便覧（（社）日本機械学会） 
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2.5 記号の説明 

止水ダンパの強度評価に用いる記号を表 2－2に示す。 

 

表 2－2 止水ダンパの評価に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

A 水圧を受ける面積 mm2 

Af 
評価上水圧荷重及びせん断力を受けるとして期待するアンカ

ーボルトの総断面積 
mm2 

Afv 
評価上引張力を受けるとして期待する水平方向のアンカーボ

ルトの総断面積（転倒方向：鉛直） 
mm2 

F 設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 MPa 

ƒsb せん断力のみを受けるアンカーボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒto 引張力のみを受けるアンカーボルトの許容引張応力 MPa 

ƒts 
引張力とせん断力を同時に受けるアンカーボルトの許容引張

応力 
MPa 

ɡ 重力加速度 m/s2 

H 水頭から設備下端までの高さ mm 

h 据付面又は取付面から重心までの距離 mm 

L 鉛直方向のアンカーボルト間の距離 mm 

m 止水ダンパ質量 kg 

Ph 静水圧荷重 MPa 

σb アンカーボルトに作用する引張応力 MPa 

τb アンカーボルトに作用するせん断応力 MPa 

ρ 溢水の密度 kɡ/m3 
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3. 評価対象部位 

貫通部止水処置の評価部位は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方針」 

に示している評価対象部位を踏まえて，「2.2 構造概要」に示す構造計画にて設定している構造

に基づき，荷重の方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

浸水によって生じる静水圧を考慮した荷重は，止水処置全体へ伝達される。このことから，止 

水ダンパを用いた止水処置の全体を評価部位として設定する。 

止水ダンパについては，1か所のみであるため，その箇所の評価を行う。 

 

4. 構造強度評価 

 4.1 構造強度評価方法 

貫通部止水処置の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-2-1「溢水への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」にて設定している方法を用いて実施する。 

貫通部止水処置の強度評価は，「3. 評価対象部位」に示す評価部位に対し，「4.2 荷重及

び荷重の組合せ」及び「4.3 許容限界」に示す荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ， 

  「4.4 計算方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

 4.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の種類及び荷重の組合せに関して以下に示す。 

  4.2.1 荷重の設定 

止水ダンパはアンカーボルトによって固定されていることから，アンカーボルトには自 

重による固定荷重が作用し，止水ダンパが鉛直方向へ転倒する力が働く。また，静水圧荷

重により，アンカーボルトに引抜荷重が作用する。止水ダンパに作用し強度評価に用いる

荷重は，以下の荷重を用いる。 

また，アンカーボルトに作用する荷重の作用図を図 4－1 に示す。 

 

   (1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，貫通軸上の貫通物（配管等を示す。以下同じ。）の質量及び内容物の

質量を考慮する。 

   (2) 静水圧荷重（Ｐｈ） 

静水圧荷重として，浸水によって生じる静水圧を考慮する。 

Ｐh ＝ ρ・ɡ・H 
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固定荷重による鉛直方向への転倒及び静水圧荷重による引抜 

 

図 4－1 止水ダンパの荷重作用図 

 

 

4.3 許容限界 

(1) 止水ダンパのアンカーボルト 

  止水ダンパのアンカーボルトの許容限界は，設計・建設規格によりボルトの許容引張応力 

ƒｔｓ，ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂを算出する。 

アンカーボルトの許容限界を表4－1 ，許容限界評価条件を表4－2 に示す。 

 

表4－1 アンカーボルトの許容限界 

注記＊：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 

 

表 4－2 アンカーボルトの許容限界評価条件 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

F 

(MPa) 

アンカーボルト SS400 周囲環境温度 66 206 

評価部位 許容応力状態 

許容限界＊ 

（ボルト等） 

一次応力 

引張応力 

ƒｔｏ 

せん断応力 

ƒｓｂ 

アンカーボルト ⅢＡＳ 
F

2
∙1.5 

F

1.5√3  ∙1.5 

静水圧 
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 (2) 止水ダンパ 

  止水ダンパの許容限界値は，実機試験検証済みの許容限界圧力以下とする。止水ダンパの

実証試験は閉止板を開いた水密性（耐圧・漏えい）試験と閉止板を閉じた止水性能試験を実

施しており，試験の概要について水密性（耐圧・漏えい）試験を図 4－2 に，止水性能試験を

図 4－3 示す。 

 

図 4－2 止水ダンパの水密性（耐圧・漏えい）試験の概要 

 

 

図 4－3 止水ダンパの止水性能試験の概要 
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4.4 計算方法 

 (1) 止水ダンパのアンカーボルトの強度評価（荷重計算） 

    (a) 引張応力の計算 

アンカーボルトに対する引張応力は，図 4－1 で下側のボルト列を支点とする転倒を

考え，これを上側のボルト列で受けるものとして計算する。 

 

σ
b
 ＝

m・h・ɡ

AfV・L
＋ 

Ph・A

Af
 

 

    (b) せん断応力の計算 

      アンカーボルトに対するせん断応力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

      τ
b
 ＝

m・ɡ

Af
 

 
 (2) 止水ダンパ（発生圧力計算） 

     浸水によって生じる静水圧荷重Ｐｈを考慮する。 
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4.5 計算条件 

止水ダンパの荷重評価条件を表 4－3に示す。 

 

表 4－3 止水ダンパの荷重評価条件 

貫通部箇所 

（貫通部仕様） 

質量 

m 

(kg) 

重心距離 

h 

(mm) 

ボルト間距離 

L 

(mm) 

原子炉建屋 

地下 3階 壁貫通部 

（止水ダンパ ） 

 439.2 380.0 

 

水圧を受ける面積 

A 

(mm2) 

評価上引張力を受け

るとして期待する水

平方向のアンカーボ

ルトの総断面積 

AfV(mm2) 

評価上せん断力及び

浸水による引張力を

受けるとして期待す

るアンカーボルトの

総断面積 Af (mm2) 

重力加速度 

ɡ 

(m/s2) 

2.848×105 942.5 2199 9.80665 

 

 

溢水の密度 

ρ 

(kg/m3) 

水頭から設備下端ま

での高さ 

H（mm） 

1000 902 
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5. 評価結果 

溢水への配慮が必要な施設の強度計算書である本書は，静水圧荷重を用いた評価であるが，シ

ール材，ブーツ，モルタル，鉄板，及びケーブルトレイ金属ボックスについては，津波への配慮

が必要な施設の強度計算書Ⅵ-3-別添 3-1-7「貫通部止水処置の強度計算書」において静水圧荷

重に加えて余震を考慮した保守的な評価であるⅥ-3-別添 3-1-7「貫通部止水処置の強度計算

書」の評価結果を，それぞれ表 5－1，表 5－2，表 5－3，表 5－4，表 5－5，表 5－6に示す。止

水ダンパの強度評価結果を表 5－7，表 5－8に示す。なお，発生圧力，発生荷重，発生応力は全

て許容値を満足している。 

 

表 5－1 シール材の浸水に対する強度評価結果 

評価部位 
発生圧力 

（MPa） 

許容圧力 

（MPa） 

シール材 0.29 0.32 

 

 

表 5－2 ブーツの浸水に対する強度評価結果 

評価部位 場所 
発生圧力 

（MPa） 

許容圧力 

（MPa） 

ブーツ タービン建屋 0.08 0.2 

注記：溢水への配慮が必要な施設においては，タービン建屋の内部溢水による発生圧力が最も大き

く 0.17MPa になる。 

 

 

表 5－3 モルタルの浸水に対する強度評価結果 

評価部位 
発生荷重 

（kN） 

許容荷重 

（kN） 

モルタル 
せん断荷重 

（付着荷重） 
 2607 
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表 5－4 鉄板の浸水に対する強度評価結果 

評価部位 

引張応力 

(MPa) 

せん断応力 

(MPa) 

曲げ応力 

(MPa) 

発生 許容 発生 許容 発生 許容 

鉄板 － － － －  271 

鉄板と開口縁金物との溶接部 － －  135 － － 

 

 

 

表 5－5 ケーブルトレイ金属ボックスのアンカーボルトの浸水に対する強度評価結果 

応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

引張応力  ƒｔｓ＝161＊ 

せん断応力 ƒｓｂ＝124 

注記＊ ：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂi， ƒｔｏi] 

 

 

表 5－6 ケーブルトレイ金属ボックスの浸水に対する強度評価結果 

評価部位 
発生圧力 

（MPa） 

許容圧力 

（MPa） 

金属ボックス  0.1 

 

 

表 5－7 止水ダンパのアンカーボルトの浸水に対する強度評価結果 

応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

引張応力  ƒｔｓ＝154＊ 

せん断応力  ƒｓｂ＝118 

注記＊ ：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

  



 

19 

  
K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

3
-2
-
6
 R
0
E
 

 

表 5－8 止水ダンパの浸水に対する強度評価結果 

評価部位 
発生圧力 

（MPa） 

許容圧力 

（MPa）※ 

止水ダンパ  0.20 

※試験検証圧力は，許容圧力より高い （MPa）にて実施している 
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Ⅵ-3-別添 4 発電用火力設備の技術基準による 

強度に関する説明書 
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まえがき 

 

本書類は，「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」（平成 9年 3月 27 日通

商産業省令第 51 号）を準用する設備に対して十分な強度を有することを確認するため

以下により構成される。 

 

第一部 発電用火力設備の技術基準による強度評価の基本方針 

第二部 発電用火力設備の技術基準による強度評価方法 

第三部 発電用火力設備の技術基準による強度評価書 
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第一部 

 

 

 

発電用火力設備の技術基準による強度評価の基本方針 
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1. 概 要 

 本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25年 

6 月 28 日 原子力規制委員会規則第 6号）（以下「技術基準規則」という。）第 48条第 3 

項並びに第 78条第 1項に基づき，Ⅵ-1-1-8「発電用原子炉施設の火災防護に関する説明 

書」及びⅥ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」で「発電用火力設備 

に関する技術基準を定める省令」（平成 9年 3月 27 日通商産業省令第 51号）（以下「火 

力省令」という。）を準用する設備として対象としている設計基準対象施設又は重大事故 

等対処施設に施設する内燃機関が，十分な強度を有することを確認するための強度評価 

方針について説明するものである。 

 7 号機設備，6,7 号機共用又は 5号機設備，6,7 号機共用の火力省令を準用するガスタ 

ービン及び内燃機関の発電用火力設備の技術基準による強度に関する説明は，令和 2年 

10月 14日付け原規規発第2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第7号機の設 

計及び工事の計画のⅤ-3-別添 4「発電用火力設備の技術基準による強度に関する説明書」 

による。 
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2. 強度評価の基本方針 

設計基準対象施設又は重大事故等対処施設に施設する内燃機関については，技術基準

規則第 48条第 3項並びに第 78条第 1項に基づき，内燃機関は火力省令第 25条から第 29

条の規定を準用し，強度評価においては，火力省令第 25 条第 3項を適用する。また，「実

用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」(平成 25 年 6月 19 日

原規技発第 1306194 号)第 48 条第 5項において，火力省令の準用にあたっては，「発電用

火力設備の技術基準の解釈」(平成 25 年 5 月 17 日 20130507 商局第 2号) (以下「火力基

準解釈」という。)の該当部分によることが規定されている。 

よって，内燃機関については，火力省令第 25 条第 3 項を受けた火力基準解釈第 39 条

第 1 項第 2 号に基づき，同解釈第 5 条を準用した水圧試験による強度評価又は最高使用

圧力の1.5倍＊の水圧に耐える強度を有することを確認するための強度計算による評価を

実施する。 

上記によらない評価方法により強度評価を実施するものについては，その評価方法に

より火力省令に照らして十分な保安水準の確保が達成できることを確認した上で，強度

評価を実施する。 

 

  注記＊：火力基準解釈については，平成 28年 2 月 25 日に一部改正され，材料の許容応

力を求める際の安全率や水圧試験の倍率が見直されているが，より厳しい評

価となるよう改正前の解釈を用いる。 

 

 2.1 評価対象設備 

設計基準対象施設又は重大事故等対処施設に施設する内燃機関として，Ⅵ-1-1-8「発

電用原子炉施設の火災防護に関する説明書」及びⅥ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の

決定に関する説明書」に基づき，強度評価を実施する設備について以下に示す。 

 

・ディーゼル機関 

 

また，内燃機関に係る燃料設備（燃料配管，燃料タンク及び燃料ポンプ）についても

強度評価対象とする。 
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 2.2 評価方法の選定  

強度評価については，火力基準解釈第 39 条第 1項第 2号にて，同解釈第 5条（水圧

試験）を準用することが規定されている。 

ただし，当該機種と同一の材料及び構造を有する内燃機関ケーシングにおいて火力

基準解釈第 5 条を満たす水圧試験の実績を有するもの並びに最高使用圧力の 1.5 倍の

水圧に耐える強度を有することが強度計算等で確認できるものについては，水圧試験

を要しないことが規定されている。 

よって，上記規定のいずれかの方法により強度評価を行うこととするが，評価対象設

備において水圧試験の試験結果があるもの並びに評価対象設備と同一の材料及び構造

を有する内燃機関ケーシングにおいて火力基準解釈第 5 条を満たす水圧試験の試験結

果があるものについては，それらの試験結果の確認により強度評価を実施する。なお，

管については，最高使用圧力の 1.5 倍の水圧に耐える強度を有することを強度計算で

確認する。 

また，開放型タンク及びその管台については，最高使用圧力が OMPa であることから

耐圧部分に該当せず火力基準解釈第 5 条要求に該当しないものの，消防法に準じた水

圧試験を実施していることを確認する。 

内燃機関に係る燃料設備のうち，燃料配管に含まれるフレキシブルホースについて

は，気圧による耐圧試験を実施していることを確認する。気圧による耐圧試験は，水

圧試験と同様に十分な強度を有していることの確認方法であり，附属設備にあっては

水圧試験を行うことが困難な場合は，気圧による耐圧試験に代えて実施することが火

力基準解釈第 5条に規定されている。 

よって，気圧による耐圧試験は，火力省令第 25条第 3項の要求に照らし水圧試験と

同等であり，十分な保安水準の確保が可能であることから，気圧による耐圧試験を実施

している DGFO＊フレキシブルホースについては，前述する水圧試験によらず，気圧によ

る耐圧試験の試験結果の確認により強度評価を実施する。 

 

注記＊：DGFO は非常用ディーゼル発電設備燃料油系を示す。 
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1. 概 要 

本資料は，第一部「発電用火力設備の技術基準による強度評価の基本方針」に基づき，

ディーゼル機関の内燃機関又は内燃機関に係る燃料設備（燃料配管，燃料タンク及び燃料

ポンプ）が十分な強度を有することを確認するための強度評価方法について説明するも

のであり，強度評価方法及び強度評価書のフォーマットにより構成する。 

7 号機設備，6,7 号機共用又は 5 号機設備，6,7 号機共用の火力省令を準用するガスタ

ービン及び内燃機関の発電用火力設備の技術基準による強度に関する説明は，令和 2 年

10月 14日付け原規規発第2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第7号機の設

計及び工事の計画のⅤ-3-別添 4「発電用火力設備の技術基準による強度に関する説明書」

による。 
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2. 強度評価方法 

「発電用火力設備の技術基準の解釈」(平成 25年 5 月 17 日 20130507 商局第 2号) (以

下「火力基準解釈」という。)の第 39条第 1項第 2号に基づき，以下の(1)に示す火力基

準解釈第 5条の水圧試験の試験結果の確認による強度評価を基本とする。 

ただし，評価対象設備と同一の材料及び構造を有する内燃機関ケーシングの水圧試験

の試験結果があるものについては，(2)に示す水圧試験の試験結果の確認により強度評価

を実施する。また，管については，(3)に示す強度計算により強度評価を実施する。 

 

(1) 水圧試験 

火力基準解釈第 5条の水圧試験に耐え，これに適合するものであることを確認す

る。 

(2) 内燃機関ケーシングの水圧試験 

当該機種と同一の材料及び構造を有する内燃機関ケーシングにおいて火力基準

解釈第 5条を満たす水圧試験の実績を有するものについては，その結果を確認する。 

(3) 強度計算 

火力基準解釈第 5条の水圧試験に耐える強度を有することを強度計算により確認

する。 

 

2.1 水圧試験 

内燃機関に係る燃料設備のうち水圧試験により評価を実施するものについては，火

力基準解釈第 5 条に基づき，最高使用圧力の 1.5 倍以上の水圧まで昇圧した後，適切

な時間保持したとき，これに耐えることを確認する。また，上記試験に引き続き最高使

用圧力以上の水圧で点検を行ったときに，漏えいがないものであることを確認する。 

試験条件を以下に示す。 
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名  称 

最高使用

圧力 

（MPa） 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験圧力 

（MPa） 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

（
非
常
用
電
源
設
備
） 

燃料ディタンク 静水頭 ―＊1 

燃料移送ポンプ 0.98 1.5 以上＊2 1.47 以上 

軽油タンク 

（重大事故等時のみ 6,7 号機

共用） 

静水頭 ―＊1 

DGFO フレキシブルホース 0.98 1.25 以上＊3 1.23 以上 

注記＊1： 消防法に準じた水圧試験に合格している。 

  ＊2： 火力基準解釈第 5条の水圧試験に合格している。 

  ＊3： 火力基準解釈第 5条の気圧試験を実施する。  
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2.2 内燃機関ケーシングの水圧試験 

内燃機関ケーシングの水圧試験の実績により評価を実施するものについては，火力

基準解釈第 39 条第 1 項第 2 号において，「当該機種と同一の材料及び構造を有する内

燃機関ケーシングにおいて火力基準解釈第 5条を満たす水圧試験の実績を有するもの」

にあっては水圧試験を要しないと規定されていることから，圧力バウンダリとして主

要な耐圧部である内燃機関ケーシングの水圧試験の試験結果を確認する。また，水圧試

験の実績には，「当該設備と同一の材料及び構造を有する内燃機関ケーシングにおいて

火力基準解釈第 5 条を満たす水圧試験の実績を有するもの」として当該評価対象機種

の内燃機関ケーシングにおける水圧試験を含める。 

試験条件を以下に示す。 

 

名  称 
最高使用圧力 

（MPa） 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験圧力 

（MPa） 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

（
非
常
用
電
源
設
備
） 

ディーゼル機関＊ 0.64 1.5 以上 0.96 以上 

注記＊： ディーゼル機関に附属する冷却水設備として機関付清水ポンプを含む。 
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2.3 強度計算方法 

2.3.1 管の強度計算 

(1) 管の強度計算方法 

内燃機関のうち強度計算を実施する管については，火力基準解釈第 39条第 1頃

第 2号ロに定める強度計算において，火力基準解釈第 12 条第 1項第 7号に記載さ

れている計算式を準用し，内燃機関の管として最高使用圧力の 1.5 倍の水圧に耐

える強度を有することを確認する。 

また，火力基準解釈別表第 1 に記載されている材料の許容引張応力を用いて強

度計算する際に，温度が記載値の中間値の場合は，比例法を用いて許容引張応力を

計算し，その場合の端数処理は，小数点以下第 1位を切り捨てた値を用いるものと

する。 

強度計算は火力基準解釈に基づき適切な裕度を持った許容値を使用して実施す

ることから，強度計算に用いる寸法は公称値を使用する。 

フランジについては，火力基準解釈第 13 条第 l項に規定される日本産業規格等

に適合するものを使用する。 

 

(2) 記号の定義 

管の厚さの計算に用いる記号について，以下に説明する。 

 

 
記号 単位 定義 

管
の
厚
さ
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

P MPa 最高使用圧力 

σa N/mm2 
最高使用温度における火力基準解釈別表 1に規定する材料

の許容引張応力 

d0 mm 管の外径 

t mm 管の計算上必要な厚さ 

η - 継手の効率 

  



 

6 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

4
 R
0 

(3) 管の厚さの計算 

管の厚さが，以下の計算式から求められる計算上必要な厚さ以上であることを

確認する。 

区分 適用基準 計算式 

その他管 
火力基準解釈第 12条

第 1項第 7号 

                    ＊ 

t=
P∙d0

2∙σa∙η＋0.8∙P
 

 

 注記＊：継手の効率η 

長手継手の効率は火力基準解釈第 12 条第 1項に規定されるＪＩＳ Ｂ ８２０

１における表 8.2 を用いるが，今回の評価では継手の種類から以下のとおりと

する。 

 

継手の種類 

溶接継手の効率 

ボイラー等及び独立節炭器に属する

容器及び管にあっては電気工作物の

溶接の技術基準の解釈第 20 条及び第

22 条第 2項第 1号の規定に準じて放

射線透過試験を行い，同条第 3項第

1号の規定に適合するもの，その以

外のものにあっては同解釈第 38 条及

び第 40 条第 2項第 1号の規定に準じ

て放射線透過試験を行い，同条第 3

項第 1号の規定に適合するもの。 

放射線透過試験を

行わないもの 

突合せ両側溶接又はこれと

同等以上とみなされる突合

せ片側溶接継手 

1.00 0.70 
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3. 強度評価書のフォーマット 

3.1 強度評価書のフォーマットの概要 

水圧試験結果のフォーマットは，試験条件及び結果を記載し，強度計算書のフォーマ

ットは，耐圧部分を構成する部材についてフォーマット中に計算に必要な条件及び結

果を記載する。 

 

3.2 記載する数値に関する注意事項 

フォーマットに挙げた諸元のうち，計算に使用しないものや計算結果の無いものは，

計算結果表の欄には－として記載する。 

 

3.3 強度評価書のフォーマット 

強度評価書のフォーマットは，以下のとおりである。 

FORMAT－Ⅰ 水圧試験結果 

FORMAT－Ⅱ 内燃機関ケーシングの水圧試験結果 

FORMAT－Ⅲ 管の厚さの計算結果 
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K6 ① Ⅵ-3-別添 4 R0 

FORMAT－Ⅰ 水圧試験結果 

 設備区分      

名  称 
最高使用圧力 

（MPa） 

耐圧試験圧力 

（MPa） 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評価 
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K6 ① Ⅵ-3-別添 4 R0 

FORMAT－Ⅱ 内燃機関ケーシングの水圧試験結果 

 設備区分  

名  称 
最高使用圧力 

（MPa） 

耐圧試験圧力 

（MPa） 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評価 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

1
0
 

K6 ① Ⅵ-3-別添 4 R0 

FORMAT－Ⅲ 管の厚さの計算結果 

 設備区分   

番

号 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

（℃） 

材 料 

許容引張

応力 

σa 

(N/mm2) 

外径 

d0 

(mm) 

公称厚さ 

(mm) 

厚さの負

の許容差 

Ｑ 

継手の

効率 

η 

計算上 

必要な厚さ 

t 

(mm) 

炭素鋼鋼管の 

必要最小厚さ 

(mm) 

管の厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

1      
  

    

2      
  

    

3      
  

    

4      
  

    

5      
  

    

6      
  

    

評 価： 
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1. 概 要 

本資料は，第二部「発電用火力設備の技術基準による強度評価方法」に基づき，ディ

ーゼル発電機の内燃機関又は内燃機関に係る燃料設備（燃料配管，燃料タンク及び燃料

ポンプ）が十分な強度を有することを確認した結果を示す。 

7 号機設備，6,7 号機共用又は 5号機設備，6,7 号機共用の火力省令を準用するガスタ

ービン及び内燃機関の発電用火力設備の技術基準による強度に関する説明は，令和 2年

10 月 14 日付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の

設計及び工事の計画のⅤ-3-別添 4「発電用火力設備の技術基準による強度に関する説明

書」による。 
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2. その他発電用原子炉の附属施設(非常用電源設備)の 

内燃機関の強度評価書 
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2.1 水圧試験結果 

 設備区分     その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備）     非常用発電装置 

名  称 
最高使用圧力 

（MPa） 

耐圧試験圧力 

（MPa） 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評価 

燃料移送ポンプ 0.98 1.47 1.5 良 適合 
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2.2 内燃機関ケーシングの水圧試験結果 

 設備区分     その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備）     非常用発電装置 

名  称 
最高使用圧力 

（MPa） 

耐圧試験圧力 

（MPa） 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評価 

ディーゼル機関 0.64 0.98 1.53 良 適合 
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2.3 強度計算結果 

 2.3.1 管の設計仕様 

名称 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 番号 

軽油タンク 

～ 

燃料移送ポンプ 

0.10*1 66*1 

76.3*2  (7.0*2) STPT410 1 

76.3*2 7.0*2 STPT410 2 

76.3*2 5.2*2 STPT370 3 

燃料移送ポンプ 

～ 

燃料ディタンク 

0.98*1 66*1 

60.5*2 5.5*2 STPT370 4 

34.0*2 4.5*2 STPT370 5 

60.5*2  (3.9*2) SUSF304 6 

 注記＊1 ：重大事故等時における使用時の値。 

   ＊2 ：公称値を示す。 
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2.3.2 管の厚さの計算結果 

 設備区分     その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備）     非常用発電装置 

番

号 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

（℃） 

材 料 

許容引張

応力 

σa 

(N/mm2) 

外径 

d0 

(mm) 

公称厚さ 

(mm) 

厚さの負

の許容差 

Ｑ 

継手の

効率 

η 

計算上 

必要な厚さ 

t 

(mm) 

炭素鋼鋼管

の必要最小

厚さ 

(mm) 

管の厚さ 

（最小厚さ） 

(mm) 

1 0.10 66 STPT410 103 76.3 7.0  1.00 0.04 ―＊  

2 0.10 66 STPT410 103 76.3 7.0 12.5％ 1.00 0.04 ―＊ 6.12 

3 0.10 66 STPT370 92 76.3 5.2 12.5％ 1.00 0.05 ―＊ 4.55 

4 0.98 66 STPT370 92 60.5 5.5 12.5％ 1.00 0.32 ―＊ 4.81 

5 0.98 66 STPT370 92 34.0 4.5 12.5％ 1.00 0.18 ―＊ 3.93 

6 0.98 66 SUSF304 122 60.5 3.9  1.00 0.25 ―＊  

評 価：上記鋼管の最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

注記＊：火力省令の要求項目ではないことから記載を「－」とする。 
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1. 概要 

  本資料は，電源車用内燃機関（7 号機設備，6,7 号機共用），5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

用可搬型電源設備用内燃機関（7号機設備，6,7 号機共用）及び可搬型窒素供給装置用可搬型電源

設備用内燃機関（7号機設備，6,7 号機共用）の強度が「実用発電用原子炉及びその附属施設の技

術基準に関する規則」第 55 条に適合することを説明するものである。 

電源車用内燃機関，5号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備用内燃機関及び可搬型

窒素供給装置用可搬型電源設備用内燃機関の強度に関する説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原

規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画のⅤ-

3-別添 5「非常用発電装置（可搬型）の強度に関する説明書」による。 
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1. 概要 

本計算書は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成

25 年 6 月 28 日 原子力規制委員会規則第六号）（以下「技術基準規則」という。） 

第 50 条，第 51 条，第 52 条，第 54 条，第 59 条，第 60 条，第 62 条及び第 63 条におい

て，重大事故等時に流路としての機能が要求される原子炉圧力容器内の炉心支持構造物

が，十分な強度を有することを説明するものである。 
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2. 炉心支持構造物の強度評価の基本方針 

重大事故等時における炉心支持構造物の評価は，重大事故等の使用条件が設計基準の

使用条件に包絡されており，燃料支持金具を除き，既に認可された工事計画の添付資料

（以下「既工認」という。）における評価結果があるため，材料，構造及び強度の要求は

同じであることから，その評価の適用性を確認し，既工認の確認による評価を実施する。 

なお，燃料支持金具については，既工認における評価結果がないため，施設時に適用

された規格である通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技術

基準」による評価を 5 章で実施する。 
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3. 炉心支持構造物の強度評価方法 

炉心支持構造物の強度評価について，燃料支持金具を除き，既工認における評価結果

があるため，以下の3.1節に示す確認内容のとおり，その評価結果の確認による評価を実

施する。 

 

3.1 確認内容 

重大事故等事象は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対して原子炉の安

全性を損なうことがないように設計することが求められる構造物，系統及び機器の安

全機能が喪失した場合に発生する又は発生する可能性があるものである。 

重大事故等の事故時荷重の整理表を表3－1に，設計基準の事故時荷重の整理表を 

表3－2に示す。両表に示すとおり，起因となる設計基準（運転状態Ⅲ及びⅣ）の事故

時荷重は，重大事故等の事故時荷重を包絡している。 
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表3－1 重大事故等の事故時荷重の整理表 

重大事故等時 運転状態Ⅲ及びⅣの評価（表3－2）との関係 

事故シーケンス 

グループ 
重要事故シーケンス 事故時荷重＊1 事故時荷重の包絡性 ピーク差圧の包絡性 

高圧・低圧注水機能 

喪失（給水喪失） 

給水喪失＋低圧代替注水（常設） 

＋ベント 

 

 

 

高圧注水・減圧機能 

喪失（給水喪失） 

給水喪失＋ＬＰＦＬ注水 

＋Ｓ／Ｃ冷却 

全交流動力電源喪失 

（長期ＴＢ） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋低圧代替注水（常設）＋ベント 

全交流動力電源喪失 

（ＴＢＤ，ＴＢＵ） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋低圧代替注水（常設）＋ベント 

全交流動力電源喪失 

（ＴＢＰ） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋低圧代替注水（可搬型）＋ベント 

崩壊熱除去機能喪失 

（取水機能喪失） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋低圧代替注水（常設）＋Ｓ／Ｃ冷却 

崩壊熱除去機能喪失 

（ＲＨＲ機能喪失） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋ＨＰＣＦ注水＋ベント 

原子炉停止機能喪失 主蒸気隔離弁閉止＋スクラム失敗 

ＬＯＣＡ時注水機能 

喪失（中小破断） 

中小ＬＯＣＡ＋低圧代替注水（常設） 

＋ベント  
 

格納容器バイパス 
インターフェースシステムＬＯＣＡ 

（ＲＨＲＢ系漏えい） 
 

大破断ＬＯＣＡ 
大ＬＯＣＡ＋代替注水＋ＰＣＶスプレイ 

＋代替循環冷却    

注記＊1：事故時に発生する機械的荷重 

  ＊2：
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表3－2 設計基準の事故時荷重の整理表 

事象 事故時荷重＊ 強度評価上の取扱い 備考 

運転状態Ⅲ 過大圧力 
  

 

運転状態Ⅳ 冷却材喪失事故 
   

注記＊：事故時に発生する機械的荷重 
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4. 強度評価結果 

本計算書は，炉心支持構造物の重大事故等対処設備としての応力評価結果を示すもの

であるが，燃料支持金具を除く機器は，設計基準対象施設としての使用条件を超えない

ことから，評価結果については，平成 5 年 6 月 17 日付け 4 資庁第 14561 号にて認可さ

れた既工認のⅣ-3-1-1「炉心支持構造物の強度計算書」による。 

燃料支持金具については，既工認に記載がないため，評価結果を 5 章に示す。 
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5. 燃料支持金具の強度計算 

 5.1 一般事項 

本章は，燃料支持金具（中央燃料支持金具及び周辺燃料支持金具）の応力計算につ

いて示すものである。 

 

注：図表は，原則として巻末に示す。 

 

 5.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。  
  (1) 通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」（以

下「告示」という。） 

 

注：本章において，告示の条項は「告示第○条第△項第◇号」として示す。 
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 5.3 記号の説明 

本章において，以下の記号を使用する。ただし，本章に別途記載ある場合は，この

限りでない。 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積  mm2 

Ｄｉ 内径 mm 

Ｄｏ 外径 mm 

Ｉ 断面二次モーメント  mm4 

Ｐｂ 一次曲げ応力 MPa 

Ｐｍ 一次一般膜応力 MPa 

Ｑ 二次応力 MPa 

Ｓ12 主応力差σ 1－σ 2 MPa 

Ｓ23 主応力差σ 2－σ 3 MPa 

Ｓ31 主応力差σ 3－σ 1 MPa 

Ｓｍ 設計応力強さ 告示 別表第 2 に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ 告示 別表第 10 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計降伏点  告示 別表第 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 室温における設計降伏点 告示 別表第 9 に定める値 MPa 

ｔ 厚さ mm 

Ｖ 鉛直力 N 

η 溶接部の継手効率 ― 

σ1 主応力 MPa 

σ2 主応力 MPa 

σ3 主応力 MPa 

σ  軸方向応力 MPa 

σｒ 半径方向応力 MPa 

σｔ 周方向応力 MPa 

τ ｒ せん断応力 MPa 

τｒｔ せん断応力 MPa 

τｔ  せん断応力 MPa 
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 5.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 5－1 に示すとおりとする。 

 

表 5－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

応力強さ MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊：告示別表に記載された温度の中間における許容引張応力及び設計引張強さは，比

例法により補間した値の小数点以下第 3 位を切捨て，小数点以下第 2 位までの値

として算出する。得られた値を SI 単位に換算した値の小数点以下第 1 位を切り

捨てて整数化する。  
 
 5.5 形状・寸法・材料 

本章で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 5－1 に示す。 

 

 5.6 解析範囲 

解析範囲を図 5－1 に示す。 

 

 5.7 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 5－2 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用

点に着目し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を記載する。 
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図5－1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点 (単位：mm) 

  

        ：応力評価点  
〔     〕：材   料  

 

  

P01,P01’ 

制御棒案内管  

P02,P02’ 

 中央燃料支持金具 

〔SCS19A 相当〕 

   

炉心支持板  
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図5－1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点 (単位：mm) 

 
 
 

        ：応力評価点  
〔     〕：材   料  

 周辺燃料支持金具 

〔SUS316L 相当〕 

    

 

 

P04,P04’ 

炉心支持板  

P03,P03’ 



 

 

1
2
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表 5－2 計算結果の概要 

部分及び材料 運転状態 

一次一般膜 
応力強さ (MPa) 

一次一般膜＋一次曲げ 
応力強さ (MPa) 

一次＋二次 
応力強さ (MPa) 

疲労解析 

応力 
強さ 

許容 
応力 

応力 
評価面 

応力 
強さ 

許容 
応力 

応力 
評価面 

応力 
強さ 

許容 
応力 

応力 
評価点 

疲労 
累積 
係数 

許容値 
応力 

評価点 

中央燃料 

支持金具 

SCS19A 相当 

  

 

 

設計条件 4   108 P01-P02 4   162 P01-P02 － － － － － － 

Ⅲ 4   162 P01-P02 4   243 P01-P02 － － － － － － 

Ⅳ 4   247 P01-P02 4   371 P01-P02 － － － － － － 

重大事故等時 4   246 P01-P02 4   370 P01-P02 － － － － － － 

Ⅰ，Ⅱ －    － － －    － － 4   330 P01   －＊2   －＊2   －＊2 

周辺燃料 

支持金具 

SUS316L 相当 

  

   
 

設計条件 2    56＊1 P03-P04 2    85＊1 P03-P04 － － － － － － 

Ⅲ 2    84＊1 P03-P04 2   127＊1 P03-P04 － － － － － － 

Ⅳ 2   138＊1 P03-P04 2   208＊1 P03-P04 － － － － － － 

重大事故等時 2   135＊1 P03-P04 2   203＊1 P03-P04 － － － － － － 

Ⅰ，Ⅱ －    － － －    － － 2   173＊1 P03   －＊2   －＊2   －＊2 

注記＊1：継手効率 を乗じた値を示す。 

  ＊2：疲労解析は，告示第 96 条第 1 項第 3 号により不要である。 
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 5.8 計算条件 

  5.8.1 評価対象機器 

応力評価を行う機器は，次のとおりである。（図 5－1 参照） 

機器名称 

評価対象 

運転状態に対する評価 

設計条件 Ⅰ，Ⅱ Ⅲ Ⅳ 重大事故等時 

燃料支持金具 ○ ○ ○ ○ ○ 

注：「○」は評価対象を示す。 

 

  5.8.2 設計条件 

設計差圧   ：表 5－3 に示す。 

最高使用温度 ：302℃ 

設計機械的荷重：表 5－4 に示す。 

 

  5.8.3 運転条件 

運転条件及び記号は，参照図書(1)a.に定めるとおりである。 

なお，重大事故等時の条件は以下のとおりである。 

 温度条件：運転状態Ⅲと同じ。 

 差圧条件：運転状態Ⅳと同じ。 

燃料支持金具の応力評価において考慮する差圧は，表 5－3 に示す参照図書(1)a.

に定める差圧Ｐ13 であり，考慮する外荷重の値は表 5－4 に示すとおりである。 

 

  5.8.4 材料 

各部の材料を図 5－1 に示す。 

 

  5.8.5 荷重の組合せ及び運転状態 

荷重の組合せ及び運転状態を表 5－5 に示す。 

なお，本章において，告示第 96 条第 1 項第 1 号イの規定による最高使用圧力

を「設計差圧」と呼び，設計差圧と設計機械的荷重を組合せた条件を「設計条件」

という。 
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  5.8.6 荷重の組合せ及び応力評価 

荷重の組合せ及び応力評価項目の対応を表 5－6 に示す。本章において，荷重

の種類と記号は以下のとおりである。 

 

 荷重 記号 

(1) 差圧 [L02]

(2) 設計機械的荷重 [L03]

(3) 死荷重 [L04]

 

  5.8.7 許容応力 

燃料支持金具の許容応力は，告示第 96 条第 1 項第 1 号に基づき表 5－7 に示す。 

 

  5.8.8 許容応力評価条件 

(1) 許容応力評価において，設計応力強さＳｍ及び設計引張強さＳｕは，それぞれ告

示別表第 2 及び第 10 に定められたものを使用する。 

(2) 設計条件の評価には，最高使用温度（302℃）に対する許容応力を用いる。運転

状態Ⅲ及び運転状態Ⅳの一次応力の評価には，各運転状態における流体の最高

温度（運転状態Ⅲ：  ℃，Ⅳ：  ℃）に対する許容応力を用いる。運転状

態Ⅰ及びⅡの一次＋二次応力及び繰返し荷重の評価には，運転温度（  ℃：

定格出力運転時の流体温度）に対する許容応力を用いる。 

(3) 重大事故等時の一次応力の評価には，重大事故等時における流体の最高温度

（  ℃）を上回る運転状態Ⅲにおける流体の最高温度（  ℃）に対する

許容応力を用いる。 

(4) 燃料支持金具の許容応力評価条件を表 5－8 に示す。 

 

  5.8.9 溶接部の継手効率 

(1) 中央燃料支持金具の応力評価点は，溶接部でないため を用いる。 

(2) 周辺燃料支持金具の溶接部の継手効率は，継手の種類と分類及び継手に適用す

る検査の種類により，告示第 99 条第 4 項にしたがって定める。溶接部の継手効

率を表 5－9 に示す。 

(3) 溶接部の継手効率は，材料の許容応力に継手効率を乗じたものとする。 
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  5.8.10 応力の記号と方向 

 応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

 

σｔ ： 周方向応力 

σ  ： 軸方向応力 

σｒ ： 半径方向応力 

   

   

 
 5.9 応力評価の手順 

応力評価の手順について述べる。 

応力評価の概要を図 5－2 に示す。 

 

  5.9.1 温度分布計算 

燃料支持金具は，参照図書(1)a.に示すとおり，同一温度領域内（領域 B）にあ

ること，また，薄肉構造で材料の異なる部分はなく温度勾配は無視し得ることか

ら温度分布計算を行わない。 

 

  5.9.2 応力の評価 

   (1) 主応力 

計算した応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求める。 

組合せ応力は，一般にσｔ，σ ，σｒ，τｔ ，τ ｒ，τｒｔの 6 成分を持つが，

主応力σは，引用文献(1)の 1･3･6 項により，次式を満足する 3 根σ1，σ2，σ3

として計算する。  
σ3－（σｔ＋σ ＋σｒ）・σ2＋（σｔ・σ ＋σ ・σｒ＋σｒ・σｔ－τｔ

 2 

－τ ｒ
2－τｒｔ

2）・σ－σｔ・σ ・σｒ＋σｔ・τ ｒ
2＋σ ・τｒｔ

2 

＋σｒ・τｔ
 2－2・τｔ ・τ ｒ・τｒｔ＝0 

上式により主応力を求める。 

 

σ  

σｒ  

σｔ  



 

16 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
3-
別
添

6
-1
 
R
0 

   (2) 応力強さ  
以下の 3 つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ12＝σ1－σ2 

Ｓ23＝σ2－σ3 

Ｓ31＝σ3－σ1 

 

   (3) 一次応力強さ 

設計条件，運転状態Ⅲ，運転状態Ⅳ及び重大事故等時において生じる一次一般

膜応力及び一次一般膜＋一次曲げ応力の応力強さが，5.8.7 項に示す許容応力を

満足することを示す。 

 

   (4) 一次＋二次応力強さ 

運転状態Ⅰ及びⅡにおいて生じる一次＋二次応力の応力差最大範囲（Ｓｎ）が，

5.8.7 項に示す許容応力を満足することを示す。 

 

  5.9.3 繰返し荷重の評価 

繰返し荷重の評価は，運転状態Ⅰ及びⅡによる荷重を用いて，告示第 96 条第 1 項

第 3 号に従い疲労解析（詳細な繰返し荷重の評価）の必要性の検討を行い，疲労解

析が不要であることを示す。 
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 5.10 応力計算 

  5.10.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 5－1 に示す。 

なお，各応力評価点の断面性状は，表 5－10 に示すとおりである。 

 

  5.10.2 差圧による応力 

   (1) 荷重条件（L02） 

各運転状態による差圧を表 5－3 に示す。 

 

   (2) 計算方法 

中央燃料支持金具の差圧による応力は，応力評価点の位置における断面で，外

径を  mm とし，かつ厚さが最小となる円筒を考え計算する。 

中央燃料支持金具の差圧による応力計算モデルを図 5－3 に示す。 

周辺燃料支持金具の差圧による応力は，応力評価点の位置における断面の円筒

を考え計算する。 

 

    a. 一次一般膜応力 

差圧Ｐ13 による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

13・Ｐ
Ｙ－1

1
＝σt  

 

13・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

2
 

 

13・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－σr  

 

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  
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    b. 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ

応力は，一次一般膜応力と同じである。 

 

    c. 一次＋二次応力 

差圧Ｐ13 による一次＋二次応力は，次式で求める。  
 

 13・Ｐ
－1Ｙ

1＋Ｋ
＝σ

2

2

t  

 

 13
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ  

 

 13
2

2

・Ｐ
－1Ｙ

1－Ｋ
＝σr  

 
ここで，Ｋ＝Ｙ（内表面）  
    Ｋ＝1 （外表面）  

 
  5.10.3 外荷重による応力 

   (1) 荷重条件（L03 及び L04） 

外荷重を表 5－4 に示す。 

 

   (2) 計算方法 

中央燃料支持金具の外荷重による応力は，応力評価点の位置における断面で，

その断面の最小幅を内径とし，かつ厚さが最小となる円筒を考え計算する。 

中央燃料支持金具の外荷重による応力計算モデルを，図 5－4 に示す。 

周辺燃料支持金具の外荷重による応力は，応力評価点の位置における断面の円

筒を考え計算する。 
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    a. 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

 ＋
Ａ

Ｖ
＝σ  

 

    b. 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次曲げ応力は，存在しない。したがって，一次一般膜＋一次

曲げ応力は，一次一般膜応力と同じである。 

 

    c. 一次＋二次応力 

外荷重による二次応力は存在しない。したがって，一次＋二次応力は，一次

一般膜＋一次曲げ応力と同じである。 

 

  5.10.4 熱応力 

5.9.1 項に示すとおり熱応力は無視できる。 
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 5.11 応力強さの評価 

  5.11.1 一次一般膜応力強さの評価 

各運転状態における評価を表 5－11 に示す。 

表 5－11 より，各運転状態の一次一般膜応力強さは，5.8.7 項及び 5.8.9 項に

示す許容応力を満足する。 

 

  5.11.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各運転状態における評価を表 5－12 に示す。 

表 5－12 より，各運転状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，5.8.7 項及び

5.8.9 項に示す許容応力を満足する。 

 

  5.11.3 一次＋二次応力強さの評価 

運転状態Ⅰ及びⅡにおける評価を表 5－13 に示す。 

表 5－13 より，運転状態Ⅰ及びⅡの一次＋二次応力強さは，5.8.7 項及び 

5.8.9 項に示す許容応力を満足する。 
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 5.12 繰返し荷重の評価 

  5.12.1 告示第 96 条第 1 項第 3 号についての検討 

燃料支持金具について，告示第 96 条第 1 項第 3 号により疲労解析が不要とな

ることを以下の(1)から(4)に示す。 

 

   (1) 告示第 96 条第 1 項第 3 号イ及び同号ロ 

5.9.1 項で述べたように，燃料支持金具の温度差は無視し得るので，告示第 96 条

第 1 項第 3 号イ及び同号ロの検討は不要である。 

 

   (2) 告示第 96 条第 1 項第 3 号ハ（異なる材料よりなる部分の温度変動） 

燃料支持金具には，縦弾性係数又は熱膨張係数の異なる材料よりなる部分は存

在しない。 

 

   (3) 告示第 96 条第 1 項第 3 号ニ（機械的荷重変動） 

機械的荷重により生じる応力の全振幅が，荷重変動回数 106 回に対応する繰返

しピーク応力強さを超えないことを確認する。 

告示別図第 2 より求めた 106 回に

対応する繰返しピーク応力強さ    ：Ｓ＝178 MPa 

機械的荷重変動による応力の全振幅     ：Δσ 

 

全応力評価点の機械的荷重変動（死荷重）による一次＋二次応力のうち，応力

の全振幅が最大となる応力評価点 P01 での一次＋二次応力は以下である。 

 

 Δσ＝  MPa 

 

したがって，Ｓ＞Δσであり，条件を満足する。 

 

   (4) 検討結果 

以上(1)から(3)より燃料支持金具は，告示第 96 条第 1 項第 3 号の要求をすべ

て満足している。 

 

  5.12.2 疲労解析 

5.12.1 項に示すように，燃料支持金具は，疲労解析は不要である。 
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 5.13 引用文献 

  (1) 機械工学便覧 基礎編 α3（日本機械学会） 

 

5.14 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第６号機 第５回工事計画認可申請書 添付書類 

a. Ⅳ-3-1-1-1 炉心支持構造物の応力解析の方針 
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図 5－2 応力評価の手順 

  

計算始め  注：（  ）内は，本章において  
説明のある節及び項の番号を示す。  

荷重の選定  

温度分布計算  

(5.10.2 項) 

熱応力計算と  
応力の分類  

差圧による  
応力の計算とその分類  

外荷重による  
応力の計算とその分類  

(5.10.3 項) 

一次応力  
の評価  

(5.11.1 項及び 5.11.2 項) 

一次＋二次  
応力の評価  

疲労解析の  
必要性検討  

計算終り  

(5.9.1 項) 

(5.10.4 項) 

(5.11.3 項) 

(5.12 節) 
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図 5－3 中央燃料支持金具の差圧による応力計算モデル（単位：mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 5－4 中央燃料支持金具の外荷重による応力計算モデル（単位：mm） 
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表 5－3 各運転状態における差圧 

(単位：MPa) 

運転状態 差圧Ｐ13 

設計条件  

Ⅰ，Ⅱ  

Ⅲ  

Ⅳ  

重大事故等時  
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表 5－4 外荷重  

記号  荷重名称  
荷重  

作用点＊  

鉛直力  

Ｖ 

(kN) 

L03 設計機械的荷重  
Ａ  

Ｂ  

L04 死荷重  
Ａ   

Ｂ   

注：                   

注記＊：荷重作用点Ａは中央燃料支持金具を示し，

荷重作用点Ｂは周辺燃料支持金具を示す。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
中央燃料支持金具  周辺燃料支持金具  
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表 5－5 荷重の組合せ及び運転状態 

運転状態 
荷重の組合せ 

各運転状態による荷重 

設計条件 設計条件による荷重 

Ⅰ 運転状態Ⅰによる荷重 

Ⅱ 運転状態Ⅱによる荷重 

Ⅲ 運転状態Ⅲによる荷重 

Ⅳ 運転状態Ⅳによる荷重 

重大事故等時 重大事故等時による荷重 
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表 5－6 荷重の組合せ 

運転状態 荷重の組合せ 応力評価 

設計条件 L02＋L03 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 

Ⅰ，Ⅱ L02＋L04 
Ｐｍ＋Ｐｂ＋Ｑ 

疲労解析 

Ⅲ L02＋L04 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 

Ⅳ L02＋L04 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 

重大事故等時 L02＋L04 
Ｐｍ 

Ｐｍ＋Ｐｂ 
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表 5－7 許容応力 

運転状態 
許容限界 

一次一般膜応力 一次一般膜＋一次曲げ応力 一次＋二次応力 

設計条件 Ｓｍ 1.5・Ｓｍ ― 

Ⅰ，Ⅱ ― ― 3・Ｓｍ 

Ⅲ 1.5・Ｓｍ 2.25・Ｓｍ ― 

Ⅳ Min(2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ) Min(3.6・Ｓｍ，Ｓｕ) ― 

 重大事故等時＊ Min(2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ) Min(3.6・Ｓｍ，Ｓｕ) ― 

注記＊：重大事故等時の許容限界として運転状態Ⅳの許容限界を用いる。 
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表 5－8 許容応力評価条件 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｙ 

（ＲＴ） 

(MPa) 

中央燃料 

支持金具 

オーステナイト系

ステンレス鋼 

SCS19A 相当 

   

流体の最高温度      

流体の最高温度      

流体の最高温度      

周辺燃料 

支持金具 

SUS316L 相当 

    

流体の最高温度      

流体の最高温度      

流体の最高温度      
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表 5－9 溶接部の継手効率 

継手の箇所 継手の分類 継手の種類 検査の種類＊ 継手効率η 

燃料支持金具 
周辺燃料支持金具と 

炉心支持板の継手 

 

  

注記＊：検査の種類を示す記号は次のとおりである。 

    ＰＴ：告示第 99 条第 4 項に定めるホの検査 
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表 5－10 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

(mm) 

Ｄo 

(mm) 

Ｄi 

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｉ 

(mm4) 

P01,P02* 
     

     

P03,P04      

注記＊：上段は差圧による応力計算モデルの断面性状を示し，下段は外荷重による

応力計算モデルの断面性状を示す。 
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表 5－11 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

    (単位：MPa) 

応力評価面 
設計条件 運転状態Ⅲ 運転状態Ⅳ 重大事故等時 

応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 

P01 

P02 
4 108 4 162 4 247 4 246 

P01’ 
P02’ 4 108 4 162 4 247 4 246 

P03 

P04 
2   56＊ 2   84＊ 2   138＊ 2  135＊ 

P03’ 
P04’ 2   56＊ 2   84＊ 2   138＊ 2  135＊ 

注記＊：継手効率 を乗じた値を示す。  



 

 

3
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表 5－12 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

    (単位：MPa) 

応力評価面 
設計条件 運転状態Ⅲ 運転状態Ⅳ 重大事故等時 

応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 

P01 

P02 
4 162 4 243 4 371 4 370 

P01’ 
P02’ 4 162 4 243 4 371 4 370 

P03 

P04 
2   85＊ 2  127＊ 2  208＊ 2  203＊ 

P03’ 
P04’ 2   85＊ 2  127＊ 2  208＊ 2  203＊ 

注記＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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表 5－13 一次＋二次応力強さの評価のまとめ 

 (単位：MPa) 

分類 
一次＋二次応力差最大範囲 

（Ｐｍ＋Ｐｂ＋Ｑ） 

応力評価点   Ｓｎ
＊1 

許容値 

η・3・Ｓｍ 

P01 4 330 

P01’ 4 330 

P02 4 330 

P02’ 4 330 

P03 2   173＊2 

P03’ 2   173＊2 

P04 2   173＊2 

P04’ 2   173＊2 

注記＊1：Ｓｎは運転状態Ⅰ及びⅡによる一次 

＋二次応力差の最大範囲を示す。 

＊2：継手効率 を乗じた値を示す。 
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Ⅵ-3-別添 7-1 原子炉圧力容器内部構造物の強度計算書 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成 25

年 6 月 28 日 原子力規制委員会規則第六号）（以下「技術基準規則」という。）第 50

条，第 51 条，第 52 条，第 54 条，第 59 条，第 60 条，第 62 条，第 63 条，第 65 条及び

第 66 条において，重大事故等時に流路としての機能が要求される原子炉圧力容器内の

原子炉圧力容器内部構造物が，十分な強度を有することを説明するものである。 
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2. 原子炉圧力容器内部構造物の強度評価の基本方針 

重大事故等時における原子炉圧力容器内部構造物の評価は，重大事故時の評価条件が

設計基準事故時の評価条件に包絡されており，既に認可された工事計画の添付資料（以

下「既工認」という。）における評価結果があるため，材料，構造及び強度の要求は同じ

であることから，その評価の適用性を確認し，既工認の確認による評価を実施する。 
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3. 原子炉圧力容器内部構造物の強度評価方法 

原子炉圧力容器内部構造物の強度評価について，既工認における評価結果があるため，

以下の 3.1 節に示す確認内容のとおり，その評価結果の確認による評価を実施する。 

 

3.1 確認内容 

重大事故等事象は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故事象に対して原子炉

の安全性を損なうことがないように設計することが求められる構造物，系統及び機器

の安全機能が喪失した場合に発生する又は発生する可能性があるものである。 

重大事故等時の事故時荷重を表3－1に，設計基準事故時の事故時荷重を表3－2に示

す。両表に示すとおり，起因となる運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳの事故時荷重は，重大

事故等時の事故時荷重を包絡している。 
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4. 強度評価結果 

本計算書は，原子炉圧力容器内部構造物のうち以下の機器の重大事故等対処設備とし

ての応力評価結果を示すものであるが，設計基準対象施設としての使用条件を超えない

ことから，評価結果については，平成5年6月17日付け4資庁第14561号にて認可された既

工認のⅣ-3-1-3「圧力容器内部構造物の強度計算書」による。 

(1) 給水スパージャ 

(2) 高圧炉心注水スパージャ 

(3) 低圧注水スパージャ 

(4) 高圧炉心注水系配管（原子炉圧力容器内部） 
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表3－1 重大事故等事象に対する荷重の整理表 

重大事故時 運転状態Ⅲ及びⅣの評価（表3－2）との関係 

事故シーケンス 

グループ 
重要事故シーケンス 事故時荷重＊ 事故時荷重の包絡性 ピーク差圧の包絡性 

高圧・低圧注水機能 

喪失（給水喪失） 

給水喪失＋低圧代替注水（常設） 

＋ベント 

  
 

高圧注水・減圧機能 

喪失（給水喪失） 

給水喪失＋ＬＰＦＬ注水 

＋Ｓ／Ｃ冷却 

全交流動力電源喪失 

（長期ＴＢ） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋低圧代替注水（常設）＋ベント 

全交流動力電源喪失 

（ＴＢＤ，ＴＢＵ） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋低圧代替注水（常設）＋ベント 

全交流動力電源喪失 

（ＴＢＰ） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋低圧代替注水（可搬型）＋ベント 

崩壊熱除去機能喪失 

（取水機能喪失） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋低圧代替注水（常設）＋Ｓ／Ｃ冷却 

崩壊熱除去機能喪失 

（ＲＨＲ機能喪失） 

外部電源喪失＋ＲＣＩＣ停止 

＋ＨＰＣＦ注水＋ベント 

原子炉停止機能喪失 主蒸気隔離弁閉止＋スクラム失敗 

ＬＯＣＡ時注水機能 

喪失（中小破断） 

中小ＬＯＣＡ＋低圧代替注水 

（常設）＋ベント 

格納容器バイパス 
インターフェースシステム 

ＬＯＣＡ（ＲＨＲＢ系漏えい）  

大破断ＬＯＣＡ 
大ＬＯＣＡ＋代替注水＋ＰＣＶスプレイ 

＋代替循環冷却 
  

 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重  
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表3－2 設計基準事故事象に対する事故時荷重 

事象 事故時荷重＊ 強度評価上の取扱い 備考 

運転状態Ⅲ 過大圧力  
 

 

運転状態Ⅳ 冷却材喪失事故  
 

 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重 

 


